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は  じ  め  に  
 

 福島第一原子力発電所事故を踏まえ、「原子力災害対策指針」が制定され、

「原子力防護措置を準備する区域」が原子力施設を中心とした１０ｋｍか

ら３０ｋｍ圏に拡大されたほか、緊急時モニタリング体制の大幅な強化が

図られました。  
当センターでは、防護措置準備区域の拡大を受けて、平成２３年度から

平成２４年度にかけて、モニタリングポスト２６局を増設し、併せて、デ

ータ収集拠点の二拠点化やインターネット等へリアルタイムにデータを配

信する「公開機能システム」の更新を行い、平成２５年４月から本格運用

を開始したところです。また、拡大区域の放射能分析についても、平成２

４年度から県内全域の土壌のバックグラウンド調査に着手し、平成２６年

度からは農産物や指標植物の放射能調査も開始しました。  
一方、「原子力災害対策指針」による緊急時モニタリング体制の強化を受

けて、平成２６年８月、「福井県緊急時モニタリング計画」を策定しました。

原子力災害時には、本計画に基づき、国が統括する「緊急時モニタリング

センター」が原子力施設近くの原子力防災センターに設置され、国、福井

県、原子力事業者、隣接府県等が連携して、迅速かつ効率的に緊急時モニ

タリングを実施する体制としています。  
さらに、現地に置かれる「緊急時モニタリングセンター」と国の原子力

災害対策本部の間で放射線データや環境試料の放射能分析結果などを迅速

に共有するため、「情報共有システム」を平成２６年度中に整備することと

しています。  
 確かな監視体制の維持や監視結果の迅速・正確な情報提供は、県民皆様

方の安全・安心の基盤であり、当センターとしては、今後とも監視体制の

強化や確かな監視に繋がる調査研究に取り組んでいく所存です。  
本書は、平成２５年度における監視業務や調査研究等の成果を取りまと

めたものです。ご高覧いただき、皆様方のご教示、ご叱正を賜れば幸いに

存じます。  

 

 

平成２７年１月  

 

福井県原子力環境監視センター  

  所  長  田  賀   幹  生  
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１ 設立の目的 
 
 本県では「原子力発電所周辺環境の安全を確保する」ことを基本に、環境放射線モニタリングを実施

しています。 
  本県の環境放射線モニタリングは、昭和２９年から衛生研究所（現衛生環境研究センター）において、

核実験降下物の環境放射能調査から始まり、平成７年には、環境放射線モニタリングのより一層の充実

を図るため、「福井県原子力環境監視センター」が発足しました。 

 
 
２ 沿革 
 
・ 昭和２９年 ５月 ビキニ水爆実験直後、全国に先がけ、衛生研究所において、核実験降下物の放射

能調査開始 
・ 昭和３９年 ５月 衛生研究所において、敦賀半島周辺の放射能調査開始 
・ 昭和４４年 ２月 「福井県環境放射能測定技術会議」設置 
・ 昭和４５年 ３月 原子力発電所稼働に伴う放射能調査開始 
・ 昭和４８年 ４月 衛生研究所に「放射能課」設置 
・ 昭和５１年１０月  衛生研究所に「環境放射線監視センター」を付置 

 「環境放射線監視テレメータシステム」運用開始  
 （観測局１０局、副監視局５局） 

・ 昭和５６年 ４月 臨時緊急整備により観測局増設（１０局→１１局） 
・ 昭和６２年 ４月 「環境放射線監視テレメータシステム」更新、ダストモニタ追加 
・ 平成 ３年 ３月 衛生研究所に「放射能監視棟」完成 

４月 もんじゅ周辺事前調査開始により観測局増設（１１局→１３局） 
・ 平成 ６年 ４月 「福井県環境放射能データベースシステム」運用開始 
・ 平成 ７年 ３月 「原子力環境監視センタ－」建屋完成 

４月 「原子力環境情報ネットワークシステム」運用開始 
５月 「原子力環境監視センター」発足 

・ 平成 ９年 ３月 「環境放射線監視テレメータシステム」更新、副監視局増設（５→１１局）    
「原子力環境情報ネットワークシステム」とデータ統合化を実施し、運用開始   

・ 平成１１年  ３月  排気筒モニターデータ収集・公開、県庁県民ホールに県庁副監視局設置 
・ 平成１３年  ３月  観測局増設（１３局→１８局） 
           「原子力環境情報インターネットシステム」運用開始 
                     「緊急時放射能測定情報統合システム」運用開始 
           線量率表示装置（ほうしゃせん見守り隊）を公共施設に設置（１６５台） 
・ 平成１７年 ３月  「福井県環境放射能データベースシステム」更新              

「原子力環境情報ネットワークシステム」公開機能統合 
・ 平成１９年 ３月  「線量率表示装置（ほうしゃせん見守り隊）」更新 
・ 平成２０年 ３月 旧環境放射線監視テレメータシステムと原子力環境情報ネットワークシステム 

 を統合し、機能強化を図り「環境放射線監視テレメータシステム」更新   
・ 平成２３年 ３月 「福井県環境放射能データベースシステムハードウェア」更新 
・ 平成２４年 ３月 観測局増設（１８局→２３局） 
           水準調査用モニタリングポスト増設（１局→１１局） 
・ 平成２５年 ３月 観測局増設（２３局→４４局） 
          可搬型モニタリングポスト増設（５台→１８台） 
          環境放射線監視テレメータシステムの公開機能システム更新 



３ 福井県原子力環境監視センターの組織の位置付け 
 

（１）原子力環境監視センター業務の根拠 

・ 福井県行政組織規則 

（環境放射線および環境放射能の監視、調査研究および知識の普及等） 

・ 環境放射線モニタリング指針（原子力安全委員会制定） 

・ 福井県環境放射能測定技術会議規程 

・ 原子力発電所周辺環境の安全確保等に関する協定書 

・ 災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法 

・ 原子力災害対策指針（原子力規制委員会） 

・ 福井県地域防災計画・原子力防災編 

 

（２）原子力環境監視センターの性格 

・ 原子力環境監視機関 

・ 試験研究機関 

・ 原子力環境監視に関する知識の普及啓発機関 

 

（３）原子力環境監視センターの運営理念 

・ 福井県の原子力三原則  

① 安全の確保 

② 地域住民の理解と同意 

③ 地域の恒久的福祉の実現 

・ 原子力環境監視の理念 

① 環境安全の確保・確認、安心の提供（県民からの付託・期待への対応） 

② 綿密かつ広範な情報収集、情報公開の原則の堅持、情報提供（透明性確保） 

③ 信頼の確保 

 

（４）原子力環境監視センターの運営方針 

・ 地域貢献、原子力安全への貢献 

・ 緊急時体制の実効性向上の追及 

・ 効率的・効果的な管理運営と業務遂行 

・ 重要度・優先度に基づく環境監視、業務の中からの研究テーマ採択 

  ・ 環境放射線監視に係る知識の普及活動の推進 

 

４ 組織および業務内容 
 
（１） 組織 

所管課：安全環境部原子力安全対策課 
［原子力環境監視センター］ 
 

所長 

管理室長 室員 

室員 

所員 総括研究員 

福井分析管理室長 



（２） 業務内容 
（平成２５年４月１日現在） 

室 業 務 内 容                     E 

管 理 室 

１ 歳入歳出予算の執行に関すること 
２ 庁舎および物品の管理に関すること 
３ 放射線監視等交付金に関すること 
４ 緊急時環境放射線モニタリングの総合調整に関すること 
５ 試験研究機関評価委員会に関すること 

敦 賀 監 視 

１ 環境放射線監視テレメータシステムに関すること 
２ 環境放射線監視情報の公開機能システムに関すること 
３ 緊急時環境放射線モニタリングに関すること 
４ 環境放射線の知識の普及に関すること 
５ 環境放射能測定技術会議に関すること 
６ 原子力施設等放射能調査機関連絡協議会に関すること 

福井分析管理室 

１ 放射性物質の核種分析に関すること 
２ 環境放射能データベースシステムに関すること 
３ 緊急時環境放射能モニタリングに関すること 
４ 環境放射能の調査研究に関すること 
５ 放射性同位元素物質の管理に関すること 
６ 環境放射能水準調査事業に関すること 

 

５ 職員の構成および職員名簿 
 
（１）職員の構成 

                                                              （平成２５年４月１日現在） 

 事務 化学 原子力 電気 薬剤師 計 

 所 長   １   １ 

管理室 ２   １  ３ 

敦賀監視  ２  ２  ４ 

福井分析管理室  ４ １  １ ６ 

            計 ２ ６ ２ ３ １ １４ 

 
（２）職員名簿 

                                                            （平成２５年４月１日現在） 

室 職  名 氏   名 室 職  名 氏   名 

 所 長 前川 素一 

福井分析 

管理室 

室 長 大西 勝基 

管 理 室 

室 長 苗田 憲二 主任研究員 高橋 暁美 
主任研究員 島田 秀志 研 究 員 玉柿 励治 

主 査 岡 由喜子 研 究 員 岩井 直樹 

敦賀監視 

総括研究員 田賀 幹生 主 事 大久保裕章 

主任研究員 青木 靖 主 事 加藤明日香 

主任研究員 河嵜 正利 

主 事 西村 祐子 

 



６ 平成２５年度歳入歳出決算書（一般会計） 
 
（１）歳入 
 

科        目 決    算    額 
（単位：円） 款 項 目 節 

諸収入 雑 入 雑 入  １９，８５７ 

保険料被保険者負担金 １９，８５７ 

合        計  １９，８５７ 

 
（２）歳出 
 

科        目 決    算    額 
（単位：円） 款 項 目 節 

総務費 総務管理費 一般管理費 ３，３７０ 

 旅費 ３，３７０ 

財産管理費 １８７，４８０ 

 役務費 ９７，２８０ 

 公課費  ９０，２００ 

企 画 費 計画調査費 

 

 ４０８，２６１，６３０ 

共済費 ６５，９３３ 

 賃金 ３，９３８，０００ 

  報償費 ４０，０００ 

  旅費 ２，７８２，４８５ 

  需用費 ３３，３６５，９８８ 

  役務費 ５４，３２７，０３２ 

  委託料 １６１，３５２，１０６ 

  使用料および賃借料 ５，２８７，８０８ 

  備品購入費 １４５，８８６，４８６ 

  負担金補助及び交付金 １，２１５，７９２ 

防災費 
 

 ５０８，６４０ 

旅費 ５０８，６４０ 

合        計 ４０８，９６１，１２０ 

 
【参考】 平成２４年度歳出決算額   １，３７６，７６９，２９２円 

平成２３年度歳出決算額     ５０４，６８４，７８０円 



７ 施設・設備の概要 
                                                                 （平成２５年４月１日現在）  

 
＜原子力環境監視センター：敦賀市吉河３７－１＞ 
 
    ・敷  地：４８４㎡（公益財団法人福井原子力センターより借用） 
    ・建  物：鉄筋コンクリート２階建て 床面積９４４㎡ 
    ・主要施設：自家発電設備 １５０KVA、２００KVA 
                ＣＶＣＦ装置    ５０KVA、１００KVA 
 
 
 《１階平面略図》 

玄 関

ハイビジョン

ホール オペレータ室 事 務 室 ＯＡ室

←

（公財）原子力センター 空調機室

階段 ＷＣ ＷＣ湯沸室

テレメータ室

空調機械室 機 械 室

 

 

《２階平面略図》

所長室 データ解析室 会議室

←（公財）原子力センター 緊 急 時

対 策 室

緊急時備品 緊急時 階段

保管室 資料室 更衣室

 



 
＜福井分析管理室：福井市原目町３９－４＞ 
 
      ・敷  地：衛生環境研究センター敷地内 
      ・建  物：鉄筋コンクリート２階建て 床面積１，３３０㎡ 
                  鉄筋コンクリート平屋建て  床面積    １６２㎡（緊急時資材室） 
                  鉄筋コンクリート平屋建て  床面積    １７５㎡（標準照射室） 
      ・主要設備：自家発電設備 ２００KVA 
                  ＣＶＣＦ装置  １００KVA 

 
 
《１階平面略図》 

ＷＣ

灰化粉砕室 試料 第 １ 測 定 室 機械室

無停電電源装置前処理室 階段

← 衛生環境研究センター

湯沸室

第１実験室 会議室 玄 関 事 務 室 Ｏ 資 コンピュータ室

Ａ 料

室 室

《２階平面略図》

ＷＣ

第２実験室 第３実験室 ← 階段 第 ４ 実 験 室 機 械 室

福井

ｾ ﾐ ﾎ ｯ ﾄ 室 天秤・低温室 所長室 受信 第２測定室 第３測定室 ＩＣＰ室

局室

 



８ 主要備品の整備状況 
（平成２５年度整備） 

品      名 型    式 数 量 

原子力環境監視センター中央監視局 
無停電電源装置 

（株）日立製作所 
 １００ｋＶＡ ＵＰＳ 

２式 

福井分析管理室 無停電電源装置 
（株）ＧＳユアサ 
 蓄電池 ＨＳＥ型  １式 
     ＳＮＳＸ型 １式 

１式 

基準線量計 Ｒａｄｃａｌ社製 
ＡＣＣＵ－ＤＯＳＥ２１８６型線量計 

１式 

液体シンチレーション測定装置 日立アロカメディカル（株） 
液体シンチレーション検出器  

１台 

純水製造装置 オルガノ（株） 
カートリッジ型純水器 

６台 

薬品冷蔵庫 
 

日本フリーザー（株） 
防爆冷蔵庫 

１台 

サーベイメータ 日立アロカメディカル（株） 
アルファ線用サーベイメータ １式 
ＧＭ式サーベイメータ    ２式 
電離箱式サーベイメータ   １式 

４式 

 
 
９ 外部評価 
 
外部評価委員会の開催 
 
（１） 開催日時 平成２６年１月２４日（金）１４：００～１７：００   
（２） 開催場所 福井県原子力環境監視センター 
（３） 評価委員 

（委員長）日下幸則（福井大学医学部医学科国際社会医学講座環境保健学教授） 
西川嗣雄（福井大学名誉教授） 
辻 宏和（公益財団法人若狭湾エネルギー研究センター研究開発部長） 
林 敏一（株式会社原子力安全システム研究所副所長） 

（４） 評価対象  研究課題評価  
①事前評価課題「原子力災害対策重点区域拡大に伴うバックグラウンド調査事業」 
②中間評価課題「伝送機能付き電子式線量計開発事業」 

     ③事後評価課題「環境に優しい放射化学分析法の開発事業」 
（５） 評価結果  研究評価課題  

①事前評価課題の総合評価は「Ａ」（適切である） 

     ②中間評価課題の総合評価は「Ａ」（優れている） 

④ 事後評価課題の総合評価は「Ｂ」（一部達成できていないものがある） 

 
 
 



１０ 刊行物 
 
（１） 原子力発電所周辺の環境放射能調査報告 平成２５年度 第１報～第４報 
     （第４６巻  第１号～第４号  福井県環境放射能測定技術会議） 
 
（２） 原子力発電所周辺の環境放射能調査報告 平成２４年度 年報   
     （第４５巻  第５号      福井県環境放射能測定技術会議） 
 
（３） 原子力発電所周辺の環境放射能調査報告 平成２６年度 計画書 
     （第４６巻  第６号      福井県環境放射能測定技術会議） 
 
（４） 平成２４年度 福井県原子力環境監視センター所報 
     （第１９巻           福井県原子力環境監視センター） 
 
（５） 環境放射線だより 
     （ｖｏｌ．３７～ｖｏｌ．４０  福井県原子力環境監視センター） 
 
 

１１ 年間動向 

 

（１）研修 
 

年 月 日 研修名（実施機関） 実施地 参加者 
25. 7.22 

～24 
環境放射能モニタリングに関する実務研修 福島県 

高橋・玉柿 
大久保 

25. 9.13 放射線取扱主任者定期講習 大阪府 高橋 

25. 9.17 
～20 

環境放射能分析研修「トリチウム分析法」 千葉県 岩井 

25. 9.30 
～10.10 

環境放射能分析研修「放射性ストロンチウム分析法」 千葉県 大久保 

25.11.12 
～13 

計量管理報告および供給当事国別管理報告等の記載要領 
講習会 

茨城県 加藤 

25.12.10 
～13 

環境放射能分析研修「ゲルマニウム半導体検出器による測
定法（緊急時）」 

千葉県 玉柿 

25.12.17 環境放射能分析研修「放射化学概論（第１回）」 千葉県 加藤 

25.12.18 環境放射能分析研修「放射線の人体影響概論（第１回）」 千葉県 岩井・加藤 

25.12.19 
～20 

環境放射能分析研修「緊急時におけるガンマ線スペクトル
解析法（第１回）」 

千葉県 玉柿 

26.12.19 
～20 

第１種放射線取扱主任者講習 茨城県 河嵜 

26. 2.19 環境放射能分析研修「放射線の人体影響概論（第２回）」 千葉県 玉柿 

26. 2.20 
～21 

環境放射能分析研修「緊急時におけるガンマ線スペクトル
解析法（第２回）」 

千葉県 高橋 

26. 2.24 
～27 

環境放射能分析研修「環境放射線モニタリングにおける線
量評価法」 

千葉県 岩井 

26. 3.10 
～14 

第１種放射線取扱主任者講習 京都府 岩井 

 



（２） 会議、講習会、行事 
 

年 月 日 名  称 開催地 出席者 

25. 4.15 原子力規制庁との意見交換（電子式線量計） 東京都 前川 

25. 5.20 監視交付金に関する打合せ 東京都 河嵜・大久保 

25. 5.30 
第222回福井県環境放射能測定技術会議 
（第223回:9/6、第224回:12/2、第226回:2/25） 

敦賀市 

前川・大西・田賀
青木・高橋・河嵜
玉柿・岩井 
大久保・西村 

加藤 

25．6. 6 
原子力規制庁との意見交換（緊急時モニタリング計画） 
（7/11、7/31、10/9） 

東京都 前川・田賀 

25. 6.24 
～25 

日本保健物理学会第46回研究発表会 千葉県 加藤 

25. 7. 8 
環境放射能調査に関する担当者説明会 
（10/18、12/26、3/24） 

敦賀市 
大西・田賀・青木
河嵜・玉柿・岩井 
西村・加藤 

25. 7.10 
原子力施設等放射能調査機関連絡協議会 第1回役員会  

第2回役員会（鹿児島県）：7/18 
第3回役員会（北海道）：3/7 

東京都 前川・田賀 

25. 7.17 
～19 

平成25年度原子力施設等放射能調査機関連絡協議会 
総会および第40回年会 

鹿児島県 
前川・田賀・大西 
加藤 

25. 7.30 
第183回福井県原子力環境安全管理協議会 
（第184回:11/7、第185回:1/14、第186回:3/28） 

敦賀市 前川・大西・田賀 

25. 7.30 原子力発電所立地市町担当課長会議（11/7、1/14、3/28） 敦賀市 
前川・大西・田賀 
河嵜 

25. 8. 2 福井県環境放射能測定技術会議年報小委員会 敦賀市 
前川・大西・田賀 
高橋・河嵜・岩井 
加藤 

25. 8. 9 
原子力災害対策指針補足説明資料原子力施設等放射能調
査機関連絡協議会勉強会 

東京都 前川・田賀 

25. 9.11 
平成25年度第1回原子力施設等放射能調査機関連絡協議会
ワーキンググループ会議 

東京都 田賀・加藤 

25.12.10 
原子力施設等放射能調査機関連絡協議会第１回プロジェ
クトチーム会議（第2回：2/24） 

東京都 前川・田賀 

26. 1.24 原子力環境監視センター評価委員会 敦賀市 
前川・苗田・大西
田賀・玉柿 
大久保・加藤 

26. 2. 6 原子力規制庁との意見交換（原子力防災対策） 東京都 前川 

26. 2. 7 第225回福井県環境放射能測定技術会議（計画会） 敦賀市 
前川・大西・田賀 
高橋・河嵜・玉柿
・加藤 

26. 2.26 平成25年度四府県放射能調査研究検討会 静岡県 
前川・苗田・河嵜 
大久保 

26. 3.20 原子力規制庁への放調協提案活動 東京都 前川 

 



（３）視察 
 

年 月 日 名  称 開催地 出席者 

25.10. 8 北海道原子力防災訓練視察 北海道 島田、高橋 

25.10.22 愛媛県原子力防災訓練視察 愛媛県 河嵜 

25.10.11 
～12 

鹿児島県原子力防災訓練視察 鹿児島県 青木、岩井 

25.11.30 佐賀県原子力防災訓練視察 佐賀県 前川、玉柿 

 
 
 
（４）研修生受入れ 
 

年 月 日 名  称 講師 受講者 

25. 5.10 
  ～6.21 

原子力発電所周辺の環境放射線（放射能） 
モニタリング 

原子力環境監視センター

職員 

福井大学医学部生 
５名 

25.12. 3 環境放射能分析実習（12/13、12/24、12/27） 
原子力環境監視センター

職員 

福井工業大学原子力技

術応用工学科生１名 

26. 1.22 
～24 

外国人大学院研究生の放射線計測実習 
原子力環境監視センター

職員 

福井大学附属国際原子

力工学研究所外国人大

学院研究生１名 

 
 
 
（５）講師派遣 
 

年 月 日 派遣職員 依頼機関 講義内容 対象者 

25. 7.31 河嵜 (公財)福井原子力センター 
福井県の原子力と放射
線監視 

一般 

 
 
 
（６）対外協力 
 

年 月 日 派遣職員 依頼機関 依頼内容 

25. 4.27 大西、西村 (公財)福井原子力センター こどもの広場 

 
 
 
（７） 職員派遣 
 
    該当事項なし 



（８） 来訪者 
 
年 月 日 所  属 来訪者 

25. 5.15 青森県東建設業協同組合 ９名 

25. 6. 5 滋賀県南部土木事務所 ２０名 

25. 7. 7 福井市円山地区自治会および公民館職員 １８名 

25. 7.15 
（公財）若狭湾エネルギー研究センター「メンタリングコース」に
おける施設見学 

１１名 

25. 7.23 福井大学附属国際原子力工学研究所 ５名 

25. 7.29 
7.31 

福井工業大学「基礎工学実験Ⅱ」（放射線系）における施設見学 １０名 

25. 8.20 日本原子力発電（株）敦賀原子力館 ３名 

25. 9.10 
（公財）若狭湾エネルギー研究センター「ＰＡコース」における施
設見学 

１０名 

25. 9.18  
福井大学附属国際原子力工学研究所敦賀「原子力」サマースクール
における施設見学 

４０名 

25.10. 3 鹿児島県川薩地区生コンクリート協同組合 ５名 

25.10. 4 
（公財）若狭湾エネルギー研究センター「原子力発電安全基盤コー
ス」における施設見学 

１２名 

25.10.25 
（公財）若狭湾エネルギー研究センター「原子力行政コース」にお
ける施設見学 

１０名 

25.10.30 奈良女子大学附属小学校５年生 ８２名 

25.11. 7 青森県東北町体育協会 ２２名 

25.11.11 三重県上野商工会議所サービス部会 ２１名 

25.11.19 
（公財）若狭湾エネルギー研究センター「原子力プラント安全コー
ス」における施設見学 

１０名 

25.11.22 福井大学附属国際原子力工学研究所 ６名 

25.11.28 
   11.29 

福島県原子力センター ３名 

25.12.13 
   12.20 

福井工業大学原子力技術応用工学科１年生 １６名 

25.12.18 
（公財）若狭湾エネルギー研究センター「原子力防災研修」におけ
る施設見学 

１２名 

26. 1.28 福井工業大学原子力技術応用工学科 １５名 

26. 3. 4 愛知県みよし商工会女性部 ２０名 

 
 
 
（９） 表彰 
 
    該当事項なし 



３ 平成２５年度福井県原子力防災訓練（緊急時モニタリング訓練） 

 

平成 25 年度は、関西電力(株)美浜原子力発電所 3 号機を対象として平成 25 年 6 月 16

日に総合訓練、平成 26 年１月 22 日に図上訓練を実施した。 

 

＜総合訓練＞ 

（１）訓練概要 

緊急時における通信連絡体制と住民避難体制の確立、緊急時医療活動等の災害

対策の習熟、防災関係機関相互の協力体制の強化、住民の原子力防災に対する理

解の促進を図ることを目的に、国、県、関係市町、防災関係機関など 120 機関お

よび地域住民が参加し、6 月 16 日、7 時 30 分から 13 時まで、約 1,500 名が一体

となって実施した。 

 訓練では、国が平成 24 年 10 月に策定した「原子力災害対策指針」に定める緊

急事態区分に応じた対応体制構築訓練を行うとともに、県が平成 25 年 3 月に策定

した「原子力発電所近傍 5km 圏の避難計画」に基づく 5km 圏住民の避難訓練（約

1,000 名が参加）を行った。 

  

 （２）事故想定の概要 

     福島第一原子力発電所事故を踏まえ、様々なシビアアクシデント対策が施され

ているが、訓練では多数の機器に故障が連続して発生することを仮定した事故シ

ナリオとした。 

     ①定格熱出力一定運転中の美浜発電所 3 号機が、若狭湾沖の地震により原子炉

が自動停止するとともに外部電源を喪失し、直ちに非常用ディーゼル発電機

が起動するも 1 台が故障停止、もう 1 台も不調傾向を示す <警戒事態> 

     ②残る非常用ディーゼル発電機も故障停止し、空冷式非常用発電装置も起動失

敗により全交流電源を喪失 <施設敷地緊急事態（原災法第 10 条事象> 

     ③タービン動補助給水ポンプにより蒸気発生器へ給水して原子炉冷却を継続し

ていたが同ポンプも故障停止し、中圧ポンプも起動失敗により蒸気発生器へ

の給水機能が喪失 <全面緊急事態（原災法第 15 条事象）> 

     ④非常用ディーゼル発電機が復旧し、電動補助給水ポンプによる蒸気発生器へ

の給水を再開し、冷却機能を回復 

 

 （３）緊急時モニタリング体制および訓練概要 

 Ａ 緊急時モニタリング体制 

    福井県緊急時モニタリング実施要領に基づき、美浜および敦賀原子力防災

センターに緊急時モニタリングセンターを設置し、県および県内事業者約 80

名の体制で訓練を実施した。 

    本部施設：美浜原子力防災センター 

     ・企画評価班（緊急時モニタリング全体の指揮および各班の調整） 

          ・情報管理班（モニタリング計画、結果等の関係機関への伝達） 

     ・本部総務班（本部施設の運営支援） 

     



待機施設：敦賀原子力防災センター 

     ・モニタリング班 

（指示書作成、可搬型モニタリングポストの設置、試料採取・測定） 

     ・放射線管理班（要員の被ばく・汚染管理） 

     ・待機施設統括班（待機施設の運営支援） 

 

 Ｂ 緊急時モニタリング訓練概要 

美浜発電所から 30km 圏をモニタリング訓練対象範囲とし、環境試料の採取

や空間放射線量率測定等の実務訓練を行った。また、訓練に参加する県職員

に対する事前の説明会を 6 月 10 日（嶺北地域機関対象）および 11 日（嶺南

地域機関対象）に実施した。 

【主な訓練項目】 

     ・緊急時モニタリングセンターの設置・運営訓練 

・モニタリングカー（6 台）による移動測定訓練 

     ・固定観測局のバックアップおよび固定観測局の補完としての可搬型モ

ニタリングポスト（18 台）設置・測定訓練 

     ・環境試料の採取および測定訓練 

     ・船舶およびヘリコプターによる海上・空中モニタリング訓練 

     ・モニタリング要員の被ばく管理および資機材等の汚染管理訓練 

     ・県災害対策本部等関係箇所への情報伝達訓練 

     ・原子力環境監視センターのホームページを活用した、モニタリング結

果の広報訓練 

 

 Ｃ 参加機関（順不同） 

    原子力規制庁地方放射線モニタリング対策官事務所、海上保安庁第八管区

海上保安本部敦賀海上保安部、陸上自衛隊第 10 飛行隊、海上自衛隊舞鶴地方

総監部、(財)原子力安全技術センター、気象庁福井地方気象台、関西電力(株)、

日本原子力発電(株)、(独)日本原子力研究開発機構、福井県 

 

（４）今後の課題 

訓練は、原子力災害対策指針に定められた緊急事態区分（ＥＡＬ）や防護措置

の判断基準である運用上の介入レベル（ＯＩＬ）に応じた緊急時対応訓練を実施

した。しかし、モニタリング体制については、福島第一原子力発電所事故以前に

定めた福井県緊急時モニタリング実施要領に基づく体制のままであったことから、

モニタリング対象範囲が 30km に拡大されたこと、今後の緊急時モニタリングは国

が統括して実施する方針が示されていることを踏まえ、それらに対応する新たな

体制を早期に整備し、実効性の検証を行っていく必要がある。 

 

 

  



＜図上訓練＞ 

 （１）訓練概要 

発災発電所からの放射性物質の放出により、発電所から 30km 圏内（ＵＰＺ）に

おいて運用上の介入レベル（ＯＩＬ１：500μSv/h）が観測されたことを想定し、

30km 圏住民の避難実施に係る国、県、関係市町、自衛隊などの関係機関の協力体

制をシナリオ非提示型（ブラインド）図上訓練で確認することを目的に、50 機関

約 120 名が参加した。 

訓練参加者は、（独）原子力安全基盤機構が主催する原子力防災の法体系や対応

体制、機能班の役割など、原子力防災に関する基礎知識や技能、緊急時活動の流

れについて、2 日間（1 月 20 日、21 日）の災害対策要員研修を受講した後、22 日

にプレイヤーとして機能班活動や合同会議などの図上訓練演習を行った。 

     緊急時モニタリングセンターは、コントローラとして放射線班へ放射線測定結

果の提供やプレイヤーからの放射線情報に関する問い合わせに対応する訓練を行

った。 

 

 （２）今後の課題 

     今後、緊急時モニタリングは、オフサイトセンター内に設置する緊急時モニタ

リングセンターおよび国に設置される原子力規制庁緊急時対応センターが中心と

なって実施していくことになり、オフサイトセンター放射線班の役割・位置付け

が曖昧な状況である。放射線班の緊急時モニタリングセンターとの統合も含めた

体制の見直しが必要ではないかと思われる。 

 



２ 放射能監視業務（福井分析管理室） 

 平成25年度に福井分析管理室において実施した原子力発電所周辺環境モニタリング結果、備品整

備事業、環境放射能水準調査業務について報告する。 

放射能監視業務の概要を表－１、調査件数を表－２、環境モニタリング調査の結果概要を表－３か

ら表－12、環境放射能水準調査の結果概要を表－13から表－15に示す。 

  

(１)原子力発電所周辺の環境モニタリング 

 ①積算空間放射線測定結果 

３ヶ月間の空間放射線量の調査を、熱蛍光線量計（TLD）を用い、52地点（嶺南42地点、嶺北

10地点）で行った。表－３に、年間積算線量（３ヵ月積算線量（92日換算値）の４四半期分の

合計）について、各地区の平均値、最大値、最小値を示す。 

今年度の測定値は、いずれの地点でも平常の変動範囲内であり、原子力発電所に起因する有意

な線量上昇は認められなかった。なお、地区および地点による積算線量の差は、土壌に含まれる

天然放射性核種の濃度が異なるためである。 

 ②核種分析および放射化学分析結果 

表－４～表－10に、陸土、指標植物、農畜産物、降下物、海水、海底土、海産食品および指

標海産生物について、各地区の人工放射性核種の検出状況を示す。 

陸土、指標植物、農畜産物、海水、海底土、海産食品および指標海産生物について、ゲルマニ

ウム半導体検出器によるガンマ線核種分析、放射化学分析によるストロンチウム-90分析、プル

トニウム分析、アンチコインシデンスによる微量セシウム-137機器分析を実施した結果、過去

の核実験フォールアウトによる影響が確認された。 

また、陸土、海産食品、および、毎月の降下物試料を混合した年間集合試料の一部試料におい

ては、東京電力㈱福島第一原子力発電所事故の影響と考えられるセシウム-134およびセシウム-

137が検出された。これらの結果は、環境安全評価上問題となるレベル※と比べはるかに低い濃

度であり、昨年度と比較して検出頻度および濃度とも減少傾向にある。 

その他の試料では、県内の原子力発電所および東京電力㈱福島第一原子力発電所に起因する核

種は検出されなかった。 

※ 環境安全評価上問題となるレベル：一般公衆の年線量限度（１ミリシーベルト／年）を十分

に下回っていることを安全評価上の判断基準としている。 

 ③トリチウム分析結果 

陸水、大気中水分および雨水におけるトリチウム（H-3）検出状況を表－11に、海水における

トリチウム検出状況を表－12に示す。 

このうち、大気中水分、雨水および海水について原子力発電所に起因するトリチウムが検出さ

れたが、これらは昨年度と同様に通常の放射性廃棄物管理放出に伴うものである。検出されたト

リチウムは、いずれも環境安全上問題となるレベルと比べはるかに低い濃度であった。 

    

 (２)備品整備事業 

平成25年度に実施した備品整備事業の主なものを下記に示す。 

①無停電電源装置更新 

②液体シンチレーション測定装置更新 

③基準線量計更新 

④サーベイメータ更新 

 



表－１ 平成25年度放射能監視業務概要（福井分析管理室）                          

 
業  務  名 業   務   内   容 

 １  放射線（能）監視 (1) 空間放射線の積算線量測定 （208件） 

(2) ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線核種分析 （475件） 

(3) トリチウム分析 （150件） 

(4) ストロンチウム-90放射化学分析 （26件） 

(5) プルトニウム放射化学分析（239（+240）Pu，238Pu） （48件） 

(6) アンチコインシデンスによる微量137Cs機器分析 （27件） 

 【対象地区】 

敦賀、白木（もんじゅ）、美浜、大飯、高浜の各原子力発電所

周辺および福井市（対照）周辺 

【対象試料】 

大気、浮遊じん、水道水、土壌、農畜産物、植物、雨水ちり(降

下物)、海水、海底土、海産食品、海産生物等  

 ２  福井県環境放射能測定 

技術会議 

(1) 福井県環境放射能測定技術会議報告書（四半期(季)報、年報、

報告書）の作成 

(2) 県および電力事業者（日本原子力発電㈱、関西電力㈱、(独)日

本原子力研究開発機構）による調査結果の確認、安全評価 

(3) 福井県原子力環境安全管理協議会報告書作成 

(4) 調査方法、測定方法および調査計画の調整・改善 

 ３  精度管理委託事業 

 （クロスチェック事業） 

(1) 日本分析センターとの同一試料相互分析による各種放射能測定

結果の信頼性および技術水準の確認 

（標準試料９､環境試料７､積算線量９：合計25試料） 

 (2) 積算線量計に対する標準照射法の技術支援 

 ４  環境放射能データベース 

の管理・運用 

 

(1) 福井県環境放射能監視結果のデータベースの管理、運用 

 ５  緊急時モニタリング 

体制の整備 

(1) 緊急時環境放射線モニタリング実施要領および関連機器マニュ

アル等の改訂 

(2) 福井県原子力総合防災訓練における環境放射線モニタリング部

門の企画および実施 

(3) 緊急時モニタリング要員への説明・研修会の開催 

 ６  知識の普及活動 (1) 「環境放射線だより（第37号～第40号）」刊行 

(2) 研修生および来訪者対応 

(3) 企画イベントへの参加・協力 

(4) 福井県原子力環境監視センター紹介パンフレット作成 

 ７  調査研究事業 

  

(1) 環境放射線（能）の評価に必要な調査 

(2) 測定技術・方法の改善に関する研究 

 ８  その他の業務 

  

(1) 監視測定機器の保守整備（更新、校正、点検等） 

(2) 福井県原子力環境監視センター所報の作成 



表－２ 平成25年度地区別調査件数                                           

測 定 対 象 測定項目 敦賀 白木 美浜 大飯 高浜 対照 合計 

空間 
線量 

 積算線量 TLD 
44 16 24 

44 40 28   208 
敦賀美浜広域：12 

放 
 
 
 

射 
 
 
 

能 
 
 
 

測 
 
 
 

定 

 大気中ヨウ素 γ線 12 12 12  13※3 12     61 

 浮遊じん 
※３ヶ月集合試料を含む 

γ線 15 16 15  17※3 21 12    96 

 大気中水分 H-3 12 12 12  13※3 12 12    73 

 陸 水 γ線 4 4 4 4 4 4    24 
H-3 4 4 4 4 4 4    24 

 陸 土 γ線 2 2 2 2 2 3    13 
Pu  2    1    3 

 指標植物 
（ヨモギ） 
※ Sr,Puは年間集合試料 

γ線 7 7 7 7 7 7    42 
Sr 1 1 1 1 1 1     6 
Pu 1 1 1 1 1 1     6 

（松 葉） γ線      1    1 
 農 産 物 

（大根葉） 
γ線 1 1 1 1 1 1     6 
Pu  1         1 

 原 乳 γ線   3   3     6 
Sr   1   1     2 

 降 下 物 

※ H-3は月間降下物の 
３ヶ月集合試料、 
Sr,Puは年間集合試料 

γ線 12 12 12 12 12 12    72 
H-3 4 4 4  5※3 4 4    25 
Sr 1 1 1 1 1 1    6 
Pu 1 1 1 1 1 1    6 

 海 水 γ線 4 2 4 2 4 2    18 
H-3 6 4 6 4 6 2    28 

 海 底 土 γ線 7 7 9 4 9     36 
Pu 2 5 1 1 1     10 

アンチ 2 1 3 1 2      9 
 海産食品 

（魚 類） 
γ線 8 4 5 4 4 4    29 
Sr 1 1 1 1 1 1     6 
Pu  4         4 

（貝 類） 
 

γ線 3 3 3 3 3 1    16 
Pu  3        3 

アンチ 1 1 1 1 1 1     6 
（藻 類） γ線 3 3 3 3 3 2    17 

Pu 1 3 1 1 1 1     8 
アンチ 1 1 1 1 1 1     6 

 指標海産生物 
 （ホンダワラ） 

※ Sr,Puは年間集合試料 

γ線 10 4 8 4 8 4    38 
Sr 1 1 1 1 1 1    6 
Pu 1 1 2 1 1 1     7 

アンチ 2 1 1 1 1      6 

合 
 
 

計 

測定項目別計 

 

 

γ線 88 77 88 76 90 56   475 

H-3 26 24 26 26 26 22   150 

Sr 4 4 5 4 4 5    26 

Pu 6   21 6 5 5    5    48 

アンチ    6    4 6    4 5 2    27 

合  計※1 130 130 131 115 130 90   726 

総合計※2  174 146 155  159 170  118   934 

【測定項目】 TLD：積算線量、γ線：γ線核種分析、H-3：トリチウム分析、Sr：ストロンチウム90放射化学分析、 
Pu：プルトニウム239放射化学分析、アンチ：Ge-NaI(Tl)検出器を用いたアンチコインシデンスによるCs-137機器分析 

注 ：調査研究事業に関わる調査件数については、上の表から除く 
※1 環境試料中の放射能調査件数、 ※2 空間（積算）線量調査件数＋放射能調査件数 
※3 宮留観測局建て替えのための定期調査件数の増加 



 
表－３ TLDによる年間積算線量 

                            単位：mGy/年 

調 査 地 点 
地点数 

平成25年度 平成24年度 

エ リ ア 調 査 地 区 平均値 最大値 最小値 平均値 最大値 最小値 

敦賀・白木・美浜 

エリア 

敦 賀 地 区 11 0.77 1.00 0.61 0.80 1.06 0.65 

白 木 地 区  4 0.90 0.98 0.85 0.93 1.01 0.88 

美 浜 地 区  6 0.75 0.86 0.66 0.77 0.88 0.70 

広域監視地区  3 0.66 0.80 0.57 0.67 0.83 0.59 

大飯・高浜 

エリア 

大 飯 地 区 11 0.53 0.64 0.45 0.55 0.68 0.45 

高 浜 地 区 10 0.47 0.58 0.37 0.47 0.59 0.37 

比較対照エリア 対 照 地 区  7 0.59 0.69 0.51 0.59 0.72 0.50 

 
 
表－４ 陸土の核種分析結果  

       単位：Cs-134,137はBq/kg乾土、Pu-239はmBq/kg乾土 

採 取 地 点 
Cs-134 Cs-137 Pu-239 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 
 浦底 

（明神寮） 
－ － 

8.6～9.0 

(2/2) 

8.6 

（2/2） 
／ ／ 

白木 
 松ケ崎 

（機構 MS） 
－ － 

1.6～2.5 

(2/2) 

1.3～1.8

（2/2） 

60 ～99 

(2/2) 

55 ～61 

(2/2) 

美浜 
 丹生 

（関電丹生寮） 
－ － 

3.0～5.2 

(2/2) 

3.2～3.3 

（2/2） 
／ ／ 

大飯 
 日角浜 

（島山神社） 

0.4～0.8 

(2/2) 
－ 

51 ～67 

(2/2) 

62 ～65 

（2/2） 
／ ／ 

高浜 
 小黒飯 

（旧道脇） 

0.3～0.5 

(2/2) 

ND～0.6 

（1/2） 

5.1～6.1 

(2/2) 

4.3～7.7 

（2/2） 
／ ／ 

対照 

 福井市原目町 
 ND～0.5 

(1/2) 

0.3～0.5 

（2/2） 

4.0～4.4 

(2/2) 

3.3～4.7 

（2/2） 
／ ／ 

 勝山市池ヶ原 0.4 0.9 18 13 660 450 

 
 

各表の記号等の読み方 

 －：検出が１例もない、 ／：調査対象外、 0.0：0.05未満、 ND：検出限界値未満 

 括弧書き：検出数/年間試料数（ただし試料数が１試料の場合は省略） 



表－５ 指標植物の核種分析結果           

 単位：Cs-137は Bq/kg生、Sr-90,Pu-239はmBq/kg生 

地区 試料名 
Cs-137 Sr-90※ Pu-239※ 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 ヨ モ ギ 
ND ～0.2 

(3/7) 

ND ～0.3 

（3/7） 
310 140 － － 

白木 ヨ モ ギ 
ND ～0.3 

(3/7) 

ND ～0.2 

（1/7） 
240 100 0.9 

ND ～0.8 

（2/7） 

美浜 ヨ モ ギ 
ND ～0.5 

(5/7) 

ND ～0.5 

（6/7） 
280 160 － － 

大飯 ヨ モ ギ 
ND ～0.1 

(3/7) 

ND ～0.2 

（1/7） 
180 220 － － 

高浜 ヨ モ ギ 
ND ～0.1 

(1/7) 

ND ～0.1 

（1/7） 
480 570 － － 

対照 

ヨ モ ギ 
ND ～0.1 

(1/7) 

ND ～0.2 

（3/7） 
330 220 － － 

松 葉 － 0.3 ／ ／ ／ ／ 

※ ヨモギ試料について、平成24年度は各地区１試料（白木地区Pu-239分析を除く）を分析した。また、平成25年度

より、各月の試料を混ぜ合わせ集合（コンポジット）試料とし、分析を開始した。 

 
 
表－６ 農畜産物の核種分析結果           

 単位：Cs-137（Bq/kg生、原乳はBq/L） 
Sr-90,Pu-239（mBq/kg生、原乳はmBq/L） 

地区 試料名 
Cs-137 Sr-90 Pu-239 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 大 根 葉 － 0.0 ／ ／ ／ ／ 

白木 大 根 葉 0.0 － ／ ／ 1.5 0.3 

美浜 
大 根 葉 0.0 － ／ ／ ／ ／ 

原 乳 － － 6.9※ ／ ／ ／ 

大飯 大 根 葉 － － ／ ／ ／ ／ 

高浜 大 根 葉 － 0.0 ／ ／ ／ ／ 

対照 
大 根 葉 － － ／ ／ ／ ／ 

原 乳 － － 22※ ／ ／ ／ 

※ 平成25年度より、各地区１試料の分析を開始した。 

 
 



表－７ 降下物（年間集合試料※1）の核種分析結果 

単位：mBq/m2・年 

採 取 地 点 
Na-22 Cs-134 Cs-137 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 浦 底 260 420 － － 130 270 

白木 白 木 270 340 － － 170 240 

美浜 竹 波 420 400 － － 140 230 

大飯    宮       留※2 260 450 － 240 330 540 

高浜 小 黒 飯 300 410 120 320 350 690 

対照 福 井 市 370 450  60 190 210 540 

 

※1 各地点での月間降下物試料の12ヶ月分を混ぜ合わせ、１年間の集合試料として測定した。なお、月間降下物にお

けるNa-22,Cs-134,137分析結果は、全て不検出であった。 

※2 観測局の建て替えのため、平成25年4月10日から平成26年3月17日までは旧観測局（宮留バス停）にて採取、平成

26年3月17日から4月7日までは新観測局（袖ケ浜海水浴場）にて採取した試料を、全て集合し測定した。 

 
 
表－８  海水の核種分析結果       

単位：mBq/L 

採 取 地 点 
Cs-137 

平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 敦賀・ふげん発電所周辺 
1.3 ～ 1.6 

(4/4) 

 ND ～ 1.5 

(3/4) 

白木 もんじゅ発電所周辺 
1.5 ～ 1.8 

(2/2) 

1.5 ～ 1.9 

(2/2) 

美浜 美浜発電所周辺 
1.6 ～ 1.9 

(4/4) 

 ND ～ 2.2 

(3/4) 

大飯 大飯発電所周辺 
1.5 ～ 1.6 

(2/2) 

1.8 ～ 2.3 

(2/2) 

高浜 高浜発電所周辺 
1.4 ～ 2.0 

(4/4) 

 ND ～ 1.7 

(3/4) 

対照 福井市小丹生町 
1.7 

(2/2) 

1.5 ～ 1.9 

(2/2) 

 

採 取 地 点 
Sr-90 Pu-239 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 浦 底  50 160 1.8 3.8 

白木 白 木 480 960 2.9 5.8 

美浜 竹 波 150 160 2.8 3.5 

大飯   宮       留※2  60 120 4.8 7.1 

高浜 小 黒 飯 180 260 3.7 6.6 

対照 福 井 市  60 130 3.4 5.7 

各表の記号等の読み方 

 －：検出が１例もない、 ／：調査対象外、 0.0：0.05未満、 ND：検出限界値未満 

 括弧書き：検出数/年間試料数（ただし試料数が１試料の場合は省略） 



 
表－９  海底土の核種分析結果 

                単位：Cs-137はBq/kg乾土、Pu-239,アンチはmBq/kg乾土 

採 取 地 点 

Cs-137 

（通常） 
Pu-239 

Cs-137※ 

（アンチ） 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 

賀 

敦賀発電所１号放水口 － － ／ ／ ／ ／ 

明神崎Ｆ（海岸砂） － － ／ ／ ／ ／ 

浦底湾口 3.3 3.2 1700 1800 ／ ／ 

立石 － － ／ ／ ／ ／ 

敦賀発電所 2 号放水口 － － 140 100 － － 

ふげん発電所放水口 － － ／ ／ － － 

白 

木 

もんじゅ発電所放水口 － － 
54～67 

（2/2） 

57～86 

（2/2） 
－ － 

もんじゅ発電所放水口沖 － － 150 98 ／ ／ 

もんじゅ発電所放水口東 － － 94 110 ／ ／ 

もんじゅ発電所取水口 － － ／ ／ ／ ／ 

門ケ崎 － － 27 35 ／ ／ 

美 

浜 

美浜発電所 1･2 号放水口 － 
ND ～0.3 

（1/2） 
／ ／ 310 260 

美浜発電所 1･2 号放水口沖 － － ／ ／ － 180 

美浜発電所３号放水口沖 － － ／ ／ － － 

丹生湾中央 
6.1～7.1 

（2/2） 

5.7～6.0 

（2/2） 
1600 1800 ／ ／ 

避難港 12 9.6 ／ ／ ／ ／ 

丹生湾奥 1.3 2.6 ／ ／ ／ ／ 

美浜発電所取水口 1.0 2.2 ／ ／ ／ ／ 

大 

飯 

大飯発電所放水口 
ND～0.2 

（1/2） 
－ ／ ／ 180 94 

冠者島横 0.5 0.7 ／ ／ ／ ／ 

西村入江 3.3 3.6 1500 1400 ／ ／ 

高 

浜 

高浜発電所 1･2 号放水口 
0.8 

（2/2） 

0.6～0.7 

（2/2） 
／ ／ 750 680 

高浜発電所 3･4 号放水口 
0.8 

（2/2） 

0.7～0.9 

（2/2） 
／ ／ 800 790 

高浜発電所放水口沖 1.7 1.8 1000 1100 ／ ／ 

旧・内浦港口ブイ 1.6 2.1 ／ ／ ／ ／ 

神野浦 0.8 0.7 ／ ／ ／ ／ 

白井入江 0.9 0.9 ／ ／ ／ ／ 

音海 1.9 1.3 ／ ／ ／ ／ 

※ アンチコインシデンスによる微量Cs-137機器分析の結果である。 

 
 
各表の記号等の読み方 

 －：検出が１例もない、 ／：調査対象外、 0.0：0.05未満、 ND：検出限界値未満 

 括弧書き：検出数/年間試料数（ただし試料数が１試料の場合は省略） 



 
表－10（1） 海産食品および指標海産生物の核種分析結果（その１） 

                            単位：Cs-134,137はBq/kg生、アンチはmBq/kg生 

地

区 
種 類 

Cs-134 
Cs-137 

（通常） 

Cs-137※ 

（アンチ） 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 

賀 

魚 類 
ND～0.2 

(4/8) 

ND～0.3 

（4/8） 

ND ～0.5 

(6/8) 

ND ～0.5 

(7/8) 
／ ／ 

貝 類 － － － － 24 18 

藻 類 － － － －  9.6 12 

ホンダワラ － － 
ND ～0.1 

(1/10) 
－ 

36 ～57 

(2/2) 

32 ～67 

（2/2） 

白 

木 

魚 類 － － 
0.0～0.3 

(4/4) 

0.1 

（4/4） 
／ ／ 

貝  類 － － 
ND ～0.0 

(1/3) 
－ 22 20 

藻 類 － － － － 21 17 

ホンダワラ － － 
ND ～0.1 

(1/4) 

ND ～0.1 

（1/4） 
46 32 

美 

浜 

魚 類 － － 
ND ～0.1 

(4/5) 

0.0～0.1 

（5/5） 
／ ／ 

貝 類 － － 
ND ～0.0 

(1/3) 

ND ～0.0 

（1/3） 
18 27 

藻 類 － － － － 24 16 

ホンダワラ － － 
ND ～0.1 

(3/8) 

ND ～0.1 

（2/8） 
110 39 

大 
飯 

魚 類 － － 
0.1 

(4/4) 

0.1～0.2 

（4/4） 
／ ／ 

貝 類 － － － － 21 23 

藻 類 － － － －  7.5 16 

ホンダワラ －  － － 46 40 

高 

浜 

魚 類 
ND～0.0 

(1/4) 

ND～0.1 

（1/4） 

0.0～0.1 

(4/4) 

0.1～0.3 

(4/4) 
／ ／ 

貝 類 － － － － 29 22 

藻 類 － － － － 11 20 

ホンダワラ － － 
ND ～0.1 

(3/8) 

ND ～0.1 

(2/8) 
35 35 

対 

照 

魚 類 － － 
0.1～0.2 

(4/4) 

0.1 

(3/3) 
／ ／ 

貝 類 － － － － 25 － 

藻 類 － － － － 16 26 

ホンダワラ － － － － ／ ／ 

※ アンチコインシデンスによる微量Cs-137機器分析の結果である。 

 



表－10（2） 海産食品および指標海産生物の核種分析結果（その２） 
                            単位：mBq/kg生 

地

区 
種 類 

Sr-90 Pu-239 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 

賀 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／  1.5 1.3 

ホンダワラ 59※ 22 14※ 
11 ～16 

（2/2） 

白 

木 

魚 類 － ／ － 
ND ～2.4 

（1/4） 

貝  類 ／ ／ 
15 ～19 

(3/3) 

8.0～35 

（3/3） 

藻 類 ／ ／ 
1.5～2.1 

(3/3) 

1.7～2.3 

（3/3） 

ホンダワラ 41※ 29  11※ 
3.1～25 

（4/4） 

美 

浜 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／   1.3 1.8 

ホンダワラ 57※ 17 
  14※ 

 （2/2) 

9.0～12 

（2/2） 

大 

飯 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／  1.0 1.7 

ホンダワラ 45※ 22 11※ 4.2 

高 

浜 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／  0.8 3.0 

ホンダワラ 52※ 38  7.7※ 10 

対 

照 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／ 1.3 2.6 

ホンダワラ 54※ 37  9.0※ 8.4 

※  平成25年度より、各月の試料を混ぜ合わせ集合（コンポジット）試料の分析を開始した。美浜地区のPu-239分析

は、２地点をそれぞれ分析した。 



 
表－11 陸上試料のトリチウム分析結果                        

単位：Bq/L 

地 区 
陸 水（水道水） 大 気 中 水 分 雨 水 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 賀 
0.6～0.7 

(4/4) 

0.6～0.8 

(4/4) 

1.9～6.4 

(12/12) 

1.9～5.3 

(12/12) 

1.3～2.8 

(4/4) 

1.9～2.6 

(4/4) 

白 木 
ND ～0.6 

(3/4) 

0.7～1.0 

(4/4) 

0.6～1.9 

(12/12) 

0.6～3.8 

(12/12) 

ND ～1.0 

(3/4) 

ND ～0.9 

(3/4) 

美 浜 
0.7～1.1 

(4/4) 

0.9～1.1 

(4/4) 

1.2～4.3 

(12/12) 

1.6～5.4 

(12/12) 

0.5～1.7 

(4/4) 

0.7～1.4 

(4/4) 

大 飯 
ND ～0.7 

(3/4) 

0.6～0.9 

(4/4) 

3.4～9.5 

  (13/13※1) 

2.8～7.4 

  (11/11※2) 

2.0～4.1 

 (5/5※1) 

1.4～4.3 

(4/4) 

高 浜 
 ND ～0.9 

(3/4) 

ND ～1.1 

(3/4) 

8.3～16  

(12/12) 

11 ～ 25 

(12/12) 

3.2～3.9 

(4/4) 

5.2～7.6 

(4/4) 

対 照 
ND ～0.5 

(2/4) 

ND ～0.6 

(1/4) 

ND ～1.0 

(8/12) 

ND ～0.7 

(5/12) 

ND ～0.9 

(3/4) 

ND ～0.6 

(3/4) 

※1  観測局立て替えに伴う採取地点変更により、例年の採取数よりも１試料多い。 

※2 5月分の試料を採取できなかったため、欠測とした。 

 
 
表－12 海水のトリチウム分析結果                       

単位：Bq/L 

採 取 場 所 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 賀 敦賀・ふげん発電所周辺 
ND ～1.1  

(4/6) 

ND ～1.0 

（1/6） 

白 木 もんじゅ発電所周辺 － 
ND ～0.8 

（1/4） 

美 浜 美浜発電所周辺 
ND ～0.6  

(1/6) 

ND ～0.5 

（1/6） 

大 飯 大飯発電所周辺 － 
0.7～1.2 

（4/4） 

高 浜 高浜発電所周辺 
ND ～0.7  

(4/6) 

ND ～1.9 

（4/6） 

対 照 福井市小丹生 － 
ND ～0.6 

（1/2） 

 
 

各表の記号等の読み方 

 －：検出が１例もない、 ／：調査対象外、 0.0：0.05未満、 ND：検出限界値未満 

 括弧書き：検出数/年間試料数（ただし試料数が１試料の場合は省略） 



(３)環境放射能水準調査業務（原子力規制庁からの業務委託） 

   本業務は全国放射能調査の一環として、原子力規制庁から委託を受けて実施しているものであ

る。平成25年度は、モニタリングポストによる空間放射線量率の連続測定を11地点にて実施、全

ベータ放射能測定（定時降水）を113件、ゲルマニウム半導体検出器による環境試料のガンマ線核

種分析を24件実施した。本年度の調査結果を、以下の表－13から表－15に示す。 

調査の結果、空間放射線量率および定時降水について、前年とほぼ同じレベルであり異常値は

認められなかった。また、ガンマ線核種分析について、土壌、陸水（淡水）、および淡水産生物か

ら過去の核実験フォールアウト影響によるセシウム-137が、従来と同じレベルで検出された。 

 
表－13 モニタリングポストによる空間放射線量率の年間平均値          単位：μGy/h 

調 査 地 点 
平 均 値 

平成25年度 平成24年度 

福 井 市 
原子力環境監視センター 0.046 0.045 

越廼ふるさと資料館 0.049 0.048 

大 野 市 大野市役所 0.053 0.051 

勝 山 市 勝山市役所 0.050 0.050 

鯖 江 市 鯖江市役所 0.054 0.055 

あわら市 あわら市役所 0.064 0.067 

越 前 市 越前市役所 0.058 0.060 

坂 井 市 三国総合支所 0.046 0.047 

永平寺町 永平寺町役場 0.044 0.042 

池 田 町 池田町役場 0.045 0.045 

越 前 町 越前町役場 0.045 0.046 

 

表－14 全ベータ放射能測定（定時降水）の月間結果                            単位：MBq/km2 

採取月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

全ベータ 

放射能濃度 
全ての期間において、検出限界値未満  （採取場所：福井市原目町） 

 

表－15 ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線核種分析結果 

調査項目 採取地点 試料数 単位 
Cs-137 

平成25年度 平成24年度 

大気浮遊じん ろ 紙 福井市 4 mBq/m3 － － 

降下物 蒸発乾固物 〃 12 MBq/km2 － － 

陸 水 
蛇口水 〃 1 mBq/L － － 

淡 水 猪ヶ池 1 〃 1.0 1.2 

土 壌 
0～5cm 

福井市 
1 Bq/kg乾土 3.9 4.3 

5～20cm 1 〃 2.5 1.9 

野 菜※ 
大 根 〃 1 Bq/kg生 － － 

ほうれん草 〃 1 〃 － － 

牛 乳 原 乳 勝山市 1 Bq/L － 0.02 

淡水産生物※ フ ナ 三方湖 1 Bq/kg生 0.09 0.11 

※ 野菜および魚は灰化した試料を測定した。 



１ 連続モニタリング業務（原子力環境監視センター） 
 
（１） 業務の概要 

原子力環境監視センターで行っている連続モニタリング業務の概要を表－１に示す。連続モニタリン

グ業務による空間線量率、および浮遊じん放射能の調査結果については、(2)の「連続モニタリング業

務における調査結果」に示した。 

調査研究業務の内容については本誌第Ⅲ章の「調査研究報告」を、監視結果の詳細は本誌第Ⅳ章の「添

付資料（平成２５年度データ集）」および「原子力発電所周辺の環境放射能調査平成２５年度年報（福

井県環境放射能測定技術会議）」を参照いただきたい。 
 
表－１  連続モニタリング業務概要 

業  務  名 業  務  内  容 

環境放射線監視

テレメータシステ

ムの運用 

空間線量率および浮遊じ

ん放射能の常時監視 

(1) 基準値超過警報等に対する即時対応 

(2) 日報点検 

(3) 平常値の範囲を超えたデータについての原因究明 

環境放射線監視テレメー

タシステムの夜間・祝休

日アラーム対応 

(1) 自動電話通報に対する対応および連絡措置 

(2) 原子力安全対策課や原子力事業者からの発電所内トラ

ブル等の通報に対する対応 

環境放射線監視テレメー

タシステム保守 

(1) ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ機器異常に対する対応 

(2) 中央監視局機器（コンピュータ､周辺機器、非常用電源､

空調機等) 、観測局測定器等の保守点検委託（主に通

常点検年２回、精密点検年１回） 

(3) モニタリングデータ表示装置、インターネット設備等保守

点検委託（通常点検：年１回、簡易点検：年１回、精密点

検：年１回） 

(4) 局舎巡回（機器点検、校正、記録紙回収、草刈等環境整

備作業）、機器故障対応 

データ確定、データ保存 (1) データの妥当性の検討、放射性医薬品(医療用ＲＩ)投与

患者影響や電気的ノイズ等の不良データの抽出 

(2) 不良データの修正(10分値、1時間値）、データ保存 

(3) 月報および年報の打ち出し、データ点検 

(4) データ修正委託業務の指導および監督 

その他の業務 調査、各種報告書の作成 (1) モニタリングカーによるモニタリングルートの線量率測定 

(2) 福井県環境放射能測定技術会議報告書(四半期(季)報、

年報、計画書）の作成 

(3) 福井県原子力環境監視センター所報の作成 

緊急時モニタリング体制

の整備 

(1) 緊急時環境放射線モニタリング実施要領および関連機

器マニュアル等の改訂作業 

(2) 原子力防災訓練の企画および実施 

(3) 緊急時モニタリング要員への教育・研修 

研究事業 (1) 浮遊じんの測定・評価に必要な研究 

(2) 大気中放射性ヨウ素測定に関する研究 

ＳＰＥＥＤＩ システム (1) 連続監視データの ＳＰＥＥＤＩ への提供 

(2) 平常時図形の確認 

知識の普及活動 (1) 「環境放射線だより（第37号～第40号）」刊行 

(2) 原子力環境情報インターネットシステム運用 

(3) モニタリングデータ表示装置の運用 

(4) 放射線監視情報中央表示装置の運用 

(5) 線量率表示装置(愛称：放射線見守り隊)による住民広報 

(6) (財)福井原子力センターの主催イベントへの参加・協力 

(7) 関係市町担当者説明会の開催 

(8) 研修生および来訪者対応 



表―１  連続モニタリング業務概要（続き） 

業  務  名 業  務  内  容 

その他の業務 各種備品の保守 (1) 緊急時備品の保守点検委託 

(2) 線量率表示装置(愛称：放射線見守り隊)の保守点検委託等 

予算関連業務 (1) 予算要求資料作成、交付申請資料作成 

(2) 原子力規制庁への放射線監視交付金申請ヒヤリング等 

予算執行、備品整備 (1) 放射線監視交付金事業（保守委託事業等）の執行 

(2) 放射線監視交付金事業（備品等整備事業等）の執行 

① テレメータシステム事業者収集計算機等更新事業 

② 中央監視局無停電電源装置更新事業 

③ 観測局建替事業(立石局、丹生局、宮留局、音海局) 

 
（２） 連続モニタリング業務における調査結果 

①空間線量率 

(a) 空間線量率について 
「環境放射線監視テレメータシステム（以下、テレメータシステムという。）」では、原子力発

電所周辺の44地点に観測局を設け、空間線量率（以下、線量率という。）を連続測定し、10分毎に

データ収集を行っている。本報告書で取り扱う線量率は、原則として10分毎の測定値から演算処理

した1時間値を基にしたものである。空間線量率連続測定地点、各観測局の測定項目および測定器

仕様などは、巻末の「付属資料」に示した。 

空間線量率については、原子力発電所からの影響を評価するため観測局ごとに線量率の月毎の平

均値（ＭＤ）と標準偏差（σＤ）を求め、「月間平均値＋月間標準偏差の3倍（いわゆる平常の変動

幅：ＭＤ＋3σＤ）」を超えたものについて原因の究明を行っている。月単位で評価する理由は、線

量率の変動原因となる降雨・降雪等の気象条件や観測局の周辺環境の変化が、季節によって異なる

からである。 

線量率が「ＭＤ＋3σＤ」の範囲を超えた場合には、降雨等の気象情報やＤＢＭ通過率（放射線検

出器に入射するγ線エネルギー情報の指標値であり、以下、本章では「通過率」という。）、隣接

局の状況などをもとに原因を判断している。 

線量率は気象条件によっても大きく変動し、降雨・降雪時には線量率が上昇する現象が頻繁に観

測される。これは、大気中に浮遊している天然放射性核種であるラドン娘核種の214Pbや214Biが降

雨・降雪により地表面に落下し、地表面の放射能濃度が一時的に上昇するためである。降雨・降雪

により上昇した線量率は、雨が降り止むと約30分の半減期(214Pbの半減期が26.8分、214Biは19.9分)

で減衰し、約2時間後に元の線量率レベルへ戻る。 

また、晴天で静穏な日の夜間から日中にかけては、空気中のラドン娘核種が地表付近に多く滞留

するため線量率が上昇し、日中は地表面が暖められて発生する上昇気流によりラドン娘核種が拡散

され線量率が低下する。 

夏などに晴天が継続し土中の水分が減少すると、水分による地中からの放射線を遮へいする効果

が弱まるため、線量率が徐々に上昇する。一方、冬季は、降雪時に線量率が上昇したのち、地面か

らの放射線が雪（水分）により遮られるため、線量率は低くなり、雪が解けるにしたがって徐々に

元の線量率レベルへ戻る現象も観測される。 

なお、県が設置する44観測局のうち26局は平成25年度より新規に運用を開始した局であり、1年

間の監視業務で見られたこれら観測局の線量率変動について、Ⅲ章「ＵＰＺ圏内増設観測局におけ

る放射線量率変動の傾向と特徴」にまとめている。 

 

(b) 評価結果 
今年度の測定結果を表－２に示す。また、第Ⅳ章「添付資料」表－１に線量率最大値観測時の気

象等の状況を、表－２～表－４に観測局ごとの詳細結果を示した。 

「ＭＤ＋3σＤ」の範囲を超えたデータ数は、降雨・降雪によるものが96～251個であった。降雨

以外の原因による「ＭＤ＋3σＤ」の範囲を超えたデータが敦賀・白木・美浜エリアの一部において

1～11個、大飯・高浜エリアの一部で1～2個観測されたが、これは静穏な気象の継続に伴うラドン

娘核種濃度の上昇によるものであった。 

従って、県内の原子力発電所からの放射性物質に起因する有意な線量率上昇は、いずれの観測局

においても観測されなかった。 



表－２ 空間線量率測定結果                   （2013年4月～2014年3月）  

地 区 観測局 
年 間 
最大値 

 
nGy/h 

年 間 
最小値 

 
nGy/h 

年 間 
平均値 

 
nGy/h 

年 間 
標 準 
偏 差 
nGy/h 

「月間平均値＋月間標準偏
差の３倍」を超えた数 *１ 

昨年度
平   均 
線量率 
nGy/h 発電所

影 響 
*２ 

降雨時 その他 

敦賀 

立 石 ＊３ 94.9  55.8  69.7  2.9  0  96  0  69.7  
浦 底 120.9  66.1  75.0  4.2  0  210  0  74.6  
敦 賀 110.3  44.7  59.4  4.0  0  178  11  59.3  
東 郷 113.4  47.7  67.1  4.3  0  196  4  ／ ＊７  
粟 野 121.8  43.3  69.5  5.3  0  162  11  ／ ＊７  
大 良 99.8  40.5  54.5  3.7  0  216  0  ／ ＊７  
河 野 86.1  42.1  47.1  3.2  0  213  1  47.2  
板 取 101.2  26.4  46.5  6.4  0  228  0  ／ ＊７  

白木 白 木 128.2  67.2  80.4  4.5  0  224  0  80.4  
白木峠 127.9  65.9  80.0  4.5  0  212  0  80.8  

美浜 
丹 生 ＊4 100.0  57.7  60.8  3.5  0  120  0  60.6  
竹 波 119.8  61.8  72.2  4.5  0  224  0  72.3  
坂 尻 133.2  41.6  61.9  5.1  0  216  0  62.8  
久々子 107.5  34.5  51.6  4.8  0  226  0  ／ ＊７  

広域 
監視 

疋 田 121.4  55.6  76.6  5.0  0  130  9  ／ ＊７  
神 子 108.5  59.2  65.2  3.8  0  207  0  ／ ＊７  
宇津尾 94.8  27.4  49.8  6.5  0  159  8  ／ ＊７  
湯 尾 93.3  35.3  49.0  4.6  0  178  3  ／ ＊７  
南 条 93.9  54.7  62.0  2.5  0  187  0  ／ ＊７  
古 木 104.2  38.4  58.8  6.5  0  177  0  ／ ＊７  
白 山 106.9  44.4  59.4  4.8  0  197  0  ／ ＊７  
白 崎 109.0  36.9  53.3  5.7  0  197  0  ／ ＊７  
瓜 生 93.1  42.2  52.7  4.4  0  184  0  ／ ＊７  
今 立 105.6  44.0  52.8  4.0  0  214  0  ／ ＊７  
米 ノ 98.3  50.2  54.9  3.7  0  212  0  ／ ＊７  
織 田 102.0  40.4  52.5  4.9  0  207  0  ／ ＊７  
玉 川 97.7  44.8  49.3  3.7  0  217  0  ／ ＊７  

大飯 

宮 留 ＊5 88.8  33.1  37.2  3.8  0  216  0  37.2  
日角浜 79.5  27.1  31.5  3.7  0  227  0  43.2  
長 井 89.6  31.3  37.6  4.9  0  239  0  37.5  
佐分利 111.5  33.1  44.1  5.1  0  215  0  ／ ＊７  
小 浜 92.7  34.7  41.1  3.7  0  226  0  47.9  
阿納尻 85.2  25.6  32.2  4.0  0  245  0  32.2  
口名田 91.5  26.8  37.0  5.3  0  212  0  ／ ＊７  
遠 敷 77.1  39.8  43.9  2.7  0  187  2  ／ ＊７  

高浜 

音 海 ＊6 94.4  28.4  44.8  5.5  0  222  0  45.3  
小黒飯 83.4  37.1  41.0  3.9  0  233  0  40.8  
神野浦 83.4  27.1  30.7  4.3  0  251  0  30.7  
山 中 86.0  22.1  29.4  4.8  0  249  0  29.0  
三 松 87.2  26.3  30.8  4.7  0  241  0  ／ ＊７  

広域
監視 

三 重 114.4  30.6  49.2  6.1  0  153  1  ／ ＊７  
納田終 104.2  20.8  39.7  6.6  0  194  0  ／ ＊７  
鳥 羽 79.7  38.4  45.9  3.4  0  204  0  ／ ＊７  
熊 川 129.8  22.1  45.4  6.8  0  216  0  ／ ＊７  

＊１：集計結果は月毎の和である。 

＊２：降雨時には降雪時も含む。 

＊３：立石局は観測局建て替えに伴う欠測期間(10月21日10時～3月25日11時)を除く統計値である。 

＊４：丹生局は観測局建て替えに伴う欠測期間(10月21日14時～3月31日24時)を除く統計値である。 

＊５：宮留局は観測局建て替えに伴う欠測期間( 3月 5日10時～3月31日24時)を除く統計値である。 

＊６：音海局は観測局建て替えに伴う欠測期間( 2月 7日12時～3月10日12時)を除く統計値である。 

＊７：2013年4月1日運用開始のため、過去データなし。 

（＊１～７は、表－３、４の各表について同じ） 



② 通過率 

(a) 通過率について 
線量率を補足するデータとして、通過率を求め、線量率変動の原因究明に役立てている。観測局

ごとに１ヵ月間の平均値(ＭＲ)とその標準偏差(σＲ)を求め、「月間平均値±月間標準偏差の3倍（い

わゆる平常の変動幅：ＭＲ±3σＲ）」から外れたものについては、その原因を究明している。 

通過率は、下記に示した原因により変動することがこれまでに観測されている。 
１ 入射放射線のエネルギーが自然放射線の平均エネルギーより低い放射性希ガス（133Xe等）

が原子力発電所から放出された場合は、通過率低下が観測されている。なお、医療に用いら

れる放射性医薬品（例えば、99mTc、123Iなど）でも同様の変動が観測されるので、変動要因の

特定には注意を要する。 
２ 「静穏時の大気中ラドン娘核種による線量率上昇」の場合は、通過率のわずかな低下が観

測される。また、積雪時にも通過率の低下が観測される。 
３ 降雨・降雪時には、通過率の上昇が観測される（線量率も同様に上昇する）。 

 

(b) 評価結果 
表－３に、「月間平均値±月間標準偏差の3倍（ＭＲ±3σＲ）」を外れた個数と原因の年間集計

結果を示す。なお、観測局毎の月毎詳細結果を、第Ⅳ章「添付資料」表－５に示した。 
各観測局の測定結果で、［ＭＲ＋3σＲ］を上回ったものが局毎に15～244個、［ＭＲ－3σＲ］を

下回ったものが1～50個観測された。［ＭＲ＋3σＲ］を上回った原因は、小黒飯観測局において自

然変動によりわずかにオーバーしたものが1個、神子、南条、遠敷、鳥羽観測局で検出器の特性変

化によるもの（注１）が１～10個、神子、南条、遠敷、鳥羽観測局で検出器の温度変化影響による

もの（注２）が1～5個観測されたもの以外は全て降雨によるものであった。［ＭＲ－3σＲ］を下回

った原因については、河野、小黒飯、鳥羽観測局において静穏時のラドン娘核種影響によるものが

1～5個、疋田観測局で駐車車両の影響によるものが5個、神子観測で大雨時の水たまりによって地

面からの放射線が遮へいされたことによるものが2個、神子、南条、遠敷、鳥羽観測局で検出器の

特性変化によるもの（注１）が1～8個、神子、南条、遠敷、鳥羽観測局で検出器の温度変化影響に

よるもの（注２）が1～42個観測されたもの以外は全て積雪によるものであった。 

従って、原子力発電所に起因する通過率の低下はいずれの観測局でも観測されなかった。 
 

（注１） 低線量率計のＮａＩ結晶表面とガラス面の間に気泡が発生したことにより検出器の特性

が変化し、同型の検出器を使用しているキュービクル型モニタリングポスト全5局におい

て検出器の交換を実施した。この間、線量率に大きな影響は見られなかったが、通過率に

明らかな変動が見られた疋田、遠敷観測局の一部の期間については欠測処理を行った。 
 
（注２） キュービクル型モニタリングポストには空調設備を装備していないため、測定値は温度

変化の影響を受けやすい。平成25年度に温度対策を実施しており、詳細については本誌Ⅲ

章「キュービクル型モニタリングポストおよび水準調査用モニタリングポストの温度上昇

対策」に述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

表－３ ＤＢＭ通過率測定結果                    （2013年4月～2014年3月） 
 

地
区 観測局 

年間
最大
値 
 
％ 

年間
最小
値 
 
％ 

年間
平均
値 
 
％ 

年間
標準
偏差 

 
％ 

「月間平均値±標準偏差の3倍」を外れた数*1 昨年 
度平 
均通 
過率 

 
％ 

上回ったもの 下回ったもの 
*２ 
降 

雨 
時 

そ 
の 
他 

発電
所影
響 

降 
雨 
時 

積 
 
雪 

静穏 
時ラ 
ドン 
影響 

そ 
の 
他 

敦
賀 

立 石 *３ 7.40  6.84  6.97  0.08  91  0  0  0  0  0  0  6.99  
浦 底 8.02  6.82  7.09  0.11  210  0  0  0  0  0  0  7.09  
敦 賀 8.38  6.68  7.40  0.13  177  0  0  0  8  0  0  7.43  
東 郷 7.94  6.37  7.22  0.11  180  0  0  0  28  0  0  ／*７ 
粟 野 7.68  5.81  6.77  0.14  194  0  0  0  19  0  0  ／*７ 
大 良 7.94  6.56  7.36  0.11  173  0  0  0  45  0  0  ／*７ 
河 野 9.49  8.10  8.46  0.14  160  0  0  0  0  1  0  8.47  
板 取 8.23  5.85  6.82  0.24  210  0  0  0  0  0  0  ／*７ 

白
木 

白 木 7.70  6.42  6.81  0.11  224  0  0  0  0  0  0  6.80  
白木峠 7.86  6.51  6.91  0.11  224  0  0  0  0  0  0  6.90  

丹
生 

丹 生 *４ 8.27  7.17  7.34  0.11  140  0  0  0  0  0  0  7.34  
竹 波 7.87  6.56  6.82  0.14  225  0  0  0  0  0  0  6.83  
坂 尻 8.83  6.73  7.63  0.16  223  0  0  0  12  0  0  7.68  
久々子 8.14  6.17  7.14  0.16  237  0  0  0  6  0  0  ／*７ 

広
域
監
視 

疋 田 8.52  7.08  7.59  0.27  104  0  0  0  0  0  5  ／*７ 
神 子 9.48  8.55  8.98  0.14  25  8  0  2  1  0  5  ／*７ 
宇津尾 7.86  5.60  6.77  0.28  152  0  0  0  5  0  0  ／*７ 
湯 尾 8.10  6.24  7.02  0.16  190  0  0  0  17  0  0  ／*７ 
南 条 9.75  8.36  8.84  0.20  18  10  0  0  0  0  50  ／*７ 
古 木 7.97  6.04  7.03  0.27  174  0  0  0  9  0  0  ／*７ 
白 山 8.66  6.94  7.74  0.16  154  0  0  0  20  0  0  ／*７ 
白 崎 8.06  5.99  7.03  0.20  175  0  0  0  16  0  0  ／*７ 
瓜 生 8.34  6.74  7.37  0.14  184  0  0  0  19  0  0  ／*７ 
今 立 8.30  6.98  7.55  0.14  155  0  0  0  10  0  0  ／*７ 
米 ノ 8.94  7.86  8.10  0.11  191  0  0  0  0  0  0  ／*７ 
織 田 8.20  6.44  7.04  0.17  193  0  0  0  0  0  0  ／*７ 
玉 川 8.36  7.37  7.65  0.09  185  0  0  0  0  0  0  ／*７ 

大
飯 

宮 留 *５ 9.51  7.99  8.36  0.15  167  0  0  0  0  0  0  8.37  
日角浜 8.79  7.16  7.58  0.19  222  0  0  0  0  0  0  7.91  
長 井 8.55  6.61  7.07  0.21  244  0  0  0  0  0  0  7.07  
佐分利 8.32  6.34  6.96  0.17  240  0  0  0  0  0  0  ／*７ 
小 浜 9.47  7.95  8.48  0.16  191  0  0  0  0  0  0  8.93  
阿納尻 8.80  7.07  7.63  0.18  213  0  0  0  0  0  0  7.61  
口名田 8.23  6.04  6.89  0.22  227  0  0  0  0  0  0  ／*７ 
遠 敷 9.97  8.51  9.22  0.12  10  11  0  0  5  0  10  ／*７ 

高
浜 

音 海 *６ 8.72  6.84  7.79  0.22  200  0  0  0  0  0  0  7.81  
小黒飯 9.27  8.16  8.53  0.13  149  1  0  0  0  1  0  8.43  
神野浦 8.48  7.01  7.34  0.19  223  0  0  0  0  0  0  7.29  
山 中 8.96  6.94  7.62  0.20  206  0  0  0  1  0  0  7.60  
三 松 8.64  6.96  7.40  0.19  235  0  0  0  0  0  0  ／*７ 

広
域
監
視 

三 重 7.97  5.79  6.66  0.22  195  0  0  0  0  0  0  ／*７ 
納田終 8.40  5.73  7.02  0.30  211  0  0  0  0  0  0  ／*７ 
鳥 羽 9.91  8.56  9.25  0.27  13  2  0  0  0  5  15  ／*７ 
熊 川 8.09  5.57  6.94  0.31  196  0  0  0  15  0  0  ／*７ 

＊１～７は表－２と同じ 

 
 



 
 
③ 大気中浮遊じん放射能 

(a) 浮遊じん放射能について 
大気中浮遊じんのβ放射能濃度とα放射能濃度の連続測定は、11地点（浦底、立石、白木、白木

峠、丹生、竹波、日角浜、宮留、小黒飯、音海、神野浦の観測局）で実施している。ここで取り扱

った浮遊じんの放射能濃度は、すべて3時間値（ろ紙送りの周期）を基にしたものである。 

浮遊じん放射能濃度の測定は、空気中の塵
ちり

をろ紙に捕集しながら同時にろ紙からの放射線を計測

している。計測される放射能は、通常の場合にはほとんどが天然放射性核種のラドン娘核種である

と考えられ、この放射能濃度は約0.1～100(Bq/ｍ3)と非常に大きく変動する。このため、β放射能

やα放射能の濃度変動から、原子力発電所に由来する放射能を識別することは困難であるが、浮遊

じん放射能濃度がラドン娘核種のみの場合、β放射能とα放射能との放射能濃度比は、放射能濃度

の高低に関わらず、ほぼ一定（平成24年度の年間平均値：51～56％）であることがわかっている。 

原子力発電所に由来する放射能が加わる場合は、ほとんどがβ線放出核種であると想定されるこ

とから、β／α放射能濃度比が上昇すると考えられる。このため、β／α放射能濃度比を原子力発

電所に由来する放射能（いわゆる、人工放射性核種）を識別するための指標として使用しており、

濃度比の「平常の変動幅（月間平均値±月間標準偏差の3倍）」から外れた値について検討を行っ

た。 

 

(b) 評価結果 
今年度の測定結果を表－４に示す。 

各観測局におけるβ放射能濃度は、年間平均値が2.2～3.9(Bq/ｍ3)、最小値～最大値の範囲が0.

1～41.5(Bq/ｍ3)、α放射能濃度の年間平均値は4.8～7.9(Bq/ｍ3)、最小値～最大値の範囲は0.2～8

0.6(Bq/ｍ3)と過去3ヶ年の実績と同程度であり、いずれも天然放射能の変動レベルであった。 

各局で、β／α放射能濃度比が平常値の範囲を外れた個数は、平常値の範囲を上回ったものが5

～12個、下回ったものが1～3個であった。これらは、いずれも自然変動によりわずかに外れたもの、

または放射能濃度が1(Bq/ｍ3)未満の低濃度で統計的に計数誤差が大きくなったものであった。 

なお、浮遊じん放射能連続測定装置で使用したろ紙は、1ヶ月毎に月間試料として回収しゲルマ

ニウム半導体検出器によるγ線核種分析を行っており、この結果においても人工放射性核種は検出

されなかった。 

以上のことより、大気中浮遊じん放射能についても、原子力発電所に起因する影響は認められな

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

表－４ 浮遊じんのベータ（β）、アルファ（α）放射能の連続測定結果 （2013年4月～2014年3月） 

観 

測 

局 

β放射能濃度 (Bq/m３) α放射能濃度 (Bq/m３) β／α放射能濃度比 (％) 

最 
大 
値 

最 
小 
値 

平 
均 
値 

標 
準 
偏 
差 

最 
大 
値 

最 
小 
値 

平 
均 
値 

標 
準 
偏 
差 

最 
大 
値 

最 
小 
値 

平 
均 
値 

標 
準 
偏 
差 

+3
σ 
超 
過 

-3
σ 
未 
満 

  *３ 

立 石 

18.0  0.2  3.4  2.4  36.6  0.3  7.0  5.2  61  40  49  3  12  0  

18.3  0.1  3.0  2.0  35.5  0.3  5.8  3.9  68  41  52  3  8  0  

浦 底 
37.0  0.2  3.8  3.8  76.5  0.4  7.9  8.0  64  40  49  3  9  0  

30.6  0.1  3.5  3.1  56.2  0.2  6.7  6.0  67  41  53  4  5  2  

白 木 
41.5  0.2  3.6  3.5  80.6  0.4  7.5  7.3  62  41  48  3  11  0  

30.6  0.1  3.3  3.0  57.3  0.2  6.3  5.6  70  42  53  4  8  0  

白木峠 
11.8  0.2  2.5  1.5  26.0  0.3  5.2  3.1  62  40  49  3  11  1  

12.7  0.1  2.4  1.4  26.5  0.2  4.6  2.7  75  40  53  4  14  1  

  *４ 
丹 生 

18.3  0.2  3.4  2.8  33.7  0.3  6.5  5.3  65  43  53  3  8  0  

19.0  0.1  3.0  2.2  35.7  0.2  5.3  4.0  74  46  56  4  10  0  

竹 波 
36.1  0.2  3.9  3.6  68.4  0.3  7.7  7.2  65  42  51  3  5  0  

31.9  0.1  3.7  3.1  60.9  0.2  7.1  6.1  67  42  52  3  13  1  

  *５ 
宮 留 

14.8  0.1  2.9  2.3  32.3  0.3  6.0  4.9  62  40  49  3  7  0  

16.0  0.1  3.1  2.5  33.7  0.2  6.0  4.9  71  43  52  4  10  0  

日角浜 
20.0  0.2  3.3  2.7  43.5  0.4  7.1  5.9  61  40  47  3  11  0  

16.9  0.1  3.3  2.6  33.6  0.2  6.4  5.1  68  42  52  4  9  0  

  *６ 
音 海 

10.3  0.1  2.6  1.5  21.5  0.3  5.4  3.3  63  41  48  3  11  1  

10.4  0.1  2.5  1.4  20.7  0.2  4.9  2.9  67  40  51  3  7  0  

小黒飯 
8.1  0.1  2.2  1.3  19.3  0.2  4.8  2.8  61  38  47  3  7  3  

9.6  0.1  2.2  1.2  21.3  0.2  4.4  2.5  67  40  51  3  7  1  

神野浦 12.2  0.2  2.6  1.5  25.5  0.3  5.5  3.3  61  41  48  3  12  0  

 10.2  0.1  2.4  1.3  20.7  0.2  4.6  2.7  68  42  52  3  12  0  

上段：2012年度（報告対象年度）、下段：2009～2011年度（過去３年間の実績） 

＊１～７は表－２と同じ 

 



２ 放射能監視業務（福井分析管理室） 

 平成25年度に福井分析管理室において実施した原子力発電所周辺環境モニタリング結果、備品整

備事業、環境放射能水準調査業務について報告する。 

放射能監視業務の概要を表－１、調査件数を表－２、環境モニタリング調査の結果概要を表－３か

ら表－12、環境放射能水準調査の結果概要を表－13から表－15に示す。 

  

(１)原子力発電所周辺の環境モニタリング 

 ①積算空間放射線測定結果 

３ヶ月間の空間放射線量の調査を、熱蛍光線量計（TLD）を用い、52地点（嶺南42地点、嶺北

10地点）で行った。表－３に、年間積算線量（３ヵ月積算線量（92日換算値）の４四半期分の

合計）について、各地区の平均値、最大値、最小値を示す。 

今年度の測定値は、いずれの地点でも平常の変動範囲内であり、原子力発電所に起因する有意

な線量上昇は認められなかった。なお、地区および地点による積算線量の差は、土壌に含まれる

天然放射性核種の濃度が異なるためである。 

 ②核種分析および放射化学分析結果 

表－４～表－10に、陸土、指標植物、農畜産物、降下物、海水、海底土、海産食品および指

標海産生物について、各地区の人工放射性核種の検出状況を示す。 

陸土、指標植物、農畜産物、海水、海底土、海産食品および指標海産生物について、ゲルマニ

ウム半導体検出器によるガンマ線核種分析、放射化学分析によるストロンチウム-90分析、プル

トニウム分析、アンチコインシデンスによる微量セシウム-137機器分析を実施した結果、過去

の核実験フォールアウトによる影響が確認された。 

また、陸土、海産食品、および、毎月の降下物試料を混合した年間集合試料の一部試料におい

ては、東京電力㈱福島第一原子力発電所事故の影響と考えられるセシウム-134およびセシウム-

137が検出された。これらの結果は、環境安全評価上問題となるレベル※と比べはるかに低い濃

度であり、昨年度と比較して検出頻度および濃度とも減少傾向にある。 

その他の試料では、県内の原子力発電所および東京電力㈱福島第一原子力発電所に起因する核

種は検出されなかった。 

※ 環境安全評価上問題となるレベル：一般公衆の年線量限度（１ミリシーベルト／年）を十分

に下回っていることを安全評価上の判断基準としている。 

 ③トリチウム分析結果 

陸水、大気中水分および雨水におけるトリチウム（H-3）検出状況を表－11に、海水における

トリチウム検出状況を表－12に示す。 

このうち、大気中水分、雨水および海水について原子力発電所に起因するトリチウムが検出さ

れたが、これらは昨年度と同様に通常の放射性廃棄物管理放出に伴うものである。検出されたト

リチウムは、いずれも環境安全上問題となるレベルと比べはるかに低い濃度であった。 

    

 (２)備品整備事業 

平成25年度に実施した備品整備事業の主なものを下記に示す。 

①無停電電源装置更新 

②液体シンチレーション測定装置更新 

③基準線量計更新 

④サーベイメータ更新 

 



表－１ 平成25年度放射能監視業務概要（福井分析管理室）                          

 
業  務  名 業   務   内   容 

 １  放射線（能）監視 (1) 空間放射線の積算線量測定 （208件） 

(2) ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線核種分析 （475件） 

(3) トリチウム分析 （150件） 

(4) ストロンチウム-90放射化学分析 （26件） 

(5) プルトニウム放射化学分析（239（+240）Pu，238Pu） （48件） 

(6) アンチコインシデンスによる微量137Cs機器分析 （27件） 

 【対象地区】 

敦賀、白木（もんじゅ）、美浜、大飯、高浜の各原子力発電所

周辺および福井市（対照）周辺 

【対象試料】 

大気、浮遊じん、水道水、土壌、農畜産物、植物、雨水ちり(降

下物)、海水、海底土、海産食品、海産生物等  

 ２  福井県環境放射能測定 

技術会議 

(1) 福井県環境放射能測定技術会議報告書（四半期(季)報、年報、

報告書）の作成 

(2) 県および電力事業者（日本原子力発電㈱、関西電力㈱、(独)日

本原子力研究開発機構）による調査結果の確認、安全評価 

(3) 福井県原子力環境安全管理協議会報告書作成 

(4) 調査方法、測定方法および調査計画の調整・改善 

 ３  精度管理委託事業 

 （クロスチェック事業） 

(1) 日本分析センターとの同一試料相互分析による各種放射能測定

結果の信頼性および技術水準の確認 

（標準試料９､環境試料７､積算線量９：合計25試料） 

 (2) 積算線量計に対する標準照射法の技術支援 

 ４  環境放射能データベース 

の管理・運用 

 

(1) 福井県環境放射能監視結果のデータベースの管理、運用 

 ５  緊急時モニタリング 

体制の整備 

(1) 緊急時環境放射線モニタリング実施要領および関連機器マニュ

アル等の改訂 

(2) 福井県原子力総合防災訓練における環境放射線モニタリング部

門の企画および実施 

(3) 緊急時モニタリング要員への説明・研修会の開催 

 ６  知識の普及活動 (1) 「環境放射線だより（第37号～第40号）」刊行 

(2) 研修生および来訪者対応 

(3) 企画イベントへの参加・協力 

(4) 福井県原子力環境監視センター紹介パンフレット作成 

 ７  調査研究事業 

  

(1) 環境放射線（能）の評価に必要な調査 

(2) 測定技術・方法の改善に関する研究 

 ８  その他の業務 

  

(1) 監視測定機器の保守整備（更新、校正、点検等） 

(2) 福井県原子力環境監視センター所報の作成 



表－２ 平成25年度地区別調査件数                                           

測 定 対 象 測定項目 敦賀 白木 美浜 大飯 高浜 対照 合計 

空間 
線量 

 積算線量 TLD 
44 16 24 

44 40 28   208 
敦賀美浜広域：12 

放 
 
 
 

射 
 
 
 

能 
 
 
 

測 
 
 
 

定 

 大気中ヨウ素 γ線 12 12 12  13※3 12     61 

 浮遊じん 
※３ヶ月集合試料を含む 

γ線 15 16 15  17※3 21 12    96 

 大気中水分 H-3 12 12 12  13※3 12 12    73 

 陸 水 γ線 4 4 4 4 4 4    24 
H-3 4 4 4 4 4 4    24 

 陸 土 γ線 2 2 2 2 2 3    13 
Pu  2    1    3 

 指標植物 
（ヨモギ） 
※ Sr,Puは年間集合試料 

γ線 7 7 7 7 7 7    42 
Sr 1 1 1 1 1 1     6 
Pu 1 1 1 1 1 1     6 

（松 葉） γ線      1    1 
 農 産 物 

（大根葉） 
γ線 1 1 1 1 1 1     6 
Pu  1         1 

 原 乳 γ線   3   3     6 
Sr   1   1     2 

 降 下 物 

※ H-3は月間降下物の 
３ヶ月集合試料、 
Sr,Puは年間集合試料 

γ線 12 12 12 12 12 12    72 
H-3 4 4 4  5※3 4 4    25 
Sr 1 1 1 1 1 1    6 
Pu 1 1 1 1 1 1    6 

 海 水 γ線 4 2 4 2 4 2    18 
H-3 6 4 6 4 6 2    28 

 海 底 土 γ線 7 7 9 4 9     36 
Pu 2 5 1 1 1     10 

アンチ 2 1 3 1 2      9 
 海産食品 

（魚 類） 
γ線 8 4 5 4 4 4    29 
Sr 1 1 1 1 1 1     6 
Pu  4         4 

（貝 類） 
 

γ線 3 3 3 3 3 1    16 
Pu  3        3 

アンチ 1 1 1 1 1 1     6 
（藻 類） γ線 3 3 3 3 3 2    17 

Pu 1 3 1 1 1 1     8 
アンチ 1 1 1 1 1 1     6 

 指標海産生物 
 （ホンダワラ） 

※ Sr,Puは年間集合試料 

γ線 10 4 8 4 8 4    38 
Sr 1 1 1 1 1 1    6 
Pu 1 1 2 1 1 1     7 

アンチ 2 1 1 1 1      6 

合 
 
 

計 

測定項目別計 

 

 

γ線 88 77 88 76 90 56   475 

H-3 26 24 26 26 26 22   150 

Sr 4 4 5 4 4 5    26 

Pu 6   21 6 5 5    5    48 

アンチ    6    4 6    4 5 2    27 

合  計※1 130 130 131 115 130 90   726 

総合計※2  174 146 155  159 170  118   934 

【測定項目】 TLD：積算線量、γ線：γ線核種分析、H-3：トリチウム分析、Sr：ストロンチウム90放射化学分析、 
Pu：プルトニウム239放射化学分析、アンチ：Ge-NaI(Tl)検出器を用いたアンチコインシデンスによるCs-137機器分析 

注 ：調査研究事業に関わる調査件数については、上の表から除く 
※1 環境試料中の放射能調査件数、 ※2 空間（積算）線量調査件数＋放射能調査件数 
※3 宮留観測局建て替えのための定期調査件数の増加 



 
表－３ TLDによる年間積算線量 

                            単位：mGy/年 

調 査 地 点 
地点数 

平成25年度 平成24年度 

エ リ ア 調 査 地 区 平均値 最大値 最小値 平均値 最大値 最小値 

敦賀・白木・美浜 

エリア 

敦 賀 地 区 11 0.77 1.00 0.61 0.80 1.06 0.65 

白 木 地 区  4 0.90 0.98 0.85 0.93 1.01 0.88 

美 浜 地 区  6 0.75 0.86 0.66 0.77 0.88 0.70 

広域監視地区  3 0.66 0.80 0.57 0.67 0.83 0.59 

大飯・高浜 

エリア 

大 飯 地 区 11 0.53 0.64 0.45 0.55 0.68 0.45 

高 浜 地 区 10 0.47 0.58 0.37 0.47 0.59 0.37 

比較対照エリア 対 照 地 区  7 0.59 0.69 0.51 0.59 0.72 0.50 

 
 
表－４ 陸土の核種分析結果  

       単位：Cs-134,137はBq/kg乾土、Pu-239はmBq/kg乾土 

採 取 地 点 
Cs-134 Cs-137 Pu-239 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 
 浦底 

（明神寮） 
－ － 

8.6～9.0 

(2/2) 

8.6 

（2/2） 
／ ／ 

白木 
 松ケ崎 

（機構 MS） 
－ － 

1.6～2.5 

(2/2) 

1.3～1.8

（2/2） 

60 ～99 

(2/2) 

55 ～61 

(2/2) 

美浜 
 丹生 

（関電丹生寮） 
－ － 

3.0～5.2 

(2/2) 

3.2～3.3 

（2/2） 
／ ／ 

大飯 
 日角浜 

（島山神社） 

0.4～0.8 

(2/2) 
－ 

51 ～67 

(2/2) 

62 ～65 

（2/2） 
／ ／ 

高浜 
 小黒飯 

（旧道脇） 

0.3～0.5 

(2/2) 

ND～0.6 

（1/2） 

5.1～6.1 

(2/2) 

4.3～7.7 

（2/2） 
／ ／ 

対照 

 福井市原目町 
 ND～0.5 

(1/2) 

0.3～0.5 

（2/2） 

4.0～4.4 

(2/2) 

3.3～4.7 

（2/2） 
／ ／ 

 勝山市池ヶ原 0.4 0.9 18 13 660 450 

 
 

各表の記号等の読み方 

 －：検出が１例もない、 ／：調査対象外、 0.0：0.05未満、 ND：検出限界値未満 

 括弧書き：検出数/年間試料数（ただし試料数が１試料の場合は省略） 



表－５ 指標植物の核種分析結果           

 単位：Cs-137は Bq/kg生、Sr-90,Pu-239はmBq/kg生 

地区 試料名 
Cs-137 Sr-90※ Pu-239※ 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 ヨ モ ギ 
ND ～0.2 

(3/7) 

ND ～0.3 

（3/7） 
310 140 － － 

白木 ヨ モ ギ 
ND ～0.3 

(3/7) 

ND ～0.2 

（1/7） 
240 100 0.9 

ND ～0.8 

（2/7） 

美浜 ヨ モ ギ 
ND ～0.5 

(5/7) 

ND ～0.5 

（6/7） 
280 160 － － 

大飯 ヨ モ ギ 
ND ～0.1 

(3/7) 

ND ～0.2 

（1/7） 
180 220 － － 

高浜 ヨ モ ギ 
ND ～0.1 

(1/7) 

ND ～0.1 

（1/7） 
480 570 － － 

対照 

ヨ モ ギ 
ND ～0.1 

(1/7) 

ND ～0.2 

（3/7） 
330 220 － － 

松 葉 － 0.3 ／ ／ ／ ／ 

※ ヨモギ試料について、平成24年度は各地区１試料（白木地区Pu-239分析を除く）を分析した。また、平成25年度

より、各月の試料を混ぜ合わせ集合（コンポジット）試料とし、分析を開始した。 

 
 
表－６ 農畜産物の核種分析結果           

 単位：Cs-137（Bq/kg生、原乳はBq/L） 
Sr-90,Pu-239（mBq/kg生、原乳はmBq/L） 

地区 試料名 
Cs-137 Sr-90 Pu-239 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 大 根 葉 － 0.0 ／ ／ ／ ／ 

白木 大 根 葉 0.0 － ／ ／ 1.5 0.3 

美浜 
大 根 葉 0.0 － ／ ／ ／ ／ 

原 乳 － － 6.9※ ／ ／ ／ 

大飯 大 根 葉 － － ／ ／ ／ ／ 

高浜 大 根 葉 － 0.0 ／ ／ ／ ／ 

対照 
大 根 葉 － － ／ ／ ／ ／ 

原 乳 － － 22※ ／ ／ ／ 

※ 平成25年度より、各地区１試料の分析を開始した。 

 
 



表－７ 降下物（年間集合試料※1）の核種分析結果 

単位：mBq/m2・年 

採 取 地 点 
Na-22 Cs-134 Cs-137 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 浦 底 260 420 － － 130 270 

白木 白 木 270 340 － － 170 240 

美浜 竹 波 420 400 － － 140 230 

大飯    宮       留※2 260 450 － 240 330 540 

高浜 小 黒 飯 300 410 120 320 350 690 

対照 福 井 市 370 450  60 190 210 540 

 

※1 各地点での月間降下物試料の12ヶ月分を混ぜ合わせ、１年間の集合試料として測定した。なお、月間降下物にお

けるNa-22,Cs-134,137分析結果は、全て不検出であった。 

※2 観測局の建て替えのため、平成25年4月10日から平成26年3月17日までは旧観測局（宮留バス停）にて採取、平成

26年3月17日から4月7日までは新観測局（袖ケ浜海水浴場）にて採取した試料を、全て集合し測定した。 

 
 
表－８  海水の核種分析結果       

単位：mBq/L 

採 取 地 点 
Cs-137 

平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 敦賀・ふげん発電所周辺 
1.3 ～ 1.6 

(4/4) 

 ND ～ 1.5 

(3/4) 

白木 もんじゅ発電所周辺 
1.5 ～ 1.8 

(2/2) 

1.5 ～ 1.9 

(2/2) 

美浜 美浜発電所周辺 
1.6 ～ 1.9 

(4/4) 

 ND ～ 2.2 

(3/4) 

大飯 大飯発電所周辺 
1.5 ～ 1.6 

(2/2) 

1.8 ～ 2.3 

(2/2) 

高浜 高浜発電所周辺 
1.4 ～ 2.0 

(4/4) 

 ND ～ 1.7 

(3/4) 

対照 福井市小丹生町 
1.7 

(2/2) 

1.5 ～ 1.9 

(2/2) 

 

採 取 地 点 
Sr-90 Pu-239 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦賀 浦 底  50 160 1.8 3.8 

白木 白 木 480 960 2.9 5.8 

美浜 竹 波 150 160 2.8 3.5 

大飯   宮       留※2  60 120 4.8 7.1 

高浜 小 黒 飯 180 260 3.7 6.6 

対照 福 井 市  60 130 3.4 5.7 

各表の記号等の読み方 

 －：検出が１例もない、 ／：調査対象外、 0.0：0.05未満、 ND：検出限界値未満 

 括弧書き：検出数/年間試料数（ただし試料数が１試料の場合は省略） 



 
表－９  海底土の核種分析結果 

                単位：Cs-137はBq/kg乾土、Pu-239,アンチはmBq/kg乾土 

採 取 地 点 

Cs-137 

（通常） 
Pu-239 

Cs-137※ 

（アンチ） 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 

賀 

敦賀発電所１号放水口 － － ／ ／ ／ ／ 

明神崎Ｆ（海岸砂） － － ／ ／ ／ ／ 

浦底湾口 3.3 3.2 1700 1800 ／ ／ 

立石 － － ／ ／ ／ ／ 

敦賀発電所 2 号放水口 － － 140 100 － － 

ふげん発電所放水口 － － ／ ／ － － 

白 

木 

もんじゅ発電所放水口 － － 
54～67 

（2/2） 

57～86 

（2/2） 
－ － 

もんじゅ発電所放水口沖 － － 150 98 ／ ／ 

もんじゅ発電所放水口東 － － 94 110 ／ ／ 

もんじゅ発電所取水口 － － ／ ／ ／ ／ 

門ケ崎 － － 27 35 ／ ／ 

美 

浜 

美浜発電所 1･2 号放水口 － 
ND ～0.3 

（1/2） 
／ ／ 310 260 

美浜発電所 1･2 号放水口沖 － － ／ ／ － 180 

美浜発電所３号放水口沖 － － ／ ／ － － 

丹生湾中央 
6.1～7.1 

（2/2） 

5.7～6.0 

（2/2） 
1600 1800 ／ ／ 

避難港 12 9.6 ／ ／ ／ ／ 

丹生湾奥 1.3 2.6 ／ ／ ／ ／ 

美浜発電所取水口 1.0 2.2 ／ ／ ／ ／ 

大 

飯 

大飯発電所放水口 
ND～0.2 

（1/2） 
－ ／ ／ 180 94 

冠者島横 0.5 0.7 ／ ／ ／ ／ 

西村入江 3.3 3.6 1500 1400 ／ ／ 

高 

浜 

高浜発電所 1･2 号放水口 
0.8 

（2/2） 

0.6～0.7 

（2/2） 
／ ／ 750 680 

高浜発電所 3･4 号放水口 
0.8 

（2/2） 

0.7～0.9 

（2/2） 
／ ／ 800 790 

高浜発電所放水口沖 1.7 1.8 1000 1100 ／ ／ 

旧・内浦港口ブイ 1.6 2.1 ／ ／ ／ ／ 

神野浦 0.8 0.7 ／ ／ ／ ／ 

白井入江 0.9 0.9 ／ ／ ／ ／ 

音海 1.9 1.3 ／ ／ ／ ／ 

※ アンチコインシデンスによる微量Cs-137機器分析の結果である。 

 
 
各表の記号等の読み方 

 －：検出が１例もない、 ／：調査対象外、 0.0：0.05未満、 ND：検出限界値未満 

 括弧書き：検出数/年間試料数（ただし試料数が１試料の場合は省略） 



 
表－10（1） 海産食品および指標海産生物の核種分析結果（その１） 

                            単位：Cs-134,137はBq/kg生、アンチはmBq/kg生 

地

区 
種 類 

Cs-134 
Cs-137 

（通常） 

Cs-137※ 

（アンチ） 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 

賀 

魚 類 
ND～0.2 

(4/8) 

ND～0.3 

（4/8） 

ND ～0.5 

(6/8) 

ND ～0.5 

(7/8) 
／ ／ 

貝 類 － － － － 24 18 

藻 類 － － － －  9.6 12 

ホンダワラ － － 
ND ～0.1 

(1/10) 
－ 

36 ～57 

(2/2) 

32 ～67 

（2/2） 

白 

木 

魚 類 － － 
0.0～0.3 

(4/4) 

0.1 

（4/4） 
／ ／ 

貝  類 － － 
ND ～0.0 

(1/3) 
－ 22 20 

藻 類 － － － － 21 17 

ホンダワラ － － 
ND ～0.1 

(1/4) 

ND ～0.1 

（1/4） 
46 32 

美 

浜 

魚 類 － － 
ND ～0.1 

(4/5) 

0.0～0.1 

（5/5） 
／ ／ 

貝 類 － － 
ND ～0.0 

(1/3) 

ND ～0.0 

（1/3） 
18 27 

藻 類 － － － － 24 16 

ホンダワラ － － 
ND ～0.1 

(3/8) 

ND ～0.1 

（2/8） 
110 39 

大 
飯 

魚 類 － － 
0.1 

(4/4) 

0.1～0.2 

（4/4） 
／ ／ 

貝 類 － － － － 21 23 

藻 類 － － － －  7.5 16 

ホンダワラ －  － － 46 40 

高 

浜 

魚 類 
ND～0.0 

(1/4) 

ND～0.1 

（1/4） 

0.0～0.1 

(4/4) 

0.1～0.3 

(4/4) 
／ ／ 

貝 類 － － － － 29 22 

藻 類 － － － － 11 20 

ホンダワラ － － 
ND ～0.1 

(3/8) 

ND ～0.1 

(2/8) 
35 35 

対 

照 

魚 類 － － 
0.1～0.2 

(4/4) 

0.1 

(3/3) 
／ ／ 

貝 類 － － － － 25 － 

藻 類 － － － － 16 26 

ホンダワラ － － － － ／ ／ 

※ アンチコインシデンスによる微量Cs-137機器分析の結果である。 

 



表－10（2） 海産食品および指標海産生物の核種分析結果（その２） 
                            単位：mBq/kg生 

地

区 
種 類 

Sr-90 Pu-239 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 

賀 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／  1.5 1.3 

ホンダワラ 59※ 22 14※ 
11 ～16 

（2/2） 

白 

木 

魚 類 － ／ － 
ND ～2.4 

（1/4） 

貝  類 ／ ／ 
15 ～19 

(3/3) 

8.0～35 

（3/3） 

藻 類 ／ ／ 
1.5～2.1 

(3/3) 

1.7～2.3 

（3/3） 

ホンダワラ 41※ 29  11※ 
3.1～25 

（4/4） 

美 

浜 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／   1.3 1.8 

ホンダワラ 57※ 17 
  14※ 

 （2/2) 

9.0～12 

（2/2） 

大 

飯 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／  1.0 1.7 

ホンダワラ 45※ 22 11※ 4.2 

高 

浜 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／  0.8 3.0 

ホンダワラ 52※ 38  7.7※ 10 

対 

照 

魚 類 － ／ ／ ／ 

貝 類 ／ ／ ／ ／ 

藻 類 ／ ／ 1.3 2.6 

ホンダワラ 54※ 37  9.0※ 8.4 

※  平成25年度より、各月の試料を混ぜ合わせ集合（コンポジット）試料の分析を開始した。美浜地区のPu-239分析

は、２地点をそれぞれ分析した。 



 
表－11 陸上試料のトリチウム分析結果                        

単位：Bq/L 

地 区 
陸 水（水道水） 大 気 中 水 分 雨 水 

平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 賀 
0.6～0.7 

(4/4) 

0.6～0.8 

(4/4) 

1.9～6.4 

(12/12) 

1.9～5.3 

(12/12) 

1.3～2.8 

(4/4) 

1.9～2.6 

(4/4) 

白 木 
ND ～0.6 

(3/4) 

0.7～1.0 

(4/4) 

0.6～1.9 

(12/12) 

0.6～3.8 

(12/12) 

ND ～1.0 

(3/4) 

ND ～0.9 

(3/4) 

美 浜 
0.7～1.1 

(4/4) 

0.9～1.1 

(4/4) 

1.2～4.3 

(12/12) 

1.6～5.4 

(12/12) 

0.5～1.7 

(4/4) 

0.7～1.4 

(4/4) 

大 飯 
ND ～0.7 

(3/4) 

0.6～0.9 

(4/4) 

3.4～9.5 

  (13/13※1) 

2.8～7.4 

  (11/11※2) 

2.0～4.1 

 (5/5※1) 

1.4～4.3 

(4/4) 

高 浜 
 ND ～0.9 

(3/4) 

ND ～1.1 

(3/4) 

8.3～16  

(12/12) 

11 ～ 25 

(12/12) 

3.2～3.9 

(4/4) 

5.2～7.6 

(4/4) 

対 照 
ND ～0.5 

(2/4) 

ND ～0.6 

(1/4) 

ND ～1.0 

(8/12) 

ND ～0.7 

(5/12) 

ND ～0.9 

(3/4) 

ND ～0.6 

(3/4) 

※1  観測局立て替えに伴う採取地点変更により、例年の採取数よりも１試料多い。 

※2 5月分の試料を採取できなかったため、欠測とした。 

 
 
表－12 海水のトリチウム分析結果                       

単位：Bq/L 

採 取 場 所 平成 25 年度 平成 24 年度 

敦 賀 敦賀・ふげん発電所周辺 
ND ～1.1  

(4/6) 

ND ～1.0 

（1/6） 

白 木 もんじゅ発電所周辺 － 
ND ～0.8 

（1/4） 

美 浜 美浜発電所周辺 
ND ～0.6  

(1/6) 

ND ～0.5 

（1/6） 

大 飯 大飯発電所周辺 － 
0.7～1.2 

（4/4） 

高 浜 高浜発電所周辺 
ND ～0.7  

(4/6) 

ND ～1.9 

（4/6） 

対 照 福井市小丹生 － 
ND ～0.6 

（1/2） 

 
 

各表の記号等の読み方 

 －：検出が１例もない、 ／：調査対象外、 0.0：0.05未満、 ND：検出限界値未満 

 括弧書き：検出数/年間試料数（ただし試料数が１試料の場合は省略） 



(３)環境放射能水準調査業務（原子力規制庁からの業務委託） 

   本業務は全国放射能調査の一環として、原子力規制庁から委託を受けて実施しているものであ

る。平成25年度は、モニタリングポストによる空間放射線量率の連続測定を11地点にて実施、全

ベータ放射能測定（定時降水）を113件、ゲルマニウム半導体検出器による環境試料のガンマ線核

種分析を24件実施した。本年度の調査結果を、以下の表－13から表－15に示す。 

調査の結果、空間放射線量率および定時降水について、前年とほぼ同じレベルであり異常値は

認められなかった。また、ガンマ線核種分析について、土壌、陸水（淡水）、および淡水産生物か

ら過去の核実験フォールアウト影響によるセシウム-137が、従来と同じレベルで検出された。 

 
表－13 モニタリングポストによる空間放射線量率の年間平均値          単位：μGy/h 

調 査 地 点 
平 均 値 

平成25年度 平成24年度 

福 井 市 
原子力環境監視センター 0.046 0.045 

越廼ふるさと資料館 0.049 0.048 

大 野 市 大野市役所 0.053 0.051 

勝 山 市 勝山市役所 0.050 0.050 

鯖 江 市 鯖江市役所 0.054 0.055 

あわら市 あわら市役所 0.064 0.067 

越 前 市 越前市役所 0.058 0.060 

坂 井 市 三国総合支所 0.046 0.047 

永平寺町 永平寺町役場 0.044 0.042 

池 田 町 池田町役場 0.045 0.045 

越 前 町 越前町役場 0.045 0.046 

 

表－14 全ベータ放射能測定（定時降水）の月間結果                            単位：MBq/km2 

採取月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

全ベータ 

放射能濃度 
全ての期間において、検出限界値未満  （採取場所：福井市原目町） 

 

表－15 ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線核種分析結果 

調査項目 採取地点 試料数 単位 
Cs-137 

平成25年度 平成24年度 

大気浮遊じん ろ 紙 福井市 4 mBq/m3 － － 

降下物 蒸発乾固物 〃 12 MBq/km2 － － 

陸 水 
蛇口水 〃 1 mBq/L － － 

淡 水 猪ヶ池 1 〃 1.0 1.2 

土 壌 
0～5cm 

福井市 
1 Bq/kg乾土 3.9 4.3 

5～20cm 1 〃 2.5 1.9 

野 菜※ 
大 根 〃 1 Bq/kg生 － － 

ほうれん草 〃 1 〃 － － 

牛 乳 原 乳 勝山市 1 Bq/L － 0.02 

淡水産生物※ フ ナ 三方湖 1 Bq/kg生 0.09 0.11 

※ 野菜および魚は灰化した試料を測定した。 



３ 平成２５年度福井県原子力防災訓練（緊急時モニタリング訓練） 

 

平成 25 年度は、関西電力(株)美浜原子力発電所 3 号機を対象として平成 25 年 6 月 16

日に総合訓練、平成 26 年１月 22 日に図上訓練を実施した。 

 

＜総合訓練＞ 

（１）訓練概要 

緊急時における通信連絡体制と住民避難体制の確立、緊急時医療活動等の災害

対策の習熟、防災関係機関相互の協力体制の強化、住民の原子力防災に対する理

解の促進を図ることを目的に、国、県、関係市町、防災関係機関など 120 機関お

よび地域住民が参加し、6 月 16 日、7 時 30 分から 13 時まで、約 1,500 名が一体

となって実施した。 

 訓練では、国が平成 24 年 10 月に策定した「原子力災害対策指針」に定める緊

急事態区分に応じた対応体制構築訓練を行うとともに、県が平成 25 年 3 月に策定

した「原子力発電所近傍 5km 圏の避難計画」に基づく 5km 圏住民の避難訓練（約

1,000 名が参加）を行った。 

  

 （２）事故想定の概要 

     福島第一原子力発電所事故を踏まえ、様々なシビアアクシデント対策が施され

ているが、訓練では多数の機器に故障が連続して発生することを仮定した事故シ

ナリオとした。 

     ①定格熱出力一定運転中の美浜発電所 3 号機が、若狭湾沖の地震により原子炉

が自動停止するとともに外部電源を喪失し、直ちに非常用ディーゼル発電機

が起動するも 1 台が故障停止、もう 1 台も不調傾向を示す <警戒事態> 

     ②残る非常用ディーゼル発電機も故障停止し、空冷式非常用発電装置も起動失

敗により全交流電源を喪失 <施設敷地緊急事態（原災法第 10 条事象> 

     ③タービン動補助給水ポンプにより蒸気発生器へ給水して原子炉冷却を継続し

ていたが同ポンプも故障停止し、中圧ポンプも起動失敗により蒸気発生器へ

の給水機能が喪失 <全面緊急事態（原災法第 15 条事象）> 

     ④非常用ディーゼル発電機が復旧し、電動補助給水ポンプによる蒸気発生器へ

の給水を再開し、冷却機能を回復 

 

 （３）緊急時モニタリング体制および訓練概要 

 Ａ 緊急時モニタリング体制 

    福井県緊急時モニタリング実施要領に基づき、美浜および敦賀原子力防災

センターに緊急時モニタリングセンターを設置し、県および県内事業者約 80

名の体制で訓練を実施した。 

    本部施設：美浜原子力防災センター 

     ・企画評価班（緊急時モニタリング全体の指揮および各班の調整） 

          ・情報管理班（モニタリング計画、結果等の関係機関への伝達） 

     ・本部総務班（本部施設の運営支援） 

     



待機施設：敦賀原子力防災センター 

     ・モニタリング班 

（指示書作成、可搬型モニタリングポストの設置、試料採取・測定） 

     ・放射線管理班（要員の被ばく・汚染管理） 

     ・待機施設統括班（待機施設の運営支援） 

 

 Ｂ 緊急時モニタリング訓練概要 

美浜発電所から 30km 圏をモニタリング訓練対象範囲とし、環境試料の採取

や空間放射線量率測定等の実務訓練を行った。また、訓練に参加する県職員

に対する事前の説明会を 6 月 10 日（嶺北地域機関対象）および 11 日（嶺南

地域機関対象）に実施した。 

【主な訓練項目】 

     ・緊急時モニタリングセンターの設置・運営訓練 

・モニタリングカー（6 台）による移動測定訓練 

     ・固定観測局のバックアップおよび固定観測局の補完としての可搬型モ

ニタリングポスト（18 台）設置・測定訓練 

     ・環境試料の採取および測定訓練 

     ・船舶およびヘリコプターによる海上・空中モニタリング訓練 

     ・モニタリング要員の被ばく管理および資機材等の汚染管理訓練 

     ・県災害対策本部等関係箇所への情報伝達訓練 

     ・原子力環境監視センターのホームページを活用した、モニタリング結

果の広報訓練 

 

 Ｃ 参加機関（順不同） 

    原子力規制庁地方放射線モニタリング対策官事務所、海上保安庁第八管区

海上保安本部敦賀海上保安部、陸上自衛隊第 10 飛行隊、海上自衛隊舞鶴地方

総監部、(財)原子力安全技術センター、気象庁福井地方気象台、関西電力(株)、

日本原子力発電(株)、(独)日本原子力研究開発機構、福井県 

 

（４）今後の課題 

訓練は、原子力災害対策指針に定められた緊急事態区分（ＥＡＬ）や防護措置

の判断基準である運用上の介入レベル（ＯＩＬ）に応じた緊急時対応訓練を実施

した。しかし、モニタリング体制については、福島第一原子力発電所事故以前に

定めた福井県緊急時モニタリング実施要領に基づく体制のままであったことから、

モニタリング対象範囲が 30km に拡大されたこと、今後の緊急時モニタリングは国

が統括して実施する方針が示されていることを踏まえ、それらに対応する新たな

体制を早期に整備し、実効性の検証を行っていく必要がある。 

 

 

  



＜図上訓練＞ 

 （１）訓練概要 

発災発電所からの放射性物質の放出により、発電所から 30km 圏内（ＵＰＺ）に

おいて運用上の介入レベル（ＯＩＬ１：500μSv/h）が観測されたことを想定し、

30km 圏住民の避難実施に係る国、県、関係市町、自衛隊などの関係機関の協力体

制をシナリオ非提示型（ブラインド）図上訓練で確認することを目的に、50 機関

約 120 名が参加した。 

訓練参加者は、（独）原子力安全基盤機構が主催する原子力防災の法体系や対応

体制、機能班の役割など、原子力防災に関する基礎知識や技能、緊急時活動の流

れについて、2 日間（1 月 20 日、21 日）の災害対策要員研修を受講した後、22 日

にプレイヤーとして機能班活動や合同会議などの図上訓練演習を行った。 

     緊急時モニタリングセンターは、コントローラとして放射線班へ放射線測定結

果の提供やプレイヤーからの放射線情報に関する問い合わせに対応する訓練を行

った。 

 

 （２）今後の課題 

     今後、緊急時モニタリングは、オフサイトセンター内に設置する緊急時モニタ

リングセンターおよび国に設置される原子力規制庁緊急時対応センターが中心と

なって実施していくことになり、オフサイトセンター放射線班の役割・位置付け

が曖昧な状況である。放射線班の緊急時モニタリングセンターとの統合も含めた

体制の見直しが必要ではないかと思われる。 
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Ⅰ 諸言 

原子力災害発生時に放出、拡散された放射性物質の地表への沈着状況など環境中の汚染の程度を把

握するためには、ゲルマニウム半導体検出器（以下、Ge 検出器という。）を用いた in-situ 測定が有

効な手段となる １）。しかし、Ge 検出器は常に液体窒素温度まで冷却が必要なことから、冷却に液体

窒素を用いる場合には、その管理と補充が課題となる。近年、Ge検出器ほどの測定精度は得られない

ものの、核種分析が可能なシンチレーション検出器が開発されており、これを in-situ測定に適用で

きれば、Ge 検出器と併用することでより効果的な測定体制の構築が期待できる ２）。核種分析が可能

なシンチレーション検出器としてすでに実用化されているランタンブロマイド（LaBr3(Ce)）シンチレ

ーション検出器（以下、LaBr 検出器という。）は、ヨウ化ナトリウム（NaI(Tl)）シンチレーション検

出器（以下、NaI 検出器という。）と比較して分解能が高く、航空機モニタリングに採用されるなど実

用化がすすめられている ３）。しかし、自己放射線の影響により 1 MeVを超える高エネルギー領域の核

種同定が難しいという欠点がある。そこで今回、LaBr3検出器よりも広いエネルギー領域で良好なガン

マ線スペクトルが得られるヨウ化ストロンチウムシンチレーション検出器（以下、SrI2検出器という。）

の in-situ測定への適用について検討を行った。 

 

 

Ⅱ 方法 

１ 測定方法  

１）ヨウ化ストロンチウムシンチレーション検出器 

 検出器は国内販売代理店である㈱アドフューテックから提供を受け、同社の開発担当者と共

同で測定を実施した。なお、波高分析器は未開発であったため NaI検出器用の機器を代用した。 

  検 出 器： SRI-25-PHI-25-P（Radiation Monitoring Devices, Inc.製） 

  結  晶： SrI2:Eu 

  検出器寸法： φ1 inch × 1 inch 

  測定ｴﾈﾙｷﾞｰ範囲： 100 keV ～3,000 keV 

  分 解 能： 4.0% （662 keV） 

  波高分析器： microMCA527（GBS Elektronik GmbH社製） 

２）in-situ 用ゲルマニウム半導体検出器  

     検 出 器： GR3520（CANBERRA社製） 

波高分析器： Inspector 2000（CANBERRA社製） 

３）測定条件 

     測定高さ：  １ｍ（地面～検出器中心） 

測定時間： 福島県内 600～1800秒、 福井県内 3,600 秒 

     解析方法： ICRU Rep.53４） 

４）土壌の採取と測定 

    採取深さ： 0～2.5cmおよび 2.5～5cm 

     採取箇所： ５か所（in-situ測定地点を中心として５ｍ四方） 

    採取方法： φ5cm×高さ 5cmの採土器を用いて採取し、2.5cm 深さで試料を２分割 



    測  定： 据置型 Ge 検出器（効率 40％以上）により測定（80,000秒） 

試料調製： 前処理は実施せず、採取した土壌をビニール袋に入れてよく混合し、全量（約

500g）を V-3型容器に詰めて試料とした。 

 

２ 測定地点 

 福井県内の２か所（福井市、鯖江市）に加え、福島県原子力センターの協力を得て、福島県内の

２か所（川俣町、大熊町）でそれぞれ測定を実施した。 

 

 

Ⅲ 結果 

１ 土壌の性状と濃度 

 採土器の容積から求められる土壌の体積（490cm3（φ5cm×高さ 5cm×5か所））から、in-situ測定

結果の算出に必要な土壌密度を求めるとともに、別に採取した土壌（0～5cm）の一部を試料として含

水率を確認した（表-１）。また、採取した土壌の人工放射性核種および天然放射性核種の濃度を据置

型 Ge検出器で測定した（表-２）。 

 
表-１ 土壌の性状 
 福井 鯖江 福島（川俣） 福島（大熊） 

採取量（g） 960 890 1,040 1,030 

密  度（g/cm3） 2.0 1.8 2.1 2.1 

含水率（%） 15 18 13 12 

備考）採取量は、0～2.5cmの土壌と 2.5cm～5cmの土壌の合算値 
 
表-２ 土壌の放射能濃度                         （単位：Bq/kg-wet） 

核種 深さ(cm) 福井 鯖江 福島（川俣） 福島（大熊） 

Cs-137 0～2.5 0.69 0.38 240 29,000 

（662keV） 2.5～5 ND ND 59 910 

Cs-134 0～2.5 ND ND 109 14,000 

（605keV） 2.5～5 ND ND 28 420 

K-40 0～2.5 470 500 570 860 

（1461keV） 2.5～5 440 470 660 680 

Pb-214 0～2.5 23 15 12 ND 

（352keV） 2.5～5 22 14 9.5 24 

Tl-208 0～2.5 45 29 23 ND 

（583keV） 2.5～5 47 32 23 40 

Ac-228 0～2.5 48 32 21 42 

（911keV） 2.5～5 51 32 24 46 

 
 in-situ 測定結果は無限平面を仮定して算出するため、測定場所は開けた平らな土地に限られる。

そこで本調査では測定場所としてグラウンドを選定している。グラウンドはシルト質が少なく砂質が

多い土質であることから、測定場所の土壌の密度は、かさ密度で 1.8～2.1g/cm3の範囲となり、一般

的な土壌に適用される土壌密度 1.6g/cm3より大きな値であった。 

 人工放射性核種は、セシウム-137 をすべての地点の 0～2.5cm 層で検出したが、福井、鯖江の両地

点では 2.5～5cm 層は不検出であった。福島の２地点ではセシウム-134 を同時に検出しており、0～



2.5cm層と 2.5cm～5cm層では約４倍または 30倍の差があった。 

 天然放射性核種は土壌中で均一分布していると考えられるが、今回の結果においても、それぞれの

層の結果は同程度あった。なお、福島（大熊）地点の 0～2.5cm 層の試料については、他の地点と比べ

測定時間を短くしているため一部の天然放射性核種が不検出となっている。 

 

２ 鉛直分布係数の算出 

  in-situ 測定において人工放射性核種の沈着量を評価する場合には、鉛直方向の分布を表す鉛直

分布係数（β値；ベータ値）を設定する ５）。β値は、「濃度が地表の 37%になる深さ」であり、単

位は「g/cm2」で与えられる。文部科学省の測定法シリーズでは、過去の核実験フォールアウトの評

価のための一般値として 4.8g/cm2が示されている。これに対し、福島の土壌では、東電事故の影響

が大半を占めるため一般値は使用できず、採取土壌の測定結果から地点によって鉛直分布が異なる

ことが想定されたため、土壌の鉛直分布が次の（１）式に従うものと仮定して、地点ごとに（２）、

（３）式からβ値を算出した。 

  なお、福井、鯖江の両地点ではセシウム-137 が 0～2.5cm 層からのみの検出でありβ値の算出が

できないこと、福井県内で検出されるセシウム-137はそのほとんどが核実験フォールアウト由来と

考えられることから、一般値を用いることとした。 

 
Ａ(z)＝Ａ0×ＥＸＰ（－Ｚ／β）                                   ・・・（１） 

     Ａ(z): 深さＺにおける放射能濃度（Bq/g） 
     Ａ0  ：地表面における放射能濃度（Bq/g） 
     Ｚ ：深さ（g/cm2）  
      β ：放射能濃度が地表の 37%となる深さ（g/cm2） 

    Ｌｎ(Ａ0)＝〔Ｌｎ(Ａ0)－(Ｚ１／Ｚ２)×Ｌｎ（Ａ２）〕／（１－Ｚ１／Ｚ２） ・・・（２） 

         Ｚ１ ：上層深さ（g/cm2） 
         Ｚ２ ：下層深さ（g/cm2） 
    β＝Ｚ１／（Ｌｎ(Ａ0)－Ｌｎ（Ａ１））                  ・・・（３） 
 
表-３ β値 
 福島（川俣） 福島（大熊） 

Ａ0（Bq/kg） 470 170,000 

β値（g/cm2） 1.8 0.7 

深さ（cm） 0.8 0.3 

備考）深さはそれぞれのかさ密度とβ値から算出したもの 
 

 採取土壌の測定結果から得られたβ値は、福島（川俣）と福島（大熊）とでは約 2.5倍の差があり、

福島（大熊）の土壌については事故後２年以上経過してもほとんどが表層付近に分布していた。この

ため福島の２地点の沈着量の評価には、ここで得られたβ値を採用することとした。 

  
３ in-situ 測定結果 

 現地で測定したスペクトルデータをもとに沈着量を評価した。なお、算出は専用ソフトで行い、あ

らかじめ用意された効率ファイルを使用して効率校正を行った（表-４）。また、測定結果の単位は、

人工放射性核種については、単位面積当たりの沈着量として評価するため「Bq/cm2」で、天然放射性

核種については、土壌中に一様に存在していることから「Bq/kg」で表記している。 
 Ge 検出器による測定では、福島（川俣）地点の測定においても天然核種が検出されているが、SrI

検出器の場合には、測定時間や機器の性能により天然放射性核種はカリウム-40 しか検出できなかっ

た。一方、福井の２地点では、両検出器とも同程度の濃度で天然放射性核種を検出した。セシウムに



ついては、福島の２地点ともに両検出器で、同程度の濃度で検出した。なお、SrI 検出器によるセシ

ウム-134 の検出結果のうち、605keVの測定結果については、609keV のビスマス-214のピークと分離

できないため算出していない。 

  
表-４ in-situ測定結果                          （単位：Cs Bq/cm2、Cs 以外 Bq/kg） 

  福井 鯖江 福島（川俣） 福島（大熊） 

  Ge SrI Ge SrI Ge SrI Ge SrI 

測定時間(s) 3600 3600 1800 1200 600 

Cs-137 （662keV） ND ND ND ND 1.6 1.6 120 130 

Cs-134 （605keV） ND - ND - 0.77 - 56 - 

 （796keV） ND ND ND ND 0.84 1.1 56 65 

K-40 （1461keV） 370 380 430 560 480 610 700 - 

Pb-214 （352keV） 19 21 29 33 11 - ND - 

Tl-208 （583keV） 42 53 30 37 22 - ND - 

Ac-228 （911keV） 39 29 26 ND ND - 43 - 

備考）「Ge」は Ge検出器、「SrI」は SrI検出器を表す 

 
 
Ⅳ 評価 

 現地での測定状況は図-１のとおりであり、Ge 検出器と比較して SrI 検出器は検出部が小型で持ち

運びが容易である。当センターで所有している Ge検出器は液体窒素を入れた状態でその重量が 17 kg

程度（液体窒素分として約 6 kg）あり、これを支える三脚も約 12 kgと両方を合わせて 30 kg程度あ

るため、使用時は常に転倒に配慮を要し、現地到着から測定を開始するまで 20分程度かかっている。

これに対し、SrI検出器は、測定部のみで１kg程度と市販のカメラ用の三脚で十分支えることができ

るため、運搬や設置、固定方法も容易であり、実際に現地に到着してから測定開始までにかかる時間

は５～10分程度である。装置の取り扱いが容易であることは、汚染対策として行う養生やその交換も

容易となる利点もあり、緊急時の測定器材として有用である。 

  

 

図-１ 測定機器と in-situ測定 

 

新たに開発された SrI 検出器により行った in-situ測定の結果は、Ge検出器による測定結果と概ね

一致した（0.7～1.3 倍、表-４）。それぞれのガンマ線スペクトルを図-２に示す。福島（川俣）のセ

シウム-134 やカリウム-40 の結果は、SrI検出器の結果が Ge検出器に比べ 1.3倍ほど高かったが、十

ＳｒＩ検出器 Ｇｅ検出器 



分な計数率が得られていないことが原因であると考えられる（セシウム-134; 0.6 ｶｳﾝﾄ／秒、カリウ

ム-40; 0.1 ｶｳﾝﾄ／秒）。なお、Ge検出器の計数率は SrIの 10倍以上の計数率が得られている。 

セシウムが高濃度で検出されている福島の２地点の沈着量を採取土壌の結果から算出し、in-situ

測定の結果と比較した（表-５）。なお、算出では、土壌中の放射性物質の濃度が前述の（１）式に従

い鉛直方向に指数関数的に減少するよう分布しているものと仮定し、採土器の採取面積をもとにして

いる。採取土壌の結果から算出した沈着量は、Ge検出器の結果と比較して福島（大熊）ではその差が

比較的大きかったものの、福島（川俣）ではほとんど差はなかった。採取土壌の結果には濃度分布の

不均一性によるばらつきがあることを考慮すれば、今回の結果はほぼ同等の濃度水準として評価でき

たものと考えられる。 

 

 

図-２ in-situ測定ガンマ線スペクトル［福島（川俣）］ 

 

表-５ セシウム沈着量の評価結果の比較               （単位：Bq/cm2） 

 福島（川俣） 福島（大熊） 

 Cs-137 Cs-134 Cs-137 Cs-134 

採取土壌からの算出結果 1.5 0.72 160 74 

in-situ Ge検出器 1.6 0.84 120 56 

in-situ SrI 検出器 1.6 1.1 130 65 

 

 

 東京電力福島第一発電所事故後、放射性物質の分布を面的に測定するための航空機を用いたモニタ

リング行われており、無人ヘリを活用した測定には、ガンマ線スペクトルが得られる LaBr 検出器（分

解能：約 4％ 662keV）が用いられている ３）。この検出器は今回我々が使用した SrI 検出器と同程度

のエネルギー分解能を有するが、カリウム-40など 1MeV を超えるエネルギーのガンマ線を放出する核

種の測定には不向きである。緊急時の目的核種はあくまでもセシウム-137やヨウ素-131などの人工放

射性核種であるが、天然放射性核種は、エネルギー効率の再校正や他の測定方法との比較、測定状況

の確認など、結果の妥当性を評価するための貴重な情報となるため、これを同時に測定できることは

重要である。今回の測定では天然放射性核種は、福井や鯖江の測定においてはほぼ同等の結果が SrI

検出器でも得られたが、測定時間が半分以下であった福島（川俣）ではほとんど評価できなかった（表

-４）。今回は、SrI検出器専用の波高分析器が未開発であったため、NaI検出器用の波高分析器を使用

したが、今後 SrI 検出器用に調整した波高分析器が開発され、同時に、より大きな結晶の検出器を使

用することができれば、分解能や計数効率といった測定性能がさらに向上することが期待できるため、

短時間でもカリウム-40など天然放射性核種が検出できるようになることが期待される。 

今回、福井と鯖江の両地点において、採取土壌の測定で検出した低濃度のセシウム-137が、in-situ

測定ではいずれの検出器でも評価できなかった。採取土壌の結果をもとに算出したセシウム-137の沈
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着量は、福井が 0.004 Bq/cm2、鯖江が 0.002 Bq/cm2であり、測定条件などの影響を受けやすい in-situ

測定では、このような濃度レベルを安定的に検知することは難しいと考えられる。このような検出、

不検出の差は測定機器の性能や測定条件によるが、このことは実際の in-situ 測定においても最適な

測定条件の設定が重要であることを示している。放射性物質が拡散した場合、放出状況や天候などの

自然要因により沈着量が地点によって大きく変化することが考えられ、SrI 検出器を in-situ 測定に

適用する場合には、評価したい放射能の水準をどのような条件で検出可能かを、測定精度を含めてあ

らかじめ確認しておく必要がある。 

  

 
Ⅴ 結語 

 新たに開発された SrI検出器の in-situ測定用機器としての適用を、福井県と福島県の実際の土壌

の測定を実施して検討した。 

 人工および天然放射性核種のそれぞれについて、同時に実施した Ge検出器による測定結果と概ね同

程度の結果が得られた。SrI 検出器は Ge検出器と比べて軽量で取り扱いが容易なことから緊急時の核

種分析機器としての活用が期待でき、波高分析器の開発や検出器の大型化によって分解能や計数効率

の改善を図ることで、Ge検出器に並ぶ in-situ測定用機器として適用できるものと考えられる。 
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伝送機能付き電子式線量計の開発 
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Ⅰ はじめに 

  2011 年 3 月 11 日の東日本大震災に伴い発生した、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故で

は、環境への放射能影響が 10km を超えて広がったほか、福島県およびその周辺県において固定観測

局（モニタリングポスト）が地震や津波、これに伴う停電により使用不能となり、長期に渡り観測で

きなくなった。また、緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム（SPEEDI）が初期の住民避難

に活用されず、大きな問題となった。これらを踏まえ、国は新たに原子力災害対策指針（以下「指針」

という。）を定め、防災対策を重点的に行う区域（UPZ：Urgent Protective action planning Zone 緊

急時防護措置準備区域）を原子力施設からおおむね半径 30km の範囲に拡大するとともに、空間線量

率の実測値を運用上の介入レベル（OIL：Operational Intervention Level）に照らし合わせ避難等

の防護措置実施の判断を下すこととした。このため、指針に沿った防護措置実施の判断のためには、

より多くの地点で空間線量率の情報を取得できるシステムが必要であり、コストパフォーマンスの優

れた簡易な空間線量率計測システムの開発が望まれている。 

これまでに整備してきた固定観測局や可搬型モニタリングポストは、環境レベルの線量率を高精度

に測定することができるが、高価かつ複雑なシステムであるため、増設には多額の費用が必要である。

そこで我々は、専用の読み取り装置が不要で、すでに環境線量計として市販されている安価な電子式

線量計を測定器として選定し、これを利用した新たな空間線量率計測システムの開発を試みた。 

なお、本開発は、測定器の提供や試作品の開発などについて、富士電機株式会社（以下「富士電機

㈱」という。）の全面的な協力を得て進めている。 

Ⅱ システムの概要 

１ システムの構成 

  本システムは線量計本体、データ伝送部および収集装置から構成される。 

 (1) 線量計本体の仕様 

    測 定 器  「ＮＳＤ２」富士電機㈱製 

検  出  器  シリコン半導体検出器 

エネルギー特性  60keV以上 ～ 1.25MeV： ±30% 

1.25MeV 以上 ～ 6MeV： -25%～+30%（基準 137Cs） 

線 量 率 特 性  ±20%(0.01mSv/h～200mSv/h)  

（137Cs基準照射 1mSv/hによる） 

指 示 精 度  ±10%(0.01mSv～10mSv)  

（137Cs基準照射 0.1mSv/hによる） 

方 向 特 性  ±20%(-60°～+60°)  

（137Cs基準による） 

温 度 特 性  ±20％（使用温度範囲内で＋20℃を基準とする） 

寸     法  約 110(H)×65(W)×20.5(D)mm 

 

＊福井県安全環境部環境政策課 



(2) データ伝送部 

データ伝送部は、CPU 部と FOMA＊通信部とからなる。CPU部は線量計本体に保存される時間、積

算線量および状態情報（警報、故障）を赤外線通信で取り込むとともに、簡単な演算処理により

線量率（μSv/h）を算出するよう設計した。また、CPU 部に取り込まれたデータは、FOMA 通信部

から、FOMA 回線によるパケット通信でデータ収集装置へ伝送する設計とした。 

＊㈱NTT ドコモによる第３世代移動通信システム 

 

 

 

(3) データ収集装置 

データ収集装置はノートパソコンとし、データ伝送部から伝送されるデータを時系列でグラフ

表示できる機能を持たせた。 

 

２ システムの機能 

データ伝送部からの伝送周期は 10 分、１時間、１日、１週間の４種類を設定した。また、線量

率は、10 分および１時間の２種類の積算期間で算出できることとした。これにより、緊急時は積

算期間およびデータ伝送周期を短くすることで、より詳細な線量率変化をとらえることが可能であ

り、平常時には、積算期間およびデータ伝送周期を長くすることで、熱ルミネセンス線量計 1)（Ｔ

ＬＤ）や蛍光ガラス線量計 2)（ＲＰＬＤ）に代わる積算線量計として活用することも可能なシステ

ムとしている。また、データ伝送機能を持つため、ＴＬＤやＲＰＬＤのように、線量計回収のため

現地に行く手間がないという利点を有している。 

   伝送機能のほか、緊急時に線量率が急激に上昇する事態を想定し、以下の２つの機能を備えたシ

ステムとした。 

(1) 外部トリガー機能 

 積算期間またはデータ伝送周期を変更したい場合に、データ収集装置から任意でそれらの設定

を変更できる機能で、設定の反映に要する時間は 10分 

 (2) 内部判断機能 

あらかじめ設定した線量率を超えた場合には、自動で積算期間およびデータ伝送周期を短く設

定する機能で、設定の反映に要する時間は 10分 

 

３ 開発目標 

開発にあたっては、表－１のとおり項目別に開発目標を設定した。 

図－１ システムの構成図 



 

 項目 開発目標 

通信機能 市街地および山間部において正常に通信できること 

外部トリガー機能 データ収集装置から測定器に対し設定の変更ができること 

内部判断機能 
あらかじめ設定した線量率を超えた場合に、自動で積算期間およ

びデータ伝送周期が短くなること 

積算線量測定機能 ＴＬＤによる測定結果と大きな差がないこと 

線量率測定機能 モニタリングポストによる測定結果と大きな差がないこと 

 

Ⅲ 試験方法と結果 

「Ⅱ システムの概要」に基づき、富士電機㈱が試作機を製作し、この試作機を借り受けて各種機

能の確認と屋外での実用試験を実施した。以下に、項目ごとの試験結果を示す。 
 
１ 通信機能および外部トリガー機能の確認 

 図－２と図－３に示すように、市街地代表地点（福井分析管理室屋上；福井市原目町３９－４）

および山間部代表地点（越廼ふるさと資料館駐車場；福井市居倉町４３－２５）に線量計を設置し、

福井分析管理室事務所内にデータ収集装置を設置して各機能の確認を行った。約１ヶ月間運用し、

正常に通信できることを確認した。 
その後、データ収集装置から積算期間およびデータ伝送周期の設定変更を行った結果、正常に設

定が変更され、外部トリガー機能の健全性が確認できた。一方で、積算期間を１時間から 10 分へ

変更する場合は、設定の反映間隔が 10 分であるため、変更のタイミングによっては測定中の積算

線量がリセットされ、データの欠測が生じるという課題を残した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 福井分析管理室屋上 

図－４ 越廼ふるさと資料館 

図－３ 福井分析管理室 
モニタリングポスト（左）と試作機 

図－５ 越廼ふるさと資料館 
モニタリングポスト内部 

試作機 

試作機 

表－１ 項目別開発目標 



２ 内部判断機能の確認 

実験室内において、点検校正用線源（137Cs、3.7MBq）を用い、あらかじめ設定した線量率（5μ

Sv/hに設定）を超過させたところ、自動で積算期間およびデータ伝送周期が最短の 10分に変更さ

れ、内部判断機能の健全性が確認できた。なお、線量低下等により元の設定に戻す場合には、外部

トリガー機能により手動で設定変更を行う必要がある。 
 

 

 

 

３ 他測定装置とのデータ比較 

線量計は、環境放射能水準調査用モニタリングポストの筐体内もしくは近傍に設置してモニタリ

ングポストとの環境レベルの線量率におけるデータ比較を行うとともに、当センターが積算線量の

平常時モニタリングで使用しているＴＬＤを並置して、積算線量の比較を行った。 

(1) モニタリングポストとのデータ比較 

電子式線量計の積算期間を１時間とし、2013年 5月 16日から 5月 18日にかけてモニタリン

グポストの１時間値とのデータ比較を行った。結果を図－６に示す。なお、電子式線量計およ

びモニタリングポストの表示単位がそれぞれ Svおよび Gyであるため、Csのガンマ線エネルギ

ーを考慮した換算係数（1.2 Sv/Gy）3)を利用し、電子式線量計を Svから Gyへ単位換算して比

較した。確認期間における平均値はいずれも約 0.05μGy/h となり大きな差は無かったが、電

子式線量計のデータにばらつきが見られた。また、電子式線量計の積算期間を 10 分とした場

合には、積算線量が０μSv となり、線量率を算出できず、モニタリングポストとのデータ比較

はできなかった。これらは、検出器内のシリコン半導体結晶が小さく、検出感度が低いことが

原因であるが、緊急時のＯＩＬ判断には 20μSv/h 程度の高レベルの線量率の確認ができれば

よいこと、平常時には、１時間間隔の測定値が得られればバックグラウンドレベルの確認は十

分であることから、簡易な線量率計測システムとして利用できると考えられる。 

 

 

照射前 
積算期間：１時間 
伝送周期：１週間 

照射後 
積算期間：10 分間 
伝送周期：10 分 

設定線量率超過 
（線源照射による） 

図－６ 越廼ふるさと資料館におけるモニタリングポストとのデータ比較結果 



(2) ＴＬＤとのデータ比較 

ＴＬＤとのデータ比較結果を表－２に示す。表示単位は、各測定装置で常用している線量単

位である。そのため、モニタリングポストとのデータ比較のときと同様に換算係数（1.2 Sv/Gy）

を利用して単位換算を行った結果、電子式線量計で 23.2μGy となり、ＴＬＤによる測定結果

の 25.6μGy に対し、短い設置期間であったものの大きな差はなかった。本電子式線量計の健

全性および線量直線性については問題なく、積算線量計として使用する上で十分な性能である

ことが報告 4)されており、本県の平常時の積算線量測定においても、2005年度から日本原子力

発電株式会社が、本電子式線量計と同シリーズのものを積算線量計として導入している実績が

ある 5)。 

 

 

測定装置 設置場所 設置期間 測定結果 

電子式線量計 
福井分析管理室屋上 2013/5/2～5/17（16日） 

27.8 μSv 

（23.2 μGy）＊ 

ＴＬＤ 25.6 μGy 

＊括弧内の数字は Sv から Gyへ換算した値を示す 

 

Ⅳ まとめ 

本研究では、伝送機能付き電子式線量計を用いた線量率計測システムを設計し、富士電機㈱の協力

を得て試作機を開発した。この試作機を用いた各種試験結果について、表－３に示すとおり項目別開

発目標に対する評価を行った。その結果、通信機能とともに、特殊機能である外部トリガー機能およ

び内部判断機能について、その健全性を確認できた。加えて、積算線量計としての性能にも問題がな

いことを確認できた。また、平常時の線量率においては、測定値にばらつきが見られたものの、測定

期間におけるモニタリングポストの平均値と比べると大きな差はなく、バックグラウンドレベルにお

ける線量率の把握は十分に可能なシステムであることを確認できた。 
緊急時の線量率に関して、見直された指針では、緊急防護措置の基準として 500μSv/h（ＯＩＬ１）、

早期防護措置の基準として 20μSv/h（ＯＩＬ２）を、飲食物のスクリーニング基準に 0.5μSv/h をそ

れぞれ設定している。これに加えて、原子力災害対策指針補足参考資料（平成 26年１月 29日、第１

版）では、警戒事態における空間線量率等のデータ収集頻度の目安を２分に１回以上とすることが新

たに示された。そのため、緊急時には少なくともこれらの条件において、大きなばらつきなく線量率

を捉えるためには、開発したシステムをさらに改良する必要がある。現在、共同開発者である富士電

機㈱の協力のもと、現有の電子式線量計の検出部およびデータ伝送部の改良を行っており、今後、改

良したシステムを用いた調査を継続することとする。 

 

 

 項目 開発目標 評価 

通信機能 市街地および山間部において正常に通信できること ○ 

外部トリガー機能 
データ収集装置から測定器に対し設定の変更ができる

こと 
○ 

内部判断機能 
あらかじめ設定した線量率を超えた場合に、自動で積算

期間およびデータ伝送周期が短くなること 
○ 

積算線量測定機能 ＴＬＤによる測定結果と大きな差がないこと ○ 

表－２ ＴＬＤとのデータ比較結果 

表－３ 項目別開発目標とその評価 



線量率測定機能 

【平常時】モニタリングポストによる測定結果と大きな

差がないこと（積算期間１時間） 
○＊ 

【緊急時】モニタリングポストによる測定結果と大きな

差がないこと（積算期間 2分） 
要改良 

＊ 測定期間における平均値に大きな差はなかったが、ばらつきはみられた 
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【資 料】 

土壌の放射能バックグラウンド調査 

Measurement of Radioactivity Level in Soil 
 

玉柿励治、加藤明日香、大久保裕章、大西勝基 

Reiji TAMAGAKI, Asuka KATO, Hiroaki OOKUBO, Masaki OONISHI 
 

Ⅰ 諸言 

原子力災害発生時には、環境放射線の状況に関する情報の収集と、運用上の介入レベルに基づく防

護措置実施の判断材料の提供、県民や環境への放射線影響の評価材料を提供するための緊急時モニタ

リング調査を実施する。また、環境中に放出された放射性物質は長期に渡り残存することから、放射

性物質の動態や蓄積状況を把握するためのモニタリング調査は、放射性物質の放出が収まった後も継

続して実施することになる。 

一方、環境中には、過去の大気圏内核実験や原子力災害に伴い放出されたセシウム-137 などの人工

放射性核種がすでに広く分布しており、多様な天然放射性核種も存在する。このため、原子力災害発

生後に、その影響を正確に把握、評価するには、事前に調査地点や調査項目を定め、事故前の検出状

況、すなわちバックグラウンドを確認しておく必要がある。 

2011 年３月 11 日の東日本大震災に伴い発生した東京電力㈱福島第一原子力発電所事故（以下、東

電事故という。）は、このようなモニタリング調査の対象範囲が原子力施設周辺だけでは不十分であり、

県下全域を対象としなければならないことを実証した １）。そこで今回、県内各市町において測定地

点を定め、人工放射性核種の検出頻繁が高く、過去からの蓄積状況がよく反映される『土壌』のバッ

クグラウンド調査を実施することとした。本県においては、緊急時には、装置を現地に持ち出して実

施する in-situ 測定を行うこととしているため、今回の調査では、ゲルマニウム半導体検出器による

in-situ 測定と平常時モニタリング調査と同様の採取土壌の測定を合わせて実施した ２～４）。 

  

Ⅱ 方法 

１ 調査方法 

 調査は次の２つの方法により実施した。 

（１）ゲルマニウム半導体検出器による in-situ 測定 

  装 置： 検出器 GR3520（CANBERRA 社製） 

ＭＣＡ Inspector 2000（CANBERRA 社製） 

  条 件： 測定高さ  １ｍ（地面～検出器中心） 

測定時間 3,600秒 

       解析方法 ICRU Rep.53５） 

       鉛直分布係数（β） 4.8 (g/cm2) 

（２）採取土壌の測定 

  条 件： 深さ  ０～５cm（φ7.5cm×5cmH の採土器による、採取面積 44cm2/1箇所） 

            箇所数 ３～５ 

採取量 １～２kg 

  前処理： ① 採取土壌をバットに広げ、105℃、24 時間乾燥 

② ２mm 目のふるいを通過した土壌を試料とした 

  測 定： ① ゲルマニウム半導体検出器（効率 40％以上）によるガンマ線核種分析（80,000 秒測定） 

②プルトニウム分析 

③ストロンチウム分析 

 



   

２ 調査地点  

 各市町原子力防災担当部局との協議により、各市町の調査地点を表-１のとおりとし、2012 年度は

原子力施設から 30 ㎞圏内、2013年度は 30 ㎞以遠の地点で調査を実施した。なお、今回調査した地点

は、緊急時に県内全域の拡散、分布状況を把握するための代表地点とすることを想定しており、各市

町の代表的な公園や広場としている。また、測定実施場所は、in-situ 測定に周囲の建物等の影響が

ないよう各地点の中心付近（グラウンド中央など）とした。 

 

  表-１ 県内各市町の調査地点 

市町名 調査地点 所在地 測定年度 

福井市 福井運動公園補助球場 福井市福町 2013 年度 

敦賀市 総合運動公園多目的グラウンド 敦賀市沓見 2012 年度 

小浜市 総合運動場 B グラウンド 小浜市口田縄 〃 

大野市 ふれあい公園多目的広場 大野市篠座 2013 年度 

勝山市 弁天緑地野球場 勝山市（九頭竜橋付近） 〃 

鯖江市 西公園グラウンド 鯖江市石田上町 2012 年度 

あわら市 トリムパークかなづ多目的グラウンド あわら市山室 2013 年度 

越前市 中央公園市営球場 越前市高瀬２丁目 2012 年度 

坂井市 三国グラウンド 坂井市三国中央１丁目 2013 年度 

永平寺町 松岡総合運動公園グラウンド 永平寺町松岡湯谷 〃 

池田町 池田小学校グラウンド 池田町稲荷 〃 

南越前町 河野桜橋総合運動公園野球場 南越前町赤萩 2012 年度 

越前町 アクティブハウス越前グラウンド 越前町厨 〃 

美浜町 ふれあい広場 美浜町佐田 〃 

高浜町 青葉総合グラウンド 高浜町中山 〃 

おおい町 総合運動場多目的グラウンド おおい町成和 〃 

若狭町 かみなか農村運動公園 若狭町市場 〃 

 

Ⅲ 結果と評価 

 測定結果を表-２に示すとともに、セシウム-137 の検出状況を図１に示す。 

 in-situ 測定の結果、３地点でセシウム-137 を 49～100Bq/㎡の範囲で検出した。また、天然放射性

核種であるトリウム系列核種、ウラン系列核種、カリウム-40 はすべての地点で検出した。 

採取土壌の測定では、人工放射性核種として、セシウム-137 を９地点（0.2～1.4 Bq/kg）から、ス

トロンチウム-90を３地点（0.090～0.44 Bq/kg）から、プルトニウム-239を６地点（0.014～0.023 Bq/kg）

から検出した。セシウム-137 については、in-situ 測定で検出した３地点すべてにおいて採取土壌の

測定でも検出したが、残りの６地点については in-situ 測定では不検出だった。これは、測定装置の

性能が in-situ 測定用検出器の方が低いことと、in-situ 測定は温度や振動などの測定環境による影

響を受けやすく、検出限界が高くなることが原因であると考えられる。 

全１７市町のうち、福井市および池田町の測定地点では、これらの人工放射性核種をすべて検出し

た。しかし、他の地点ではストロンチウム-90を単独あるいはプルトニウム-239 を単独で検出してい

る地点もあり、人工放射性核種の検出傾向は一致せず、地点ごとに違いが認められた。 

天然放射性核種について、in-situ 測定と採取土壌の測定のそれぞれの結果は近似しており、これ

らの核種を確認し、基準とすることで、調査結果の妥当性の判断に活用できるものと考えられる。 

 採取土壌の測定結果は、in-situ 測定に比べ精度は高いが、直径数センチの採土器を用いて土壌の

採取を行うため、同一場所でも測定ごとに大きな差が生じる場合がある。原子力発電所周辺の平常時

モニタリング調査による定点測定でも過去３年間（2010～2012年）の測定結果の最大値と最小値の間

に 1.6 倍から 2.2 倍の差が認められている ６）。今回の調査では、鯖江市においてグラウンド中央の

ほぼ同じ場所で 2012年、2013 年の２回に渡って実施したが、セシウム-137 の結果には３倍以上の差



   

を認めた。文部科学省が東電事故を受けて実施した調査では、同一箇所で採取した土壌のゲルマニウ

ム半導体検出器の測定結果のうち７箇所中２箇所で濃度が３倍程度異なっており、濃度分布の不均一

性によると考えられている ７）。グラウンドは、利用頻度が高く表層の土壌が乱されやすい欠点があ

り、採取土壌の測定ではこのような不均一性の影響を受けやすく、鯖江市の調査結果についてもこの

分布の不均一性が原因であると考えられる。 

 採取土壌の測定結果について、鉛直分布係数 4.8 g/cm2で指数関数的に分布（表層 5cm に放射能の

約 80%が含有）するものと仮定し、採土器の採取面積、土壌採取量をもとに単位面積当たりの沈着量

を算出した（表-２）。in-situ 測定の結果と算出した沈着量とを比較した結果、３地点中２地点では

ほぼ一致したが、残り１地点では３倍近くの差が生じた。この地点では天然放射性核種の結果はよく

一致しており、鉛直分布の仮定や採取土壌の測定結果の誤差が影響しているものと考えられる。 

in-situ 測定は、調査地点の平均的な濃度を求めることができるため、放射性物質の拡散、分布状

況の把握を目的として東電事故後広範囲の調査が行われている ７）。しかしその算出には特定の測定

環境を仮定しているため、周囲の地形や埋設物などの影響をうけることが他県の調査でも認められて

おり、適正に評価できる地点が限定されるという欠点もある ８）。さらに、放射性物質が放出された

直後の調査では、鉛直分布係数の当てはめが結果に大きく影響することになる。このようなことから、

緊急時モニタリング調査の実施にあたっては、実施目的に応じて評価したい核種とその放射能濃度水

準を明確にし、精度と正確さを考慮して、適当な測定方法と測定条件を選択することが重要である。 

 

Ⅳ 結語 

 原子力災害が発生した場合には、放射性物質の拡散、沈着状況を把握するための土壌の調査を行い、

県民や環境への放射線影響の評価を実施するとともに、長期に渡ってその影響を監視していくことに

なる。今回得られた結果は、原子力災害発生以前の比較データとなり、より正確な評価を行うための

基礎データとして活用する。 

 土壌の放射性核種の濃度は、大気中からの降下や風による舞い上がり、降雨による流出などの自然

要因や物理的な半減期により時間の経過とともに変化する。様々な要因を考慮した実効的な減衰傾向

は地点ごとに異なるため、一律に評価することは難しい。このため、当センターでは今回のようなバ

ックグラウンド調査を定期的に実施し、万一の事態への備えに継続的に取り組んでいく。 
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図-１ セシウム-137の検出状況（単位面積当たりの放射能濃度） 
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表-２ 測定結果（１） 

市町 福井市 敦賀市 小浜市 大野市 勝山市 鯖江市 あわら市 越前市 坂井市 

場所 福井運動公園 総合運動公園 総合運動場 ふれあい公園 弁天緑地 西公園 
ﾄﾘﾑﾊﾟｰｸ 
かなづ 

中央公園 三国ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

実施日 H25.10.1 H24.10.15 H24.10.25 H25.10.3 H25.10.3 H24.10.10 H25.7.31 H25.10.4 H24.10.10 H25.10.4 

in-situ

測
定 

トリウム系
*1 28 47 99 31 32 44 30 26 22 22 

ウラン系
*1 20 26 42 16 16 23 29 17 17 12 

ｶﾘｳﾑ-40*1 430 940 1000 830 730 650 430 660 610 810 

ｾｼｳﾑ-137*2 ND ND ND ND ND ND ND ND 100 ND 

空間線量率
*3 0.07 0.08 0.12 0.09 0.09 0.06 0.07 0.08 0.05 0.08 

採
取
土
壌
測
定 

トリウム系
*1
 26 34 100 30 29 25 30 29 15 20 

ウラン系
*1
 16 21 42 13 13 16 14 15 13 11 

ｶﾘｳﾑ-40*1 440 740 1100 960 820 520 490 810 540 880 

ｾｼｳﾑ-137*1 
(Bq/kg) 

0.8 
ND 

(0.3) 
ND 

(0.4) 
ND 

(0.3) 
ND 

(0.4) 
1.4 0.4 

ND 
(0.3) 

0.6 0.4 

(Bq/m2) 80 
ND 

(30) 
ND 

(40) 
ND 

( 30 ) 
ND 

( 40 ) 
140 30 

ND 
( 30 ) 

60 40 

ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ *4 0.44 
ND 

(0.076) 
ND 

(0.080) 
ND 

(0.062) 
ND 

(0.090) 
ND 

(0.140) 
- 

ND 
(0.080) 

ND 
(0.078) 

ND 
(0.087) 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ *4 0.023 0.018 
ND 

(0.026) 
ND 

(0.016) 
ND 

(0.016) 
0.021 - 

ND 
(0.010) 

ND 
(0.015) 

ND 
(0.010) 

備考 1）測定結果の単位： *1 Bq/kg、*2 Bq/m2、*3 μSv／ｈ、*4 Bq/kg乾土 

2）天然核種のトリウム系はタリウム-208(583keV)、ウラン系は鉛-214(352keV)の結果から算出している。  

3）in-situ測定の解析では、人工放射性核種に鉛直方向分布係数＝4.8g/cm2、土壌密度＝1.6g/cm3を適用し天然放射性核種は鉛直方向に一様分布していると仮定した。 

   また、解析方法は ICRU Rep.53を採用した。 

4）NDは検出下限値未満であることを示し、合わせて示したカッコ内には検出下限値を示す。なお、野外測定の検出下限値は理論値で算出され著しく小さい値となるため省

略している。 

5）採取土壌の測定結果のうち、セシウム-137の面積当たり濃度（Bq/m2）は重量当たり濃度（Bq/kg）から換算した値である。 

     【算出方法】表層から指数関数的〔濃度(z) = 表層濃度×e^(-z/4.8)、ｚは深さ〕に減少するよう分布し、深さ 5cm までに約 80％が含まれるものと仮定して、採取器

の面積と土壌濃度および土壌密度から単位面積濃度を求め、含有率で除して単位面積当たり濃度を算出 

  



   

表-２ 測定結果（２） 

市町 永平寺町 池田町 南越前町 越前町 美浜町 高浜町 おおい町 若狭町 全国の検出 

場所 
松岡総合 
運動公園 

池田小学校 
河野桜橋総
合運動公園 

ｱｸﾃｨﾌﾞﾊｳｽ 
越前 

ふれあい広場 青葉総合ｸﾞﾗﾝﾄﾞ 総合運動場 
かみなか農村 
運動公園 状況（2006 

～2010年） 
実施日 H25.10.1 H25.10.29 H24.10.15 H24.10.10 H24.10.15 H24.10.26 H24.10.26 H24.7.31 

in-situ

測
定 

トリウム系
*1 13 36 27 39 72 54 41 37 ― 

ウラン系
*1 10 30 18 16 37 33 20 18 ― 

ｶﾘｳﾑ-40*1 770 430 580 760 1200 950 640 820 ― 

ｾｼｳﾑ-137*2 ND ND 76 49 ND ND ND ND ND～2600 

空間線量率
*3 0.07 0.08 0.05 0.07 0.12 0.08 0.06 0.07 ― 

採
取
土
壌
測
定 

トリウム系
*1
 13 30 18 31 54 36 28 14 ― 

ウラン系
*1
 7.6 16 12 19 34 24 15 12 ― 

ｶﾘｳﾑ-40*1 910 400 440 740 910 790 560 700 48～1200 

ｾｼｳﾑ-137*1 
(Bq/Kg) 

0.4 0.2 0.6 0.8 
ND 

(0.3) 
ND 

(0.3) 
0.3 

ND 
(0.2) 

ND～77 

(Bq/m2) 40 20 50 80 (30) 
ND 

(30) 
ND 

(30) 
30 

ND 
(20) 

ND～2600 

ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ *4 ND 
(0.074) 

0.18 
ND 

(0.084) 
ND 

(0.280) 
ND 

(0.130)  
0.090 

ND 
(0.064) 

ND 
(0.062) 

ND～14 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ *4 0.014 0.014 0.023 
ND 

(0.014) 
ND 

(0.025) 
ND 

(0.015) 
ND 

(0.013) 
ND 

(0.026) 
ND～3.7 

備考 1）測定結果の単位： *1 Bq/kg、*2 Bq/m2、*3 μSv／ｈ、*4 Bq/kg乾土 

2）天然核種のトリウム系はタリウム-208(583keV)、ウラン系は鉛-214(352keV)の結果から算出している。  

3）in-situ測定の解析では、人工放射性核種に鉛直方向分布係数＝4.8g/cm2、土壌密度＝1.6g/cm3を適用し天然放射性核種は鉛直方向に一様分布していると仮定した。 

   また、解析方法は ICRU Rep.53を採用した。 

4）NDは検出下限値未満であることを示し、合わせて示したカッコ内には検出下限値を示す。なお、野外測定の検出下限値は理論値で算出され著しく小さい値となるため省

略している。 

5）採取土壌の測定結果のうち、セシウム-137の面積当たり濃度（Bq/m2）は重量当たり濃度（Bq/kg）から換算した値である。 

    6) 全国の検出状況は、東電事故以前の５年間（2006～2010 年）に国や各自治体が実施した調査の結果の検出範囲を示す（採取土壌測定は、表層 0～5cm の採取土壌につい

て、乾燥土壌を試料として実施された結果である）。出典は「日本の環境放射能と放射線（http://www.kankyo-hoshano.go.jp）」。 

 

http://www.kankyo-hoshano.go.jp/


【資 料】 

ＵＰＺ圏内局増設観測局における放射線量率の傾向と特徴 

Tendencies and characteristics of monitoring data in urgent protective planning zone 
青木 靖  西村 祐子  河嵜 正利  島田 秀志  田賀 幹生 

Yasushi AOKI Yuko NISHIMURA Masatoshi KAWASAKI Hideshi SHIMADA Mikio TAGA 
 
Ⅰ はじめに 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災を踏まえ、主に原子力発電所 10～30ｋｍ圏の監視強

化を目的として、平成 23 年度に 5 局、平成 24 年度に 21 局の観測局増設を行った。これらの局は、

平成 25 年度 4 月より正式運用を開始し、一年間にわたって監視を行ってきた。今後の監視の参考と

して、一年間の監視の中で見られた各観測局の傾向や特有の現象についてまとめる。 
 
Ⅱ 各観測局における線量率の自然変動 

（１）線量率の傾向 
東日本大震災以前より設置されている観測局は発電所から 10ｋｍ以内の主に海岸部に設置されて

いるのに対し、新しく増設された 26 局は主に嶺北南部や嶺南の内陸部に設置されている。 
図－１は平成 25 年度 1 年間の増設観測局空間線量率 1 時間値の測定結果を示したものである。こ

れらの観測局の年間平均値は嶺北地区（越前市、越前町、南越前町）に設置された観測局で 46.5～62.0

ｎＧｙ/ｈ、敦賀・美浜地区が 51.6～76.6ｎＧｙ/ｈ、大飯・高浜地区が 30.8～49.2ｎＧｙ/ｈとなっ

ており、敦賀・美浜地区で高く、大飯・高浜地区で低くなる傾向は、従来の観測局による測定結果と

同様であった。 

各観測局において最大値を記録したのは全て降雨時であり、最小値は、海岸部に位置し積雪がほと

んど見られない玉川局、米ノ局、神子局を除き、12 月～1 月にかけて地面からの放射線が積雪により

遮へいされ放射線量率が低下した際のものである。積雪の多かった南越前町や若狭町の内陸部では平

均値と最低値の差が大きくなっている。 
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図－１ 平成 25 年度空間線量率測定結果（1 時間値） 



（２）降雨、降雪の影響 
図－２は宇津尾局の 1 年間を通した線量率の変化である。降雨があった場合、短期的には線量率は

上昇し、降雨終了後 2～3 時間で元のレベルに戻る。しかし、長期間のスパンで見ると、5 月から 9
月にかけては、降雨の後線量率が下がり、その後次の降雨まで徐々に上昇している。これは地面から

の放射線が降雨後は地中の水分に遮へいされて減少し、地面の乾燥と共に水分による遮へい効果が弱

まっていくため上昇する現象である。同様の現象は、今立局、白山局、大良局、神子局等で見られる。

また、12 月から 3 月にかけては、積雪後線量率が極端に減少し、徐々に元のレベルまで上昇する現

象が見られる。積雪によって地面からの放射線が遮へいされるためであり、南越前町や嶺南の山沿い

の観測局が特に顕著である。 
降雨・降雪によるこれらの現象は既設局においても見られていたが、新規観測局の多くは山沿いに

設置されており、周囲が水分を含みやすい土質であることや積雪が多いことから、これらの傾向が著

しい。 

 
（３）Ｒｎ娘核種による影響 

放射線量率の自然変動には雨や雪によるものの他、静穏時のＲｎ娘核種濃度の上昇によるものがあ

る。図－３に代表的な箇所での線量率変化の状況を示す。山沿いに位置する湯尾局や納田終局では夜

図－２ 線量率の年間変化（宇津尾局 1 時間値） 
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間に線量率が上昇し、日中に線量

率が低下する周期的な変動が見

られる。これは、大気の対流の少

ない夜間は地表近くのＲｎ娘核

種濃度が上昇し、日中は大地が暖

められ大気の対流によってＲｎ

娘核種が拡散され濃度が低下す

ることによる。線量率計の温度影

響によって生じている可能性も

考えられる。しかし、比較的温度

変化が少ない春先と温度変化が

大きい夏を比較しても変化の傾

向が同じであることや、既存観測

局で監視している空気中ダスト

放射能濃度が高い時に線量率上昇が大きいことなどから、Ｒｎ娘核種濃度の影響を大きく受けている

ものと考えられる。 
この傾向は、同様に山沿いに設置されている古木局、宇津尾局、口名田局、三重局でも顕著で、瓜

生局や粟野局等の内陸部の平地に位置する観測局でも見られる。一方、海岸部に設置されている米ノ

局や神子局等、および標高約 430ｍの山の中腹に位置する板取局ではこのような変動は見られない。 
 

Ⅲ 人為的な原因による線量率変動の例 

（１）水田灌水影響 
粟野局の線量率は、他の観測局と

傾向が異なり、図－４に示すように、

4 月下旬から 8 月下旬にかけて、Ｂ

Ｇレベル（降雨なし時の年間平均値

68.3nGy/h）を下回る値で変動して

いる。粟野局周辺には水田があり、

線量率の低下が田植え前の水張り

の時期と、線量率の上昇が稲刈りの

時期とほぼ一致していることから、

水田の灌水による放射線の遮へい

と考えられる。僅かではあるが、同

様に周辺に水田のある宇津尾局で

も同様の傾向が見られる。 
 
（２）レントゲン車影響 

図－５は遠敷局で 8 月に観測

された計数率、通過率の変動で

ある。8 時～12 時までの間、線

量率には大きな変化はないが、

計数率の上昇および通過率の低

下が見られる。当該時間帯にお

いて、遠敷観測局付近でレント

図－３ Ｒｎ娘核種による周期的な線量率変動 
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ゲン車による健康診断が行われていたことからレントゲン車からのＸ線によるものと見られる。疋田

局においても同じ様な変動が確認されており、健康診断は定期的に実施されることから、これらの観

測局では今後も同様の事象が発生すると思われる。 
 
（３）停車車両等による遮へい影響 

増設観測局では図

－６Ａに示すように

時折線量率や計数率

が一時的に低下する

現象が見られる。こ

れは、増設局が駐車

場に隣接して建てら

れている箇所が多く、

駐車車両によって周

囲の放射線が遮へい

されるためであるこ

とを確認している。

駐車車両による影響

は、米ノ局、瓜生局、

白崎局、大良局、疋

田局、久々子局、遠

敷局等で観測されて

いる。 
図－６ＢはＪＲ三

松駅構内に設置して

いる三松局の観測結

果であり、1 分値で

見ると一時的に線量

率や計数率が低下し

ている。低下のタイ

ミングは図の棒グラフで示した列車の停車時刻と一致しており、列車の停車によって生じる放射線の

遮へいと見られる。 
 
Ⅳ まとめ 

ＵＰＺ圏内に増設された観測局について、1 年間に渡って監視を行ってきた結果をまとめた。今後

も観測局の適正な運用を図るとともに、得られた連続測定データの監視、解析、統計処理を行い、緊

急事態が発生した場合に備えた環境放射線モニタリング体制を整備して行く。 
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【資 料】 

キュービクル型モニタリングポストおよび水準調査用モニタリングポストの温度上昇対策 

Thermal Countermeasure of Gamma Monitoring Post System 
 (At Cubicle Type and For Level Measurement) 

河嵜 正利、  大久保 裕章 
Masatoshi KAWASAKI Hiroaki OOKUBO 

 
Ⅰ はじめに 

 平成 23 年度に整備を行ったキュービクル型モニタリングポストと水準調査用モニタリングポスト

は、可搬型モニタリングポストを屋外型キュービクル内に収めた構造で、安価で簡易に空間放射線の

監視システムが構築できる利点がある。 
 一方で、従来の局舎型モニタリングポストのように測定環境を一定とするための空調設備による動

的温度制御は行わず、自然対流とファンによる強制排気で静的温度制御を行っている。このため、気

温が高く、日光の直射でキュービクルそのものの温度が上昇する環境下では、当初設計で想定した内

部温度を超え、検出器の温度補償範囲（5℃～40℃）を逸脱する状況となった。 
 計測をになう可搬型モニタリングポストは、温度変動が想定される屋外での使用を前提とした設計

となっていることから温度補正機能を備えているが、整備後一年間にわたり観測データの検証を行っ

た結果、特に高温時において計測値

のゆらぎが見られた。また、温度変

化が原因とみられる機器本体の不

具合も発生したため、温度上昇対策

を行うこととした。 
 
Ⅱ 温度変化の影響について  

１ 観測データのゆらぎ 

 図-1 は平成 25 年 8 月 10 日から

20 日にかけての南条局（南越前町役

場前設置）における空間線量率およ

び通過率と検出器温度の変動をグ

ラフに表したものである。当該期間

中にまとまった降雨はなく、最高気

温が連日 30℃を超える状態で直射

日光の影響もあり検出器温度は

40℃を超える状態も多くなってい

た。 
 図-1 から分かる様に、温度が高く

なる時間帯において、空間線量率と

通過率の値が低下しており、観測デ

ータへの温度影響が疑われる。 
 同期間における南条局の検出器

温度と空間線量率の相関を表すと

図-2 のようになる。縦軸については、

グラフを見やすくするため、同期間

における検出器温度が 35℃以下の
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図-２ 検出器温度と空間線量の相関 
（南条局：平成 25 年 8 月 10 日～19 日） 

図-１ 温度変化による観測データの変動 
（南条局：平成 25 年 8 月 10 日～19 日） 



場合の空間線量率の平均値(63.2nGy/h)に対する変位を百分率で表している。 
 可搬型モニタリングポストは温度補償機能を有しており、5℃～40℃の範囲で±5％以内（137Cs フ

ォトピーク[662keV]に対し）に抑える仕様となっており、範囲を外れた場合は 5℃～40℃間の補正式

を外挿して補正を行う仕組みとなっている。グラフでも検出器温度 40℃以下においての偏位は±5％
以内に分布しているが、検出器温度が高くなるにつれ空間線量率が低く出る傾向にあることが分かる。 
夜半から明け方にかけての気温の低い時間帯にラドン娘核種の濃度変化による空間線量率の変動

が約 2nGy/h（変位率 3.2％）程度見られた他は日中の空間線量率は安定した状態にあったと推測され

ることから、日中の気温の高い時間帯で夜間に比べて 10％近く空間線量率が低く検出されるのは、検

出器の温度依存性により実際より低く計測されていた可能性がある。 
なお、この場合においても検出誤差は、要求仕様である±10％以内を満たしているが、日常の監視

業務を行う上で計測値の変動は極力低減すべきものであるため、温度上昇対策が求められる。 
２ 機器への悪影響 

 キュービクル型モニタリングポストや同様な構造の水準調

査用モニタリングポストでは、整備翌年から検出器内の NaI
シンチレータと光学窓の接着面に図-3 のような、はがれやク

ラックが発生し、測定値が変動するという不具合が起こった

ため、平成 25 年度に全ての NaI シンチレータを交換した。 
 シンチレータと光学窓は、本来エポキシ樹脂で密着した状

態で保たれているべきものだが、程度の違いはあるものの交

換した全てのシンチレータにこのようなはがれやクラックが

発生していた。当該シンチレータは、可搬型モニタリングポ

ストで使用実績のない海外メーカの製品であり、他の使用環

境下での実績と比較できないが、使用温度範囲を超える温度

変化によりシンチレータと光学窓の熱膨張率の差による歪み

が蓄積し、はがれやクラックが発生したものと考えられ、機

器の健全性を保つ上でも温度上昇対策が求められる。 
 

Ⅲ モニタリングポストの温度上昇要因 

１ モニタリングポストの構造 

 温度対策前のキュービクル型モニタリングポスト

および水準調査用モニタリングポストの構造は図-4
のとおりである。金属製の筐体にアクリル屋根を乗せ

た構造となっており、可搬型モニタリングポストの検

出部分を金属筐体上部の開口部からアクリル屋根内

側に突き出した状態で観測を行っている。 
 筐体内の温度管理は、排気ファンにより内部の空気

を強制排気することで外気を引き込み、過度な温度上

昇を抑制する構造としている。 
２ 温度上昇の要因 

 観測史上、福井県で気温が 40℃を超えたことはな

いが、直射日光による筐体およびアクリル屋根への輻

射熱で筐体内部の空気が暖められ検出器温度が 45℃
を超える状態となっていると考えられる。 
特に、検出部については金属筐体上部からアクリル屋根内部に突き出した構造となっており、アク

リル板は不透明であるが直射日光の差し込みもあるため、検出部は輻射熱により加熱されることとな

アクリル屋根 

排気口 

排気 
ファン 

吸気口 

図-４ 装置の概観 

キュービクル型 
モニタリングポスト  

水準調査用 
モニタリングポスト 

図-３ NaI シンチレータと光学窓のはがれ 



る。また、アクリル屋根と金属筐体間に通風口はない構造であり、アクリル屋根内部の空気は蓄熱効

果のため外気温以上に高温となる。 
一方、金属筐体部分についても排気ファンによる換気を行っているものの、筐体そのものには断熱

効果を持たないため、外気温以上の高温となっている。 
以上のように、筐体の温度上昇要因としては、主にアクリル屋根部分への直射日照による輻射熱お

よび、アクリル屋根内部空間が閉鎖状態であることによる蓄熱効果が主な要因となっている。 
 

Ⅳ 温度上昇対策 

 １ 輻射熱対策（直射日光対策） 

アクリル板越しに入射する日光による輻射熱で検出部およ

び金属筐体上面の温度が上昇するのを低減するため、アクリ

ル屋根裏面に遮光フィルムの貼り付けを行った。 
 ２ 放熱対策（通風対策） 

  アクリル屋根内部の空気が暖められその蓄熱効果による温

度上昇を抑制するため、内部空気が外気と置換されるよう、

金属筐体とアクリル屋根の間に約 2cm の通風隙間をあけて設

置するよう改修を行った。 
  なお、通風隙間には、埃・虫等の浸入を防ぐためフィルタ

を設置するとともに、隙間から吹き込んだ雨水が金属筐体上

部の開口部（可搬型モニタリングポスト検出部を出すための

穴）を経由して金属筐体内に浸入しないように、開口部周囲

にアクリル製の堰を設けるとともに、開口部と可搬型モニタ

リングポストの接合面のゴム製パッキンを強化するなどの対

策を行った。 
 ３ 対策の実施 

  上記の温度上昇対策について、平成 25 年 6 月から 8 月にかけ、納入業者の責任でキュービクル型

モニタリングポスト 5 基と水準調査用モニタリングポスト 10 基の施工を行った。なお、温度上昇対

策とあわせて、筐体内への雨水浸入対策を実施するとともに、可搬型モニタリングポストの NaI シン

チレータを国内メーカ品へ交換する作業も実施している。 
 
Ⅴ 対策の効果と評価 

 １ 検出器温度の上昇抑制効果 

  図-７に南条局（キュービクル型モニタリングポスト）における温度上昇対策前後の外気温と検出器

温度の相関を表す。キュービクル型モニタリングポストには、現地の外気温を測定する機能はないた

図-５ 温度上昇対策 

図-６ 温度上昇対策後写真 
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め、観測地点に最も近い気象庁の今庄観測所での観測値を外気温とし、比較のため対策後に降雨がな

く連日暑い日が続いた平成 26 年 7 月 22 日から 31 日にかけてのデータをプロットした。 
相関図をみると環状の分布をしているが、これは外気温に検出器温度が追随するのに時間遅れがあ

るため、外気温上昇過程と低下過程で相関の軌跡が変わるためである。 
温度上昇対策前後の相関図を比べると、対策後において分布の広がりが小さくなっていることが確

認できる。これは、アクリル屋根内の空気が外気と入れ替わるように通風隙間を設けたことで、蓄熱

効果が減少したため、外気温への追従性が向上したものと考えられる。また、気象条件が違うので一

概に比較できないが、外気温については温度上昇対策後の方が高い日があるにも関わらず、検出器温

度の最高値は対策前より 1.6℃低下しており、温度上昇対策が一定の効果を上げていることが確認で

きる。 
 ２ 測定結果への影響 

図-８に温度上昇対策後の南条局に

おける平成 26 年 7 月 22 日から 31
日にかけての検出器温度と空間線量

率の相関を示す。 
検出器温度が高くなるにつれ、空

間線量率が低く出る傾向は対策前と

変わりないが、通気性を増すなどし

たため検出器温度も下がりやすくな

り、偏位が 5％を超える 40℃以上に

なる頻度は少なくなるなど、測定結

果に対しても好影響が確認された。 
なお、計測値については、検出器

温度が 40℃を超える状況下でも仕様

で求める±10％を満足していること

が確認できた。 
 
Ⅵ 結語 

キュービクル型モニタリングポストおよび水準調査用モニタリングポストについては、安価で簡易

に空間放射線の監視システムとして導入されたもので、局舎型モニタリングポストのように空調機等

による動的な温度制御機能をもたないものであり、外気温や直射日光による計測環境の変動は避けら

れない。今回、それらの温度変動要因を最小限なものとするため、直射日光対策および通風対策をお

こなった。 
対策の結果、検出器温度の上昇が 1～2℃程度緩和され、一旦上昇した検出器温度も外気温に伴い速

やかに低下するよう改善された。これに伴い、計測値の偏位が概ね 5％以下となる検出器の温度補償

範囲（5℃～40℃）で計測できる環境が大きく広がったといえる。 
温度変化に伴う NaI シンチレータの劣化等の影響については長期の観察が必要であるため、今後と

も計測データへの温度影響について注意深く監視していくこととしたい。 
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図-８ 検出器温度と空間線量の相関 
（南条局：平成 26 年 7 月 22 日～31 日） 



図１－１  年 間 風 配 図 

 敦賀観測局（１時間値）   2013年 4月 1日から 2014年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２  年 間 風 配 図 

浦底観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３  年 間 風 配 図 

立石観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４  年 間 風 配 図 

河野観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（局舎建て替えのため、2013年 10月 21日 10時から 2014年 3月 25日 11時まで欠測） 



図１－５  年 間 風 配 図 

白木観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－６  年 間 風 配 図 

白木峠観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－７  年 間 風 配 図 

丹生観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－８  年 間 風 配 図 

竹波観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（局舎建て替えのため、2013年 10月 21日 14時から 2014年 3月 31日 24時まで欠測） 



図１－９  年 間 風 配 図 

坂尻観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１０ 年 間 風 配 図 

小浜観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１１ 年 間 風 配 図 

日角浜観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１２ 年 間 風 配 図 

宮留観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（局舎移転建て替えのため 2014年 3月 5日 9時から 3月 31日 24時まで欠測） 



図１－１３ 年 間 風 配 図 

阿納尻観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１４ 年 間 風 配 図 

長井観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１５ 年 間 風 配 図 

小黒飯観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１６ 年 間 風 配 図 

音海観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（局舎移転建て替えのため 2014年 2月 7日 11時から 3月 10日 13時まで欠測） 



図１－１７ 年 間 風 配 図 

神野浦観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１８ 年 間 風 配 図 

山中観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１９ 年 間 風 配 図 

玉川観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２０ 年 間 風 配 図 

織田観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図１－２１ 年 間 風 配 図 

米ノ観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２２ 年 間 風 配 図 

瓜生観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２３ 年 間 風 配 図 

白山観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２４ 年 間 風 配 図 

今立観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図１－２５ 年 間 風 配 図 

白崎観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２６ 年 間 風 配 図 

湯尾観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２７ 年 間 風 配 図 

古木観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２８ 年 間 風 配 図 

板取観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図１－２９ 年 間 風 配 図 

大良観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３０ 年 間 風 配 図 

宇津尾観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３１ 年 間 風 配 図 

東郷観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３２ 年 間 風 配 図 

粟野観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図１－３３ 年 間 風 配 図 

久々子観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３４ 年 間 風 配 図 

熊川観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３５ 年 間 風 配 図 

口名田観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３６ 年 間 風 配 図 

三重観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図１－３７ 年 間 風 配 図 

納田終観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３８ 年 間 風 配 図 

佐分利観測局（１時間値）  2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３９ 年 間 風 配 図 

三松観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４０ 年 間 風 配 図 

疋田観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図１－４１ 年 間 風 配 図 

神子観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４２ 年 間 風 配 図 

鳥羽観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４３ 年 間 風 配 図 

遠敷観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４４ 年 間 風 配 図 

南条観測局（１時間値）   2013 年 4月 1 日から 2014年 3月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



連続モニタリング結果 

 
表－１ 線量率最大値観測時の気象等の状況（２０１３年度） 

 

観測局 
観測日時 

（年.月.日.時） 

線量率 

最大値 

（nGy/h） 

気象状況＊１ 

当該時

降水量＊2 

（mm） 

当該月降雨無し時

の線量率平均値 

（nGy/h） 

南 条 ２０１３年 ４月 ７日１０時 ９３.９ 低気圧が急速に発達しながら

北東に進む。一部で大雨と強

風。 

２７.０ ６２.５ 

湯 尾 ２０１３年 ４月 ７日１１時 ９３.３ ３６.５ ４７.４ 

白 山 ２０１３年 ６月１９日１２時 １０４.０ 梅雨前線が停滞。一部で大雨。 ２４.０ ５９.２ 

今 立 ２０１３年 ６月２１日２２時 
 

１０５.６ 
台風 4 号が温帯低気圧となり

梅雨前線と一体化し通過した

ことによる降雨。 

１８.５ ５２.６ 

立 石 ２０１３年 ７月２４日 ９時 ９４.９ 

日本海の前線の影響により、

敦賀半島周辺部で短時間に大

雨。 

４０.５ ６９.５ 

河 野 ２０１３年 ７月２４日 ９時 ８６.１ ５７.０ ４６.６ 

白 木 ２０１３年 ７月２４日 ９時 １２８.２ ３８.０ ７９.３ 

白木峠 ２０１３年 ７月２４日 ９時 
 

１２７.９ ３１.０ ７８.７ 

丹 生 ２０１３年 ７月２４日 ９時 １００.０ ３４.０ ５９.９ 

大 良 ２０１３年 ７月２４日 ９時 ９９.８ ５７.０ ５３.７ 

米 ノ ２０１３年 ７月２９日１４時 ９８.３ 

梅雨前線が停滞し、暖かく湿

った空気が流れ込んだため広

い範囲で大雨。 

３２.５ ５３.５ 

敦 賀 ２０１３年 ７月２９日１８時 １１０.３ ２７.０ ５８.６ 

東 郷 ２０１３年 ７月２９日１８時 １１３.４ ３４.０ ６７.１ 

古 木 ２０１３年 ７月３０日 ３時 １０４.２ ４５.５ ５９.１ 

坂 尻 ２０１３年 ８月 １日 ６時 １３３.２ 
梅雨前線の影響で大雨。 

４６.０ ６１.３ 

疋 田 ２０１３年 ８月 １日 ７時 １２１.４ ４７.５ ７７.２ 

佐分利 ２０１３年 ９月２６日 １時 
 

１１１.５ 関東沖の台風 20 号に向けて

大陸から風。嶺南西部に降雨。 
１５.０ ４２.６ 

音 海 ２０１３年１１月１０日１７時 ９４.４ 発達中の低気圧と寒冷前線が

通過し、降雨と強風。 
１１.５ ４４.４ 

三 松 ２０１３年１１月１２日２３時 ８７.２ 冬型の気圧配置となり、降雨。 ３３.０ ２９.３ 

白 崎 ２０１３年１２月１０日１１時 １０９.０ 低気圧の通過により雷を伴う

降雨。 
２０.５ ５０.８ 

織 田 ２０１３年１２月１９日２２時 １０２.０ 
日本海に発生した低気圧によ

り、雷を伴う降雨。 

１４.５ ５１.０ 

宇津尾 ２０１３年１２月１９日２４時 ９４.８ １６.５ ４８.５ 
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観測局 
観測日時 

（年.月.日.時） 

線量率 

最大値 

（nGy/h） 

気象状況＊１ 

当該時

降水量＊2 

（mm） 

当該月降雨無し時

の線量率平均値 

（nGy/h） 

神野浦 ２０１３年１２月２７日 ８時 ８３.４ 

強い冬型の気圧配置となり、

雷・あられを伴う降雨または

降雪。 

２４.０ ２９.２ 

神 子 ２０１３年１２月２７日 ８時 １０８.５ １９.５ ６４.９ 

日角浜 ２０１３年１２月２７日 ９時 
 

７９.５ １９.０ ３０.１ 

宮 留 ２０１３年１２月２７日 ９時 ８８.８ １９.５ ３５.７ 

小 浜 ２０１３年１２月２７日１０時 ９２.７ ３０.５ ３９.７ 

遠 敷 ２０１３年１２月２７日１０時 ７７.１ ２３.５ ４２.７ 

玉 川 ２０１３年１２月２７日１４時 ９７.７ １１.０ ４７.２ 

阿納尻 ２０１３年１２月２７日１５時 ８５.２ １２.５ ３０.６ 

納田終 ２０１３年１２月２７日１５時 １０４.２ １４.５ ３８.８ 

三 重 ２０１３年１２月２７日１６時 １１４.４ １４.５ ４７.６ 

久々子 ２０１３年１２月２７日１７時 １０７.５ ６.０ ４８.１ 

熊 川 ２０１３年１２月２７日１７時 １２９.８ １４.５ ４２.５ 

鳥 羽 ２０１３年１２月２７日１７時 ７９.７ １３.５ ４６.２ 

竹 波 ２０１３年１２月２７日１８時 １１９.８ ４.５ ７０.７ 

粟 野 ２０１３年１２月２７日２０時 １２１.８ ４.５ ６５.５ 

板 取 ２０１４年 １月 １日１３時 １０１.２ 
寒冷前線の通過により、雷・

あられを伴う降雨。 

２１.０ ３６.８ 

浦 底 ２０１４年 １月 １日１４時 １２０.９ １７.０ ７３.５ 

山 中 ２０１４年 １月 ９日 ６時 ８６.０ 
強い冬型の気圧配置となり、

降雪。 

１９.０ ２７.２ 

長 井 ２０１４年 １月 ９日 ７時 ８９.６ ９.５ ３５.４ 

小黒飯 ２０１４年 １月１３日 ４時 ８３.４ 冬型の気圧配置となり、降雪。 １３.５ ３９.６ 

口名田 ２０１４年 １月２１日２３時 ９１.５ 冬型の気圧配置となり、降雪。 ７.５ ３４.９ 

瓜 生 ２０１４年 ２月 ３日１９時 ９３.１ 寒冷前線の通過により、降雨

または降雪。 
５.０ ５０.５ 

＊１ 福井地方気象台発行「福井県の気象・地震概況」の気象概況および気象庁が公表している日々の天気図を参考に記載した。 
＊２ 当該時降水量は、各観測局における当該時刻を含む３時間前までの降水量を表す。 
＊３ 立石観測局は観測局建て替えに伴う欠測期間（２０１３年１０月２１日１０時～２０１４年３月２５日１１時）を除く最大値で

ある。 
＊４ 丹生観測局は観測局建て替えに伴う欠測期間（２０１３年１０月２１日１４時～２０１４年３月３１日２４時）を除く最大値で

ある。 
＊５ 音海観測局は観測局移転に伴う欠測期間（２０１４年２月７日１２時～２０１４年３月１０日１２時）を除く最大値である。 
＊６ 宮留観測局は観測局移転に伴う欠測期間（２０１４年３月５日１０時～２０１４年３月３１日２４時）を除く最大値である。 
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表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

敦賀   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

浦底   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

立石   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

河野   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 立石局は局舎建て替えのため、2013 年 10 月 21 日 10 時から 2014 年 3 月 25 日 11 時まで欠測。 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

白木   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

白木峠  観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

丹生   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

竹波   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 丹生局は局舎建て替えのため、2013 年 10 月 21 日 14 時から 2014 年 3 月 31 日 24 時まで欠測。 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

坂尻   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

小浜   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

日角浜  観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

宮留   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 宮留局は局舎移転建て替えのため、宮留バス停での観測を 2014 年 3 月 5 日 9 時に終了。3 月 31 日まで欠測。 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

阿納尻  観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

長井   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

小黒飯  観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

音海   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 音海局は局舎建て替えのため、洞昌禅寺横広場東脇での観測を 2014 年 2 月 7 日 11 時に終了。 
旧音海小中学校での観測を 2014 年 3 月 10 日 13 時に開始。 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

神野浦  観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

山中   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

玉川  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

織田   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

米ノ  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

瓜生   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

白山  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

今立   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

白崎  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

湯尾   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

古木  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

板取   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

大良  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

宇津尾  観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

東郷  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

粟野   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

久々子 観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

熊川   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

口名田 観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

三重   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

納田終 観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

佐分利  観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

三松  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

疋田   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

神子  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

鳥羽   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

遠敷  観測局                                               2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 

降雨の有無による月間統計結果 

南条   観測局                                              2013年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－3 

降雨の有無による年間統計結果 

(2013年 4月 ～ 2014年 3月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3 

降雨の有無による年間統計結果 

(2013年 4月 ～ 2014年 3月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1 ＊2 ＊3 

＊4 

＊1：立石局は局舎建て替えのため、2013 年 10 月 21 日 10 時から 2014 年 3 月 25 日 11 時まで欠測。 
＊2：丹生局は局舎建て替えのため、2013 年 10 月 21 日 14 時から 2014 年 3 月 31 日 24 時まで欠測。 
＊3：宮留局は局舎移転建て替えのため、宮留バス停での観測を 2014 年 3 月 5 日 9 時に終了。3 月 31 日まで欠測。 

＊4：音海局は局舎建て替えのため、洞昌禅寺横広場東脇での観測を 2014 年 2 月 7 日 11 時に終了。 
旧音海小中学校での観測を 2014 年 3 月 10 日 13 時に開始。 

 



表－3 

降雨の有無による年間統計結果 

(2013年 4月 ～ 2014年 3月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3 

降雨の有無による年間統計結果 

(2013年 4月 ～ 2014年 3月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表－４

観測局 線量率増加 「　各　月　平　均　値　＋　３　倍　の　標　準　偏　差　」を　超　え　た　デ　ー　タ　数 合　計
名　称 原因別内訳 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

*1 降　雨 22 14 16 13 13 12 1 欠測 欠測 欠測 欠測 5 96
立　石 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 0 0
降　雨 21 20 17 16 15 18 10 19 24 12 17 21 210

浦　底 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 21 14 15 15 11 13 1 22 13 15 16 22 178

敦　賀 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 11 0 0 0 0 0 11

敦 降　雨 27 17 17 17 12 13 6 22 12 16 12 25 196
賀 東　郷 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
地 その他 0 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4
区 降　雨 21 15 12 14 11 10 1 22 9 14 9 24 162

粟　野 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 1 0 0 0 0 10 0 0 0 0 0 11
降　雨 20 20 16 19 19 21 8 25 15 13 19 21 216

大　良 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

敦 降　雨 21 19 13 19 19 18 13 15 19 21 19 17 213
賀 河　野 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
・ その他 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
白 降　雨 23 23 18 25 22 21 18 26 19 11 10 12 228
木 板　取 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
・ その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
美 降　雨 20 21 16 17 12 21 9 25 25 17 18 23 224
浜 白 白　木 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
エ 木 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
リ 地 降　雨 16 19 16 15 16 20 9 22 22 18 15 24 212
ア 区 白木峠 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
*2 降　雨 21 20 17 15 16 26 5 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 120

丹　生 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 0

美 降　雨 23 20 16 13 15 19 11 25 21 17 20 24 224
浜 竹　波 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
地 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
区 降　雨 20 22 17 20 15 19 12 22 15 16 16 22 216

坂　尻 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 21 18 20 16 20 25 10 25 16 18 12 25 226

久々子 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 14 4 11 13 7 13 0 19 6 14 9 20 130

疋　田 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 9 0 0 0 0 0 9
降　雨 21 18 17 19 18 18 16 19 16 16 12 17 207

神　子 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 21 14 16 16 15 13 7 20 13 6 4 14 159

宇津尾 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 8

広 降　雨 14 16 15 21 13 17 9 20 19 7 9 18 178
域 湯　尾 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
監 その他 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3
視 降　雨 13 17 14 19 11 17 8 21 19 18 13 17 187
地 南　条 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
区 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

降　雨 22 20 16 24 15 15 11 17 10 3 8 16 177
古　木 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 18 21 15 25 18 17 11 20 14 12 4 22 197

白　山 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 23 17 17 22 19 14 7 15 19 11 11 22 197

白　崎 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 21 18 18 21 12 13 8 12 13 17 10 21 184

瓜　生 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 17 20 15 24 15 19 12 17 22 19 15 19 214

今　立 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 22 22 16 24 16 18 15 17 12 17 17 16 212

米　ノ 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 20 22 14 22 19 19 13 20 17 16 6 19 207

織　田 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 25 19 15 19 18 25 10 17 18 18 15 18 217

玉　川 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 548 490 425 503 412 474 241 504 408 362 316 504 5187

エリア小計 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 1 0 0 0 0 46 0 0 0 0 0 47

*1:立石局は局舎建て替えのため、2013年10月21日10時から2014年3月25日11時まで欠測。
*2:丹生局は局舎建て替えのため、2013年10月21日14時から2014年3月31日24時まで欠測。

線量率が平常値の範囲を超えたデータ数と原因別内訳

 2013年 4月 ～  2014年 3月 ;1時間値

地
区 の 



表－４

観測局 線量率増加 「　各　月　平　均　値　＋　３　倍　の　標　準　偏　差　」を　超　え　た　デ　ー　タ　数 合　計
名　称 原因別内訳 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

*1 降　雨 19 17 24 20 23 20 17 20 16 21 16 3 216
宮　留 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 18 17 24 19 20 17 17 21 14 20 14 26 227

日角浜 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 21 19 23 21 16 17 22 23 15 20 16 26 239

長　井 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大 降　雨 22 19 23 18 16 10 12 19 16 20 15 25 215
飯 佐分利 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
地 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
区 降　雨 18 18 21 22 21 18 18 20 15 22 10 23 226

小　浜 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 21 22 23 22 19 19 19 19 17 23 16 25 245

阿納尻 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大 降　雨 18 15 21 16 11 18 13 23 13 23 18 23 212
飯 口名田 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
・ その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
高 降　雨 17 10 21 21 14 14 8 19 17 21 12 13 187
浜 遠　敷 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
エ その他 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2
リ *2 降　雨 20 20 27 24 22 24 17 15 12 17 6 18 222
ア 音　海 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 17 20 25 26 23 21 17 18 13 17 13 23 233

小黒飯 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高 降　雨 21 21 26 24 22 19 21 17 13 24 17 26 251
浜 神野浦 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
地 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
区 降　雨 21 21 22 25 22 23 24 17 14 22 16 22 249

山　中 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 20 21 24 25 22 20 17 22 15 19 16 20 241

三　松 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 15 7 14 11 8 14 9 20 14 17 8 16 153

三　重 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1

広 降　雨 25 17 19 10 12 16 16 20 17 18 10 14 194
域 納田終 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
監 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
視 降　雨 21 17 22 18 13 18 11 21 13 18 15 17 204
地 鳥　羽 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
区 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

降　雨 18 17 23 24 14 24 15 20 12 22 9 18 216
熊　川 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
降　雨 332 298 382 346 298 312 273 334 246 344 227 338 3730

エリア小計 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3
降　雨 880 788 807 849 710 786 514 838 654 706 543 842 8917

合　　計 発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 1 0 0 0 0 49 0 0 0 0 0 50

*1:宮留局は局舎移転建て替えのため、宮留バス停での観測を2014年3月5日9時に終了。3月31日まで欠測。
*2:音海局は局舎建て替えのため、洞昌禅寺横広場東脇での観測を2014年2月7日11時に終了。
　旧音海小中学校での観測を2014年3月10日13時に開始。

地
区

線量率が平常値の範囲を超えたデータ数と原因別内訳

 2013年 4月 ～  2014年 3月 ;1時間値

の 



表－５

通過率が平常値の範囲を超えたデータ数と原因別内訳
 2013年 4月 ～  2014年 3月 :1時間値

地 観測局
「　各　月　通　過　率　平　均　値　＋　３　倍　の　標　準　偏　差　」　を　超　え　た　デ　ー　タ　数

区 名　称 通過率増加の
原因別内訳

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（上）降雨 21 9 17 14 12 12 1 欠測 欠測 欠測 欠測 5 91
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 0 0

*1 （下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 0 0
立　石 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 0 0

　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 0 0
（上）降雨 19 19 19 20 18 19 14 15 18 16 12 21 210
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浦　底 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 22 14 20 21 16 20 9 13 4 15 8 15 177
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

敦　賀 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 4 0 8
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 21 15 18 20 15 21 13 20 4 13 3 17 180
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東　郷 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 7 0 21 0 28
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 20 18 20 19 18 25 16 16 1 13 6 22 194
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

粟　野 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 6 1 12 0 19
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 15 19 17 21 26 14 10 16 0 3 16 16 173
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大　良 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 28 14 3 0 45
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 17 10 14 18 15 17 9 10 12 13 10 15 160
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

河　野 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 19 24 21 29 24 21 22 15 12 8 8 7 210
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

板　取 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 22 20 19 20 19 23 17 17 18 16 15 18 224
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

白　木 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 18 21 18 19 22 22 17 18 19 18 8 24 224
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

白木峠 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

*1:立石局は局舎建て替えのため、2013年10月21日10時から2014年3月25日11時まで欠測。

合計

敦
賀

白
木



表－５

通過率が平常値の範囲を超えたデータ数と原因別内訳
 2013年 4月 ～  2014年 3月 :1時間値

地 観測局
「　各　月　通　過　率　平　均　値　＋　３　倍　の　標　準　偏　差　」　を　超　え　た　デ　ー　タ　数

区 名　称 通過率増加の
原因別内訳

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（上）降雨 22 21 18 21 22 27 9 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 140
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 0

*1 （下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 0
丹　生 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 0

　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 欠測 欠測 欠測 欠測 欠測 0
（上）降雨 22 19 18 17 19 24 18 21 20 16 12 19 225
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

竹　波 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 19 19 23 25 23 24 15 23 0 15 17 20 223
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

坂　尻 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 7 4 1 0 12
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 22 21 21 23 25 25 19 19 3 20 19 20 237
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

久々子 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 2 0 6
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 1 3 0 17 18 16 6 11 2 11 11 8 104
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

疋　田 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 4 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 5
（上）降雨 4 1 1 1 2 0 0 3 4 1 7 1 25
　〃　その他 0 3 0 0 3 0 2 0 0 0 0 0 8
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神　子 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 3 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 5
（上）降雨 20 14 21 22 19 18 15 15 2 0 3 3 152
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宇津尾 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 15 19 22 24 24 24 19 12 8 2 10 11 190
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

湯　尾 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 11 0 6 0 17
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 6 4 0 0 0 0 0 1 3 0 1 3 18
　〃　その他 0 6 0 0 0 0 0 1 0 1 0 2 10
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

南　条 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 5 0 3 20 17 5 0 0 0 0 0 0 50
（上）降雨 24 22 20 27 25 20 17 12 0 0 2 5 174
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

古　木 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 8 9
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

*1:丹生局は局舎建て替えのため、2013年10月21日14時から2014年3月31日24時まで欠測。
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表－５

通過率が平常値の範囲を超えたデータ数と原因別内訳
 2013年 4月 ～  2014年 3月 :1時間値

地 観測局
「　各　月　通　過　率　平　均　値　＋　３　倍　の　標　準　偏　差　」　を　超　え　た　デ　ー　タ　数

区 名　称 通過率増加の
原因別内訳

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（上）降雨 19 20 15 23 16 20 13 10 5 0 2 11 154
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

白　山 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 19 0 1 0 20
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 21 19 18 29 22 19 17 9 4 0 3 14 175
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

白　崎 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 16 0 0 0 16
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 20 21 19 21 17 26 18 7 7 9 6 13 184
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

瓜　生 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 8 0 11 0 19
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 17 18 15 20 16 18 9 10 6 9 6 11 155
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

今　立 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 7 0 10
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 12 23 18 21 15 16 13 14 14 11 15 19 191
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

米　ノ 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 22 24 17 23 22 22 20 12 7 4 7 13 193
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

織　田 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 22 17 13 20 13 18 11 11 15 18 14 13 185
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

玉　川 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計
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表－５

通過率が平常値の範囲を超えたデータ数と原因別内訳
 2013年 4月 ～  2014年 3月 :1時間値

地 観測局
「　各　月　通　過　率　平　均　値　＋　３　倍　の　標　準　偏　差　」　を　超　え　た　デ　ー　タ　数

区 名　称 通過率増加の
原因別内訳

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（上）降雨 12 18 23 13 19 18 10 12 12 15 15 0 167
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

*1 （下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
宮　留 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 18 21 26 24 25 22 22 18 10 9 13 14 222
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

日角浜 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 17 20 27 26 21 25 22 20 13 16 19 18 244
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長　井 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 18 20 25 24 18 22 26 22 17 16 14 18 240
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐分利 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 12 17 24 20 20 20 16 16 9 16 8 13 191
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　浜 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 15 21 23 22 22 20 16 16 9 18 17 14 213
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

阿納尻 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 17 18 27 26 18 25 25 19 6 13 12 21 227
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

口名田 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 2 0 2 0 0 0 0 3 1 0 2 0 10
　〃　その他 3 7 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 11
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

遠　敷 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 1 5 0 0 0 0 2 0 5 1 0 1 15

*1:宮留局は局舎移転建て替えのため、宮留バス停での観測を2014年3月5日9時に終了。3月31日まで欠測。

合計

大
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表－５

通過率が平常値の範囲を超えたデータ数と原因別内訳
 2013年 4月 ～  2014年 3月 :1時間値

地 観測局
「　各　月　通　過　率　平　均　値　＋　３　倍　の　標　準　偏　差　」　を　超　え　た　デ　ー　タ　数

区 名　称 通過率増加の
原因別内訳

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（上）降雨 17 20 28 22 20 20 18 16 12 12 6 9 200
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

*1 （下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
音　海 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 9 15 18 18 17 13 8 16 13 10 9 3 149
　〃　その他 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小黒飯 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 15 21 29 24 23 19 21 21 14 16 7 13 223
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神野浦 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 15 19 28 25 24 19 23 18 4 11 14 6 206
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山　中 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 16 22 30 28 20 21 24 24 15 11 13 11 235
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三　松 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 19 17 22 21 18 24 18 19 15 11 2 9 195
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三　重 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 20 21 24 27 20 19 23 20 18 6 8 5 211
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

納田終 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（上）降雨 7 1 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 13
　〃　その他 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥　羽 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 1 0 0 0 0 2 7 6 0 0 2 18
（上）降雨 19 20 28 25 21 25 21 18 0 7 9 3 196
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（下）発電所影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊　川 　〃　降雨時 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　積雪 0 0 0 0 0 0 0 0 14 0 0 1 15
　〃　静穏時Rn影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　〃　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

*1:音海局は局舎建て替えのため、洞昌禅寺横広場東脇での観測を2014年2月7日11時に終了。
　旧音海小中学校での観測を2014年3月10日13時に開始。
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越前町 鯖江市 

越前市 

南越前町 

敦賀市 

美浜町 
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小浜市 
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京都府 

玉川 

織田 

米ノ 

白山 

瓜生 

今立 

湯尾 古木 

板取 
宇津尾 

東郷 

粟野 

熊川 

口名田 

三重 納田終 

佐分利 

東三松 

10km 5 0 

南条 

疋田 

神子 

鳥羽 

遠敷 

（原子力環境監視センター） 

敦賀発電所から３０ｋｍ 

美浜発電所から３０ｋｍ 

 付－１ 空間線量率連続測定・積算線量測定地点（平成25年度調査計画） 

日本原子力発電㈱敦賀発電所 
 １号機 ＢＷＲ 1970. 3  357MW 
 ２号機 ＰＷＲ 1987. 2 1,160MW 
(独)日本原子力研究開発機構 
 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん） 

N 

＜敦賀・白木・美浜エリア＞ 
 敦賀地区：エリア内の原子力施設から概ね１０ｋｍ圏の敦賀市、南越前町の地点 
 白木地区：敦賀市白木地区の地点 
 美浜地区：エリア内の原子力施設から概ね１０ｋｍ圏の美浜町の地点 
 広域地区：エリア内の原子力施設から１０～３０ｋｍ圏の地点 

大良 

河野 

敦賀 

坂尻 

阿納尻 

小浜 

長井 

山中 

原子力発電所 

線量率および浮遊じん連続測定地点

線量率連続測定地点（施設者） 

積算線量測定地点（県・施設者） 

線量率連続測定地点（県） 

県テレメータ中央監視局 

 線量率（県、施設者）および浮遊じん(県）連続測定の結果は、 
 「環境放射線監視テレメータシステム」により、 
  原子力環境監視センターに一括収集している。 

浦底 

立石 

白木 

白木峠 丹生 

竹波 

日角浜 

宮留 

小黒飯 

神野浦 

音海 

越前厨 

甲楽城 

今庄 

杉津 

阿曽 

五幡 

赤崎 

佐田 

菅浜 

関西電力㈱美浜発電所 
 １号機 ＰＷＲ 1970.11  340MW 
 ２号機 ＰＷＲ 1972. 7  500MW 
 ３号機 ＰＷＲ 1976.12  826MW 

(独)日本原子力研究開発機構 
 高速増殖原型炉もんじゅ 
  ＦＢＲ 1995. 8(初送電) 280MW 

久々子 郷市 

早瀬 日向 

三方 

上中 

堅海 

西津 

小浜市野球

関西電力㈱大飯発電所 
 １号機 ＰＷＲ 1979. 3   1,175MW 
 ２号機 ＰＷＲ 1979.12   1,175MW 
 ３号機 ＰＷＲ 1991.12   1,180MW 
 ４号機 ＰＷＲ 1993. 2   1,180MW 
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鹿野 
川上 
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田ノ浦 
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田井 
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大谷 

元比田 

松栄 

吉河 

松島 

沓見 
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縄間 

常宮 
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手ノ浦 
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和田 

新庄 
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西勢 

東勢 
鯉川 

名田庄 

犬見 

西村 

六路谷 

下 

上瀬 

高野 

関西電力㈱高浜発電所 
 １号機 ＰＷＲ 1974.11   826MW 
 ２号機 ＰＷＲ 1975.11   826MW 
 ３号機 ＰＷＲ 1985. 1   870MW 
 ４号機 ＰＷＲ 1985. 6   870MW 

＜大飯・高浜エリア＞  
 大飯地区：エリア内の原子力施設から概ね１０ｋｍ圏のおおい町、小浜市の地点 
 高浜地区：エリア内の原子力施設から概ね１０ｋｍ圏の高浜町、舞鶴市の地点 
 広域地区：エリア内の原子力施設から１０～３０ｋｍ圏の地点 
        

大飯発電所から３０ｋｍ 

宮崎 

武生 
越前市妙法寺町 

白崎 

敦賀・白木・美浜エリア 

大飯・高浜エリア 



付－２ 県環境放射線監視テレメータシステム測定項目、測定器仕様 
 
Ⅰ 県観測局別の測定項目 

 

    測定 
   項目 
 
観測 
局名称 

線 
量 
率 
 
低 

計 
数 
率 
 
１ 

計 
数 
率 
 
２ 

計 
数 
率 
 
３ 

計 
数 
率 
 
４ 

通 
過 
率 

線 
量 
率 
 
高 

風 
 
 
向 

風 
 
 
速 

雨 
 
 
量 

感 
 
 
雨 

温 
 
 
度 
 

積 
雪 
深 
度 

ダ 
ス 
ト 
 
α 

ダ 
ス 
ト 
 
β 

ダ 
ス 
ト 
β 
α 

ダ 
ス 
ト 
流 
量 

立  石 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
浦  底 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
敦  賀 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      
東 郷 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
粟 野 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
疋 田 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
白  木 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
白木峠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
丹  生 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
竹  波 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
坂 尻 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○ 
久々子 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
神 子 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
鳥 羽 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
熊 川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
宮  留 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
日角浜 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
長 井 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○ 
佐分利 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
三 重 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
納田終 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
小  浜 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      
阿納尻 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ 
遠 敷 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○           
口名田 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
音  海 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
小黒飯 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
神野浦 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
山 中 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○ 
三 松 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
大 良 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
河 野 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ 
板 取 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
宇津尾 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
湯 尾 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
南 条 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
古 木 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
米 ノ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
織 田 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
玉 川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
白 山 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
白 崎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
瓜 生 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       
今 立 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       



 

 

（備考） 

・通過率は演算項目。 

・遠敷局は、風向・風速、雨量のデータを気象庁小浜観測所のデータで代用している。 

・ダストのα、β、βαは、α計数、β計数、βα偽同時計数。 

・この表以外に、α、βそれぞれの計数から求めたラドン娘核種等価の平衡仮定濃度

およびそれらの比、降雨コード等を演算項目として保存している。 

・河野、坂尻、阿納尻、長井、山中局はダスト・ヨウ素サンプラーを設置。 

 



 
Ⅱ 測定器仕様 

 

１ 空間線量率測定装置 （測定項目：線量率-低、計数率-１・２・３・４、線量率-高） 

※通過率は、「線量率-低」と「計数率-１」から演算する。 
(1) 低線量率測定装置 

① 検出器 ２"φ×２"-NaI(Tl)シンチレーション検出器 
② 線量測定範囲 ５０～３，０００keVのγ線に対し、バックグランドレベル(B.G.)～ 
         １０μGy/h 

 

(2) 低線量率測定装置シングルチャンネルアナライザのエネルギー設定 
① SCA1(計数率1)＝   50 ～3,000keV、  ② SCA2(計数率2)＝ 250～450keV 
③ SCA3(計数率3)＝1,690 ～1,840keV、 ④ SCA4(計数率4)＝  50～250keV 

 

(3) 高線量率測定装置（(4)以外の観測局） 

① 検出器 アルミニウム製球形加圧型電離箱、約１４ℓ 、４気圧 
② 線量測定範囲 バックグランドレベル (B.G.)～１００mGy/h 

 

(4) 高線量率測定装置（疋田、神子、鳥羽、遠敷、南条） 

① 検出器 ＳＳＤ検出器 
② 線量測定範囲 ５０keV以上のγ線に対し、１０μGy/h～１００ｍGy/h 

 

２ 気象測定装置 （測定項目：風向、風速、雨量、感雨、温度、積雪深度） 

(1) 風向・風速計 
① 測定方式 プロペラ型（４枚羽根、ポリカーボネイト樹脂製） 

風向 光ロータリエンコーダ式、風速 光パルス式、ブラシレス方式 
② 測定範囲 風向 全方位、０～５４０°方式、精度±３°以内 

風速 ０.４～９０m/s、 
精度 １０m/s以下 ±０．３m/s以内、１０m/s以上 ±３％以内 

（起動風速０．４m/s以下) 
 

(2) 雨雪量計 
① 測定方式 転倒ます方式（受水口径：２００mmφ） 
② 測定範囲 一転倒雨量 ０.５mm 

精度 ±０.５mm（雨量２０mm以下）、精度３％以内（雨量２０mm以上） 
 

(3) 感雨雪計 
① 測定方式 電極間抵抗変化方式（無指向性、検出部はヒータコントロール付） 
② 測定範囲 約０．５mmφ以上の雨滴付着で検知 

 
(4) 温度 

① 測定方式 強制通風型白金測温抵抗式 
② 測定範囲 温度（－１０～＋５０℃、精度±０．５℃以内）、 

 
(5) 積雪深計 

① 方  式 超音波式（音速補正装置付） 
② 測定範囲 ０～２００cm、精度±１cm 



 
３ 連続浮遊じん採取測定装置 （測定項目：ダストα、β、β・α、ダスト流量） 

① 出力信号 α計数、β計数、β･α同時計数、捕集流量（約100/分）を１０分毎に収集 
② 使用ろ紙 ＨＥ－４０Ｔ （９０m長尺ろ紙使用、ADVANTEC社製） 
③ 測定方法 浮遊じんの捕集中に捕集面をリアルタイムに測定、 

３時間毎（時間間隔は変更可能）のろ紙間欠移動方式 

④ ヨウ素   １ヶ月連続捕集、ﾌﾟﾚﾋｰﾀ付き、CHC-50（TEDA 10%添着活性炭、ADVANTEC社製） 
⑤ 河野、坂尻、阿納尻、長井、山中局のダスト・ヨウ素サンプラーは、測定部を除き同仕様。 



 付-３　　事業者測定地点等一覧 （平成２６年３月末現在）

〔空間線量率〕　　　　　　　　　　　      　　        　　　　　　                       　　　　         　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　    （ 単位：nGy/h ）

地区 観測局名 詳細地点名     市町村名 地区 観測局名 詳細地点名 市町村名

　 立石MP 立石山頂付近 敦賀市 　 新庄MP 日吉神社 美浜町

　 猪ヶ池MP 敦賀原子力館下   〃 美 早瀬MP 水無月神社   〃

　 浦底MP 県水産試験場裏   〃 浜 日向MP 日向漁業センター   〃

敦 立石MS 立石集落入口県道脇   〃 三方MP 若狭町役場三方庁舎 若狭町

　 浦底MS 浦底警備派出所跡北   〃

賀 色ケ浜MS 白山神社   〃 　 大飯MP1 発電所構内・鯨谷 おおい町

五幡MS 東浦公民館   〃 　 大飯MP2 発電所構内・取水口   〃

杉津MS 東浦小中学校下国道脇   〃 　 大飯MP3 エルﾊﾟ-ｸ大飯下三叉路   〃

甲楽城MS 河野小学校前 南越前町 　 大飯MP4 大島公民館   〃

今庄MS 南越前町今庄総合事務所 南越前町 　 大飯MP5 発電所構内・大谷口   〃

大 大飯MS 発電所構内・守衛所横   〃

ふげんMP１　＊ ふげん構内・西敷地境界付近 敦賀市 　 本郷MP おおい町役場   〃

敦 ふげんMP２　＊ ふげん構内・北敷地境界付近   〃 　 鹿野MP 佐分利小学校   〃

賀 赤崎MS 赤崎区民センター   〃 　 川上MP 川上公民館   〃

阿曽MP 東浦体育館   〃 飯 堅海MP 県栽培漁業センター 小浜市

越前廚MS 城崎小学校脇 越前町 　 西津MP 小浜漁協西津支所   〃

　 もんじゅMP1 発電所北東敷地境界 敦賀市 小浜MP 小浜市営野球場   〃

　 もんじゅMP2 発電所東南東敷地境界   〃 加斗MP 加斗小学校   〃

白 もんじゅMP3 発電所南南東敷地境界   〃 上中MP 若狭町上中体育館 若狭町

　 もんじゅMP4 発電所南西敷地境界   〃 名田庄MP 名田庄観光館     おおい町

木 もんじゅMS 発電所構内・環境管理棟横   〃

　 松ケ崎MS もんじゅ隧道南口付近   〃 　　 高浜MP1 音海漁港奥 高浜町

　 沓MS 旧市営駐車場   〃 　　 高浜MP2 発電所構内・取水口   〃

　 　　 高浜MP3 白浜トンネル北口   〃

　 美浜MP1 発電所構内・丹生大橋付近 美浜町 　　 高浜MP4 神野浦道路脇   〃

　 美浜MP2 発電所構内・半島先端部   〃 高 高浜MP5 発電所構内・3,4号機放水口   〃

　 美浜MP3 丹生診療所   〃 高浜MS 南東敷地境界   〃

美 美浜MP4 高那弥神社   〃 　　 日引MP 旧日引小学校   〃

美浜MP5 発電所構内・奥浦   〃 浜 青郷MP 青郷小学校   〃

浜 美浜MS 関電丹生寮敷地内   〃 高浜MP 高浜小学校   〃

菅浜MP 農業構造改善センター   〃 和田MP 和田小学校   〃

佐田MP 美浜東小学校   〃 田井MP 田井コミュニティーセンター 舞鶴市

郷市MP 美浜町役場   〃 夕潮台MP 夕潮台公園   〃

＊　原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん） 　

〔気象測定〕               　　　　　　　　　　　             　　　　　　　　　　　　　　　　         （WD：風向、WD：風速、T ：気温、PR：降水量、Sta:大気安定度）

地区 観測局名 詳細地点名    測定項目 地区 観測局名 詳細地点名    測定項目

　 敦賀 気象露場 発電所構内 T,PR,Sta 　　　　　美　新庄 関電嶺南変電所 WD,WV,T,PR

　 敦賀気象13m   　　〃 WD,WV 　　　　浜 三方 若狭町三方庁舎 WD,WV,T,PR

敦 敦賀気象70m   　　〃 WD,WV 　　　 　 大飯気象露場 発電所構内 T,PR,Sta

　 敦賀気象148m  　　 〃 WD,WV 大飯気象27m 　　　〃 WD,WV

賀 杉津気象MS 東浦小中学校下国道脇 WD,WV,PR 関 大 大飯気象47m 　　　〃 WD,WV

甲楽城MS 河野小学校前 WD,WV,PR 大飯気象80m 　　　〃 WD,WV

今庄気象MS 南越前町今庄総合事務所前国道脇 WD,WV,PR 日角浜気象MP 大島公民館 WD,WV,T,PR

赤崎気象MS 赤崎区集落ｾﾝﾀｰ WD,WV,PR 西 飯 本郷気象MP おおい町役場 WD,WV,T,PR

越前廚気象MS 城崎小学校脇 WD,WV,PR 　 小浜気象MP 勤労者体育ｾﾝﾀｰ野球場 WD,WV,T,PR

　 もんじゅ気象鉄塔 発電所構内 WD,WV 上中気象MP 若狭町上中体育館 WD,WV,T,PR

白 もんじゅ気象露場 　　　〃 WD,WV,T,PR,Sta 電 名田庄気象ＭＰ おおい町名田庄総合事務所 WD,WV,T,PR

木 松ヶ崎気象MS もんじゅ隧道南口付近 WD,WV,T,PR 高浜気象露場 発電所構内 T,PR,Sta

　 沓気象MS 旧市営駐車場 WD,WV,PR 高浜気象PR館 　　　〃 WD,WV

　 美浜気象露場 発電所構内 T,PR,Sta 力 高 高浜気象放水口 　　　〃 WD,WV

美 美浜気象ｸﾞﾗﾝﾄﾞ 　　　〃 WD,WV 神野浦気象MP 神野浦道路脇 WD,WV,T,PR

　 美浜気象山頂 　　　〃 WD,WV 浜 宮崎気象 高浜 WD,WV,T,PR

浜 竹波気象 関電落合川ポンプ所 WD,WV,T,PR （高浜町役場東側構外駐車場）

郷市気象MP 美浜町役場 WD,WV,T,PR 舞鶴気象 関電舞鶴営業所（浜） WD,WV,T,PR
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〔放水口モニタ〕 　　　　　　　　　　　  （単位:cps） 〔排気筒モニタ〕            　　    （単位:cps）

地区 モ　ニ　タ　場　所 　 地区 モ　ニ　タ　場　所

原 敦 敦賀発電所１号放水口 原 敦 敦賀１号排気筒

電 賀     〃    ２号放水口 電 賀 敦賀２号排気筒

機 白 ふげん放水口　＊ 機 白 ふげん　＊

構 木 もんじゅ放水口 構 木 もんじゅ排気筒

美 美浜発電所１，２号放水口 　 　 美浜１号補助建屋排気筒

浜 美浜発電所３号放水口 　 　 　〃　　　格納容器排気筒

大 大飯発電所１，２号放水口 関 美 美浜２号補助建屋排気筒

飯 　　〃　　　　３，４号放水口 電 浜 　〃　　　格納容器排気筒

高 高浜発電所１，２号放水口 　 　 美浜３号補助建屋排気筒

浜 　　〃　　　　３，４号放水口 　 　 　〃　　　格納容器排気筒

＊原子炉廃止措置研究開発センター 　 大飯１号アニュラス排気筒

　 　〃　　　プラント排気筒

〔電気出力〕                               　（単位：％） 　   大 大飯２号アニュラス排気筒

原 敦 敦賀発電所１号機 　 飯 　〃　　　プラント排気筒

電 賀 　　〃　　　　２号機 　 大飯３号排気筒

機 敦 ふげん　＊ 関 　 大飯４号排気筒

構 賀 もんじゅ 電 　 高浜１号補助建屋排気筒

美 美浜発電所１号機 　 　 　〃　　　格納容器排気筒

浜 　　〃　　　　２号機 　 　 高浜２号補助建屋排気筒

　　〃　　　　３号機 　 高 　〃　　　格納容器排気筒

　 大飯発電所１号機 　 浜 高浜３号補助建屋排気筒

大 　　〃　　　　２号機 　 　 　〃　　　格納容器排気筒

飯 　　〃　　　　３号機 　 　 高浜４号補助建屋排気筒

　 　　〃　　　　４号機 　 　 　〃　　　格納容器排気筒

　 高浜発電所１号機 ＊原子炉廃止措置研究開発センター

高     〃   　　 ２号機

浜     〃   　　 ３号機

    〃    　　４号機

＊原子炉廃止措置研究開発センター

関
電

関
電



　 　 　



付－４　　放射線監視情報中央表示装置の放映番組一覧

・データ表示
 分    類 表　　示　　内　　容 分　　類 表　　示　　内　　容

地図上へのデータ表示 トレンド（１０分平均値）

　・敦賀・ふげん発電所（敷地境界付近、周辺、広域） 　・各発電所×（線量率、電気出力、排気筒モニタ、放水口モニタ）

　・美浜・もんじゅ発電所（敷地境界付近、周辺、広域） 　・各観測局×線量率

　・大飯発電所（敷地境界付近、周辺、広域） トレンド（１時間平均値）

　・高浜発電所（敷地境界付近、周辺、広域） 　・各サイト×（線量率、電気出力、排気筒モニタ、放水口モニタ）

　・嶺北北部 　・各観測局×線量率

　・嶺北南部 トレンド（4時間平均値）

　・奥越 　・各サイト×（線量率、電気出力、排気筒モニタ、放水口モニタ）

　・各観測局×線量率

トレンド（1日平均値）

　・各サイト×（線量率、電気出力、排気筒モニタ、放水口モニタ）

　・各観測局×線量率

・説明番組

 分　　類 番　　組　　名　　称 分　　類 番　　組　　名　　称

原子力環境監視センター 放射性廃棄物の管理

環境放射線監視テレメータシステム 排気筒モニタ

原子力防災とモニタリングの強化 放水口モニタ

福井県の原子力発電所と環境放射線モニタリング 沸騰水型軽水炉「BWR」の特徴

環境モニタリング 加圧水型軽水炉「PWR」の特徴

放射線 新型転換炉「ATR」の特徴

モニタリングポスト 高速増殖炉「FBR」の特徴

放射能測定 敦賀発電所の周辺環境

放射線・放射能の単位について 原子炉廃止措置研究開発センター(ふげん)の周辺環境

気象条件と測定値の変動 高速増殖原型炉もんじゅの周辺環境

ダストモニタ 美浜発電所の周辺環境

放射線被ばくと防護対策 大飯発電所の周辺環境

緊急時のモニタリングと防護対策 高浜発電所の周辺環境

福井県の環境 空から見た原子力発電所

福井県の原子力発電

敦賀発電所の紹介と設備

原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）の紹介と設備

高速増殖原型炉もんじゅの紹介と設備

美浜発電所の紹介と設備

大飯発電所の紹介と設備

高浜発電所の紹介と設備

福井県の
監視システム

トレンドグラフ

空から見た
原子力発電所

リアルタイム表示

原子力発電の
しくみ

放射線と
環境モニタリング

緊急時には

福井県の原子力



付－５　　福井県原子力環境情報インターネットシステムコンテンツ一覧

                         (ホームページアドレス　http://www.houshasen.tsuruga.fukui.jp/)

第１階層 第２階層 第３階層 コンテンツ内容

観測局最新データ一覧

発電所最新データ一覧

気象観測局最新データ一覧

敦賀・ふげん発電所

美浜・もんじゅ発電所

大飯発電所

高浜発電所

嶺北北部

嶺北南部

奥越

空間放射線量率

発電所・電気出力

発電所・排気筒モニタ

発電所・放水口モニタ
福井県原子力環境監視センター

日本原子力発電（株）

関西電力（株）

日本原子力研究開発機構

業務紹介

組織図

沿革

アクセス

パンフレット

組織紹介

構成機関

報告書

規程

環境放射線モニタリング

身のまわりの放射線

福井県の放射線監視

福井県の放射能監視

表示データの取り扱い

監視体制

モニタリングポスト

空間放射線量率

空間放射線量率の変動

空気中放射能濃度

気象

電気出力

排気筒モニタ

放水口モニタ

福井県の原子力発電

放射性廃棄物の管理

ＰＷＲの特徴

ＢＷＲの特徴

ＦＢＲの特徴

ＡＴＲの特徴

原子力防災 福井県原子力防災計画 福井県原子力防災計画へのリンク

お知らせ ホームページの運用等に関するお知らせ

ご利用に当たって 利用に当たっての注意事項

サイトマップ サイトマップ

関係機関ダイレクトリンク

リンク集

モニタリングデータ
（Ｗｅｂ地図表示）

最新データ一覧
各項目の10分値最新データが一覧表形式
で表示

Ｗｅｂ地図上に観測局および発電所をア
イコンで表示
アイコンをクリックするとバルーンが開
き１０分値最新データが表示

最新データ地図表示
敷地境界付近、周辺、広域における１０
分値最新データの地図上表示

トレンドグラフ表示
各項目の１０分値トレンド、１時間値ト
レンド、４時間値トレンド、１日値トレ
ンド

各機関からの表示データに関するお知ら
せ

簡易帳票

福井県原子力環境監視センターの組織、
業務、沿革、案内図、パンフレット類の
紹介

環境モニタリング

放射線・放射能・発電所の解説

観測データについての解
説

福井県環境放射能測定技術会議
福井県環境放射能測定技術会議の紹介、
報告書、規定

環境モニタリングの体制および環境放射
線や環境放射能の解説

ホームページで表示している計測値の計
測方法、表示単位についての解説
観測体制の説明
気象による計測値の変動についての解説

モニタリングデータ
（Ｗｅｂ地図版）

グラフ・簡易帳票
（別ウィンドウ）

観測局データ

発電所データ

福井県内の原子力発電所についての解説
各炉型の発電方法の解説

関連サーバリンク 関連機関へのリンク

当センターについて

モニタリングデータ
（固定地図版）

表示データに関する
お知らせ

グラフと簡易帳票をタブ切替表示
空間放射線量率、空気中放射能濃度、風
向、風速、降水量、感雨
１０分値、１時間値、４時間値、１日値

グラフと簡易帳票をタブ切替表示
電気出力、排気筒モニタ、放水口モニ
タ、風向、風速、降水量、感雨
１０分値、１時間値、４時間値、１日値

トレンドグラフ

簡易帳票

トレンドグラフ

原子力発電所



付－６ 環境放射能データベースシステムの概要 

 環境放射能データベースシステムは平成16年度に更新・整備したもので、平成24年度に一部を更新、

職員情報を管理する機能をサーバごと別システム（公開機能システム）から切り離し認証サーバとし

て追加した。図－１に示すとおり、Windows系サーバを中心としたイーサネットによるLANで構成され

ている。 

システムの業務体系は、①各種放射能・放射線測定データの解析とそのデータの一元管理 ②環境

放射能調査報告書の自動作成 ③各種情報の利用などである。 

 

１ 本システムの特徴 

① 各種放射線計測機器（ゲルマニウム半導体検出器、トリチウム、プルトニウム、積算線量計

等）は解析用パソコンと接続され、さらに基幹データベースともリンクされている。 

② 福井県環境放射能測定技術会議用に必要なデータ解析や各種測定結果の帳票作成は、パソコン

に組みこまれたソフトによって自動的に行われ、公開用ファイル（PDF）も自動作成される。 

③ 原子力事業者による放射能データベース内のデータ検索は、セキュリティ確保のため、NTT西

日本福井のIDC（インターネットデータセンター）内のDMZ（非武装地帯）に設けられた外部機関

アクセスサーバにアクセスすることによって行われる。 

 

２ 各種データの流れ 

① 福井分析管理室データ（放射能測定結果および積算線量測定結果） 

解析用パソコンで測定された結果はオンラインで計測ＤＢに登録され、３ヶ月ごとに基幹Ｄ

Ｂに登録する。 

② 原子力環境監視センター（各観測局の空間線量率測定結果等） 

空間線量率連続測定や連続浮遊じん測定など、統計処理が行われた結果は、監視センターネ

ットワークを通じてNTT西日本福井に設置してある外部登録用ＤＢに仮登録を行い、福井分析

管理室からリモートアクセスにより基幹ＤＢに３ヶ月ごとに登録する。（セキュリティの観点

から） 

③ 各原子力事業者（放射能測定結果および積算線量測定結果、各観測局の空間線量率測定結果、

放射性廃棄物データ） 

各事業者のデータは、NTT公衆回線（相手方の電話番号の登録管理で回線接続）を通じて外

部登録用ＤＢに仮登録を行い、②と同様に基幹ＤＢに３ヶ月ごとに登録する。 

以上の流れで、福井県、各原子力事業者のデータが基幹ＤＢに集約され、３ヶ月ごとに収集さ

れたデータは、監視項目毎に検索抽出して集計し、報告書や公開用ファイル（PDF）を作成する。 

 ④ その他 

    緊急時モニタリング時には、嶺南地域４箇所にある各原子力防災センター（オフサイトセン

ター）から、福井分析管理室のゲルマニウム半導体検出器測定系の制御や測定中のスペクトル

表示、測定結果出力や試料情報のバーコード化・試料管理などが行える。システムの概要を図

－２に示した。 



ＤＢ操作

文部科学省敦賀原子力事務所
原子力安全対策課

原子力環境監視センター（敦賀）
各原子力事業所
市町村等

ＰＣの管理

システム管理・文書管理サーバ

（コンテンツ保存）

（ＰＣ環境保存）

基幹ＤＢへ登録
通信保守　　　　　　　　
ノートパソコン管理ＰＣ

外部機関

放射能測定

データ出力
解析結果出力
スペクトル図出力

監視業務の紹介・コンテンツ作成

放射能DBサーバ 報告書作成・解析用ＰＣ

事業者を含む監視結果
保存・管理

県データの
保存・管理

ＮＴＴ福井ＩＤＣ

基幹DB

ストレージ

原子力環境監視センター（敦賀）
各原子力事業者

図－１　環境放射能データベースシステム概要
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　　緊急時核種分析
　　　Ｇｅ検出器測定系　６式

図－２　緊急時における放射能データベースシステム概要

測定解析ＰＣ

ルータ

ＦＥＲＭＩＣ系
クライアントＰＣ

緊急時のサンプリング
試料管理に使用

⇒　試料情報入力等

ルータ

バーコードプリンタ

　各種ソフト
　・リモートＧｅ測定と解析
　・測定試料情報入力
　・バーコード作成と管理
　・バーコードラベルの出力
　・過去Ｇｅ測定の検索と出力
　・福井分析管理室測定の
　　リアルタイムスペクトル表示
　・グループウエアによる
　　放射能ＤＢの測定結果検索

各種ソフト
　・福井県版Ｇｅ測定解析プログラム
　・Ge測定解析ＰＰ
　・Ge測定結果の管理
　・緊急時用核種ライブラリ
　　＆検出器効率情報等

放射能データベース

バーコードシステム

測定解析ＰＣ

ＦＩＳＨ
回線

オフサイトセンター
　緊急時モニタリングブース

福井県原子力環境監視センター　福井分析管理室

プリンタ

液晶プロジェクタ
投影映像

バーコードプリンタ

２系

１系

ＭＣＡ

Ｇｅ検出器



付－７　線量率表示装置（ほうしゃせん見守り隊）設置場所一覧

（平成２６年３月３１日現在）

番 号 施　　設　　名　　称 住　　　所

1 甲楽城公民館 南越前町甲楽城９－１４７－３
2 河野中学校 南越前町甲楽城４８－２２－１
3 河野小学校 南越前町甲楽城１３－１
4 河野住民センター（河野総合事務所　４F） 南越前町河野１５－１６－１
5 河野シーサイド温泉ゆうばえ 南越前町甲楽城７－３１－１
6 糠公民館 南越前町糠１５－２
7 桜橋トレーニングセンター 南越前町赤萩３８－３－３
8 鹿蒜公民館 南越前町上新道２４－２５－１
9 今庄小学校 南越前町今庄２８－１０－１
10 南越前町役場 南越前町東大道２９－１

11 立石会館 敦賀市立石
12 東浦小中学校 敦賀市杉津１９－１２－１
13 東浦体育館　　　 敦賀市阿曽７７－１２
14 東浦公民館 敦賀市五幡３２－８－１

15 赤崎小学校 敦賀市赤崎４４－１１

16 西浦小中学校 敦賀市色浜３３－１

17 松原小学校 敦賀市松島２７－２２

18 松陵中学校 敦賀市松葉町１－１

19 敦賀高等学校 敦賀市松葉町２－１

20 常宮小学校 敦賀市常宮１３－２－１

21 櫛川保育園 敦賀市櫛川町１３－９－１

22 松陵幼稚園 敦賀市櫛川町２－１１－５

23 沓見小学校 敦賀市沓見６６－２－１０

24 沓見保育園 敦賀市沓見６８－１－１

25 敦賀北小学校 敦賀市曙町１１－９４

26 角鹿中学校 敦賀市角鹿町６－１

27 中央小学校 敦賀市野神４０－２４９

28 白木会館 敦賀市白木１－１３－１

29 総合運動公園　　 敦賀市沓見１４９

30 敦賀西小学校 敦賀市結城８－６

31 プラザ萬象 敦賀市東洋町１－１

32 浦底ふれあい会館 敦賀市浦底７－１

33 色ヶ浜ふれあい会館 敦賀市色ヶ浜２６－１

34 東浦保育園 敦賀市大比田３４－４１－２

35 松原保育園 敦賀市松原町４－５

36 敦賀南小学校 敦賀市清水町１－１０－４０

37 気比中学校 敦賀市清水町１－１１－４１

38 敦賀市防災センター 敦賀市中央２丁目１－１

39 咸新小学校（かんしん） 敦賀市井川１７－２０

40 中郷小学校 敦賀市岡山町１丁目３８－１－２

41 粟野小学校 敦賀市莇生野４７－１１

42 粟野中学校 敦賀市金山７８－１－１

43 粟野南小学校 敦賀市公文名３１－２－１

44 黒河小学校 敦賀市御名２５－５

45 手漁村センター 敦賀市手７－７

46 敦賀工業高等学校 敦賀市山泉１３－１

47 敦賀気比中・高等学校 敦賀市沓見１６４－１
48 昭英高等学校 敦賀市長谷６５－９８



番 号 施　　設　　名　　称 住　　　所

49 丹生公会堂 美浜町丹生６４－３－２

50 はまかぜ保育園 美浜町丹生２３－１－１

51 丹生小中学校 美浜町丹生６２－１－１

52 竹波公民館 美浜町竹波

53 菅浜小学校 美浜町菅浜７０－８－２

54 菅浜海の暮らし館 美浜町菅浜１００－１４

55 美浜東小学校 美浜町佐田６９－３－２

56 太田生活改善センター 美浜町太田３７－２

57 菅浜農業構造改善センター 美浜町菅浜９０－４２

58 農村婦人の家 美浜町山上５３－３４

59 小倉会館 美浜町佐柿４４－１３

60 美浜中学校 美浜町麻生３７－５

61 弥美小学校 美浜町河原市８－８

62 文化会館 美浜町南市９－１３－３

63 美浜町商工会館 美浜町松原３５－１６－２

64 保健福祉センターはあとぴあ 美浜町郷市２５－２０

65 子育て支援センター（旧西保育所・耳公民館分室） 美浜町興道寺３８－１

66 美浜町総合体育館 美浜町久々子２６－３０

67 美浜北小学校 美浜町笹田１５－１

68 美浜南小学校 美浜町金山１４－１
69 新庄小学校 美浜町新庄６５－５５

70 久須夜交流センター 小浜市阿納尻４３－１０－１

71 堅海児童センター 小浜市堅海３７－１６

72 内外海小学校 小浜市阿納尻４５－９

73 雲浜小学校 小浜市城内２－３－９

74 国富小学校 小浜市次吉２７

75 宮川小学校 小浜市竹長１４－１０－３

76 小浜中学校 小浜市雲浜２－１－１

77 国富公民館 小浜市次吉１１－３－１

78 宮川公民館 小浜市大戸２－１７－２

79 西津小学校 小浜市北塩屋１８－１９

80 小浜小学校 小浜市駅前町１３－２９

81 松永小学校 小浜市上野３０－１

82 遠敷小学校 小浜市遠敷７２－１７

83 今富小学校 小浜市和久里２９－１５－１

84 小浜第二中学校 小浜市後瀬町８－１０

85 中央公民館 小浜市大手町５－３１

86 若狭ふれあいセンター 小浜市日吉９１－３

87 今富公民館 小浜市和久里１８－１８

88 農業集落センター（遠敷公民館） 小浜市遠敷７１－８

89 口名田小学校 小浜市中井４３－１５

90 口名田公民館 小浜市中井４１－９

91 中名田小学校 小浜市下田１０－１

92 加斗小学校 小浜市飯盛５９－３２

93 中名田公民館 小浜市下田５２－１９

94 加斗公民館 小浜市飯盛３０

95 交流ターミナルセンター（雲浜公民館） 小浜市城内２－５－１６

96 松永公民館 小浜市上野２８－７

97 小浜水産高等学校 小浜市堀屋敷２－５－２

98 若狭高等学校 小浜市千種１－６－１３

99 福井県立大学小浜キャンパス 小浜市学園町１－１

100 若狭東高等学校 小浜市金屋４８－２
101 嶺南西特別支援学校 小浜市羽賀６７－４９－１



番 号 施　　設　　名　　称 住　　　所

102 あみーシャン大飯 おおい町本郷８２－１４

103 本郷小学校 おおい町本郷８０－７

104 大飯中学校 おおい町野尻５７－１

105 やまびこ会館 おおい町父子２７－１９

106 総合町民センター（ロビー） おおい町本郷１３６－１－１

107 大島小学校 おおい町大島６０－６

108 はまかぜ交流センター おおい町大島９０－２７

109 佐分利小学校 おおい町鹿野２１－９

110 ふるさと交流センター おおい町鹿野４２－２７

111 総合町民体育館 おおい町成和２０－１

112 役場庁舎（町民ホール） おおい町本郷１３６－１－１

113 大島保育所 おおい町大島６０－２６

114 楊梅苑 おおい町野尻５７－１
115 名田庄小学校 おおい町名田庄小倉６－１

116 音海小中学校（旧） 高浜町音海３０－１３

117 和田小学校 高浜町和田１１４－３

118 和田保育所 高浜町和田１１４－３

119 和田公民館 高浜町和田１２３－２３－１

120 高浜町Ｂ＆Ｇ海洋センター 高浜町高森１－１

121 高浜中学校 高浜町宮崎７０－１５

122 高浜小学校 高浜町宮崎７３－８

123 高浜保育所 高浜町宮崎６９－７

124 青郷小学校 高浜町小和田６９－４０

125 青郷保育所 高浜町西三松

126 三松センター 高浜町西三松６－１２－８

127 神野小学校（旧） 高浜町神野４－１－１

128 内浦小中学校 高浜町山中１０７－３０

129 日引小学校（旧） 高浜町日引２１－６

130 中央体育館 高浜町宮崎９２ー１－１

131 老人憩いの家 高浜町宮崎６７－４－１

132 西地区体育館 高浜町中山１３－２６－６

133 高齢者生活福祉センター 高浜町緑ヶ丘１－１－１

134 青郷小学校高野分校 高浜町高野１７－２

135 中央図書館 高浜町立石１３－７

136 高浜町役場 高浜町宮崎７１－７－１
137 内浦保育所 高浜町山中１０７－２

138 美方高等学校 若狭町気山１１４－１－１

139 気山小学校 若狭町気山３１０－９－１

140 岬小学校 若狭町神子１４－４

141 野木小学校 若狭町武生１４－５

142 王子保公民館 越前町西田中１３－５－１

143 白山公民館 越前市都辺町３６－８４

144 坂口小学校 越前市湯谷町２４－２５
145 宮崎コミュニティセンター 丹生郡越前町江波５０−８０

146 福井原子力センター 敦賀市吉河３７－１
147 福井県原子力環境監視センター 敦賀市吉河３７－１
148 福井県原子力環境監視センター福井分析管理室 福井市原目３９－４

149 敦賀原子力防災センター 敦賀市金山９９－１１－４７
150 美浜原子力防災センター 美浜町佐田６４号毛ノ鼻１－６
151 大飯原子力防災センター おおい町成和１－１－１
152 高浜原子力防災センター 高浜町薗部３５－１４



２０１３年４月～２０１４年３月
発電所名 電気出力 状態

H23/1/26～第33回定期検査

H23/8/29～第18回定期検査

H25/9/1～H26/1/20　第26回定期検査

H22/11/24～第25回定期検査

H23/12/18～第27回定期検査

H23/5/14～第25回定期検査

原子炉起動から調整運転期間  営業運転期間　 停止期間

運 転

停 止

運 転

停 止

運 転

停 止

運 転

停 止

11月 12月 1月 2月 3月8月 9月 10月

敦賀1号機
３５７
MW

4月 5月 6月 7月

美浜2号機
５００
MW

敦賀2号機
１１６０

MW

ふげん
(原子炉廃止措置
研究開発ｾﾝﾀｰ）

１６５
MW

もんじゅ
２８０
MW

美浜1号機
３４０
MW

運 転

停 止

運 転

停 止

付－８　平成２５年度　原子力発電所運転・停止状況

美浜3号機
８２６
MW

運 転

停 止



（続き　付ー８　平成２５年度　原子力発電所運転・停止状況） ２０１３年４月～２０１４年３月
発電所名 電気出力 状態

H22/12/10～第24回定期検査

H23/12/16～第24回定期検査

H25/9/2～第16回定期検査

H25/9/15～第15回定期検査

H23/1/10～第27回定期検査

H23/11/25～第27回定期検査

H24/2/20～第21回定期検査

H23/7/21～第20回定期検査

原子炉起動から調整運転期間  営業運転期間　 停止期間

運 転

停 止

5月

運 転

停 止

運 転

停 止

2月4月 9月6月 7月 8月

大飯4号機
１１８０

MW

3月

大飯1号機
１１７５

MW

10月 11月 12月 1月

運 転

停 止

運 転

停 止

高浜1号機
８２６
MW

高浜2号機
８２６
MW

高浜3号機
８７０
MW

高浜4号機
８７０
MW

運 転

停 止

運 転

停 止

運 転

停 止

大飯2号機
１１７５

MW

大飯3号機
１１８０

MW







 

付－１０ 福井県原子力環境監視センター所報（調査研究論文）投稿規定 

 

 

平成 ８年 ９月 13 日より実施 

平成 ９年 ９月 ４日一部改定 

平成 11 年 11 月 １日一部改定 

平成 26 年 12 月 18 日一部改定 

 

１ 目的 

  この規定は、福井県原子力環境監視センター所報に掲載する調査研究論文（当センターにおい

て行った調査研究のレポート）の記載方法について定めたものである。「業務報告」、「委託業

務報告」などは、この規定を準用する。 

 

２ 資格 

  投稿者は原子力環境監視センター職員とするが、共著者はこの限りでない。 

 

３ 投稿の手続き 

 原稿は１編毎に所長、室長などに回覧した後、所報委員会に提出する。原稿は返却しない。 

 

４ 投稿の種類 

 投稿の種類は、「総説」、「報文」、「ノート」、「資料」とし、原稿の第１ページ左上欄外

に原稿の種類を記載すること。 

 なお、これ以外の「技術情報」、「紹介」、「話題」、「寄稿」等は所報委員会に申し出るこ

と。 

(1)総説：特定事項に対する総合的なレビュー 

(2)報文：従来の研究報告と同じ。オリジナリティーがあり、新知見を含むまとまった論文 

(3)ﾉｰﾄ ：速報あるいは短報として取り扱われるもの。断片的な研究であっても価値あるデータや

新しい事実を報告するもので、(2)の報文にまとめ得ないもの。 

(4)資料：有意義なあるいは利用価値のある試験結果、統計等に所見を加えたもの。あるいは、記

録として残す必要のあるもの。 

 

５ 投稿の形式 

 投稿の形式等は、下記のとおりとする。なお、要約、謝辞、引用文献には、構成番号をつけな

い。 

(1)総説：形式は自由とする。 

(2)報文：要約、Ⅰ 緒言、Ⅱ 方法、Ⅲ 結果、Ⅳ 考察、Ⅴ 結語、謝辞、引用文献などの順とす

る。 

(3)ﾉｰﾄおよび資料：(2)の報文に準じるが、要約、謝辞などは省略する。 

 

６ 原稿の書式等 

 原稿は、Ａ４縦とする。レイアウトは、横書き、１段組、全角 45 文字×45 行、上・下余白を

20mm、左余白 25mm、右余白 25mm とし、活字の大きさは 10.5 ポイント、フォントは MS 明朝（見

出しは MS ゴシック）とする。 

 



 

 

７ ページ数 

 種類毎のページ数は、刷り上がりは概ね次のとおりとする。 

(1)総説：１６ページ以内 

(2)報文： ８ページ以内 

(3)ﾉｰﾄ ： ４ページ以内 

(4)資料： ８ページ以内 

 

８ 表題、著者名、要約 

(1) 原稿には表題（主題、副題）と著者名を入れ、それぞれ欧文表題と欧文著者名を添える。著

者名以下は、共同研究者名、当該研究の統括管理者名の順で記載する。 

(2)表題は第２行目から書き始め、和文表題、欧文表題、和文著者名、欧文著者名とする。 

和文表題の活字の大きさは 12 ポイント、フォントは MS P ゴシック、欧文表題の活字の大き

さは 11 ポイント、フォントは Arial 太字とする。 

(3)表題の欧文は、前置詞、接続詞、冠詞以外は、イニシャルを大文字、他は小文字とする。 

(4)共同研究者が他機関の場合には、和文著者名の各人の右肩に＊印などを付し、機関名を最下

段脚注に記入する（本文と脚注の間に罫線を引き区分すること）。 

(5)欧文著者名は、名、姓の順で、名はイニシャルを大文字、他は小文字とし、姓は全て大文字

で記載する。 

(6)報文には、表題、著者名の下に、欧文 10 行程度の要約を入れる。 

 

９ 本文の記載方法 

(1)見出し、小項目などの番号をつけるときは、原則として次の記載例に従う。 

 Ⅰ １ (1) Ａ (a) ① イ 

   Ⅱ ２ (2) Ｂ (b) ② ロ 

(2)原稿は、常用漢字、現代仮名遣いを用い、理解しやすい表現で記載する。 

(3)数字は、全てアラビア数字を用いる。英数字は、原則として半角とする。 

(4)動植物等の学名は、カタカナもしくはイタリック体とする。 

(5)数量単位は、SI 単位系を用いる。 

(6)物質名、用語などを略記する場合は、最初に必ず正式な名称とともに示す。 

(7)学術用語は、学会の慣例に従う。 

(8)年などの表現は、原則として西暦年を用いる。 

 

10 図表の記載方法 

(1) 図表に画像を使用する場合は、文章を含む原稿の所定位置に、その画像データを貼り付けた

完成原稿を提出する。 

(2)図表には、一連番号とタイトルをつける。表は上部に、図は下部にタイトルをつけ、注釈は

本文欄外脚注とせず、図表の下部につける。図表の番号は原則として、表－１、表－２････、

図－１、図－２････とする。 

(3)図表は、原則としてタテ様式とする。やむを得ない場合のみヨコ貼り付けを認めるが、ヨコ

貼り付けは１ページ分全てをその図表で埋めることとする。 

 

 

 



 

11 謝辞 

  できるだけ形式的なものは除く。学会発表、資金補助などは、記載する。 

  

12 引用文献 

(1)引用文献は、本文中で 1)、2)････のように右肩に示し、原稿の最後に一括して番号順に記載

する。 

(2)雑誌の記載順序は、引用番号、著者名、表題名（省略可）、雑誌名：巻（ゴシック）、（号）、

ページ、（年号）、とする。ただし、号はページが通し番号のものは除く。 

【例】 1)T.J.Chow, et al:Anal.:27,28,(1995) 

2)福井太郎他、日化、5,(10)227,(1995) 

(3)雑誌の略名は、邦文誌は日本自然科学雑誌総覧、欧文誌は Chemical Abstracts に従う。 

(4)単行本の記載順序は、引用番号、著者名、書名、発行所名、発行年次とし、一部分を引用し

た場合のみページ数を入れる。 

(5)共著の場合、著者名は２名までとし、その後「他」、「et al.」を付す。 

 

13 編集 

 編集は所報委員会が行い、必要な場合には、掲載区分の変更、原稿の訂正あるいは検討を求め

る場合がある。 

 

14 校正 

 印刷は完全原稿として提出するので、原則として校正は行わない。仮に校正を行う場合であっ

ても、校正は著者の責任とする。校正は誤植の訂正にとどめ、校正時の原稿訂正は原則として認

めない。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                  I S S N  1 3 4 3 - 8 3 5 2  
 平 成 ２ ５ 年 度  

 
 福 井 県 原 子 力 環 境 監 視 センタ ー所 報  

 第  2 0  巻  
 

 平 成 ２ ７ 年 ２ 月 発 刊  
 

 福 井 県 原 子 力 環 境 監 視 センタ ー  
 敦 賀 市 吉 河 ３ ７－ １  （ 〒 9 1 4 － 0 0 2 4 ）  

 T e l ． ( 0 7 7 0 ) 2 5 － 6 1 1 0  
 F a x ． ( 0 7 7 0 ) 2 1 － 0 6 9 3  

 h t t p : / / w w w . h o u s h a s e n . t s u r u g a . f u k u i . j p  
 

 福 井 分 析 管 理 室  
 福 井 市 原 目 町 ３ ９－ ４ （ 〒 9 1 0 - 0 8 2 5 ）  

 T e l ． ( 0 7 7 6 ) 5 4 － 5 8 7 0  
 F a x ． ( 0 7 7 6 ) 5 4 － 5 1 2 6  

 
     発 行 責 任 者   田 賀  幹 生  
 
    印       刷   (有 )平田印刷  
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